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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：マレーシア 案件名：マレーシア日本国際工科院整備プロジェクト 
【円借款附帯プロジェクト】 

分野：教育（高等教育） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 高等教育・社

会保障グループ 
高等教育・技術教育チーム 

協力金額（2018年 2月末時点）：3.3億円 

協力期間 2013年 7月 3日～2018
年 7月 2日：5年間（計
60カ月） 

先方関係機関：高等教育省（MOHE）、マレーシア工科大学
（UTM）、マレーシア日本国際工科院（MJIIT） 

日本側協力機関：外務省、文部科学省、経済産業省、日本側

大学コンソーシアム（JUC）27大学 2研究機関 

１－１ 協力の背景と概要 
マレーシアの高等教育は、経済成長を支えるエンジンとして重視されており1、「第 10次マレーシ
ア計画」においても、エネルギーやビジネスサービス部門等の国家主要経済エリア（National Key 
Economic Areas：NKEAs）を横断する「先端的な工学・科学・イノベーション分野のクラスター」を
構築していくことがめざされた。「第 10 次マレーシア計画」では、特に、産業界が必要とする研究
開発（Research and Development：R&D）能力を備えた高度教育人材の不足が指摘されており、加え
て労働倫理、コミュニケーション能力、チームワークやリーダーシップといったソフトスキルの不

足も指摘されている 2。これらに対処するため、マレーシア日本国際工科院（Malaysia-Japan 
International Institute of Technology：MJIIT）は、マレーシアに日本式の工学教育を導入することを目
的とし、日本・マレーシア政府間プロジェクトとして 10 年の構想を経て 2011 年にマレーシア工科
大学（Universiti Teknologi Malaysia：UTM）の下に設立された。わが国は、MJIITに対し教育・研究
用資機材やコンサルティング・サービスの提供を目的に、2011年 12月に、66億 9,700万円を上限と
する円借款貸付契約に調印し、マレーシア側は、教員給与を含む教育課程運営費、校舎建設、学生

の日本への短期留学派遣費用等を負担してきた。 
MJIIT の運営に関しては、外務省が主導して日本側支援大学 25 校が日本側大学コンソーシアム
（Japanese University Consortium：JUC）を形成し、カリキュラム策定や、マレーシア政府予算でMJIIT
が雇用する日本人教員の人選などを支援していた。MJIIT には機械精密工学（Mechanical Precision 
Engineering：MPE）、電子・コンピュータ工学（Electronic Systems Engineering：ESE）、環境・グリー
ン技術工学（Environmental Engineering and Green Technology：EGT）、技術経営学（Management of 
Technology：MOT）、の 4学部が設置されると同時に、JUC側では各学部に対応する小委員会が設置
された。さらに、JICAは、有償勘定技術支援として副院長と業務調整/産学連携の 2名の専門家を派
遣しMJIITの運営に係る支援を行っていた。 
他方、プロジェクトの進捗に伴い、教員の派遣についてはより多くの日本人教員の参加を確保す

べく複数の短期派遣の仕組みの構築のほか、JUC 外からの公募も計画されるなど当初想定されてい

                                                        
1 出所：第 10次マレーシア計画（2011-2015） 
2 出所：高等教育戦略（2007-2020） 
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なかった枠組みの構築が求められていた。また、共同指導や日本でのインターンの受入れなど、JUC
メンバー大学と MJIIT の間の一層の連携・調整を通じ、さらなる国際連携と産学連携の促進を図る
ため、JICA専門家の追加投入を行い、運営・維持管理面の体制を強化することにより、円借款事業
の目的であるマレーシアにおける日本型工学教育の導入を一層促進し、円借款の開発効果の増大を

図ることを目的とした円借款附帯プロジェクトが形成された。 
その後、2014年末のマレーシアでの洪水被害に伴い、防災分野に関する教育、研究の重要性、必
要性が再認識されたことを受け、MJIIT において防災分野の協力をすることが決定した。同分野を
支援するため、JUCに新たに防災分野の小委員会が立ち上がり、JUCメンバーは、27大学、2研究
機関になり、JICA専門家として防災センター運営管理専門家を新たに 1名加え、4名の専門家体制
になった。 
 
１－２ 協力内容 
（1）上位目標：マレーシアにおいて、日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center 

of Excellence として MJIIT を設立することにより、高い技術開発・研究能力と労働倫理を備える
人材の育成を図り、もって同国の国際競争力強化並びに ASEAN における地域協力の発展に寄与
することを目的とする。 

 
（2）プロジェクト目標：日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center of Excellence
として MJIIT を設立することを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑な実施
が促進される。 

 
（3）成果（アウトプット） 
成果 1：教育課程のカリキュラム及びその他の教育活動の計画が策定され実施される。 
成果 2：「講座」制度並びに防災科学研究センター（Disaster Preparedness and Prevention Center：DPPC）

が確立され運用される。 
成果 3：日本人教員が任命される。 
成果 4：日本及び ASEAN他国の大学及び産業界に対する広報が強化される。 
成果 5：MJIIT及び本邦大学の教員による共同指導が実施される。 
成果 6：本邦大学とのダブル・ディグリー・プログラムが実施される。 
成果 7：日本及びマレーシアの産業界及び本邦支援大学へのインターンシップ・プログラムが実施

される。 
成果 8：日本の産業界との連携が強化される。 
成果 9：日本及び ASEAN他国の大学との連携が強化される。 
成果 10：本邦大学との交換留学プログラムが実施される。 
 
（4）投入実績 

1）日本側：（2017年 12月 31日時点の実績） 

専門家派遣 合計 10名（191.7 M/M） 

本邦研修 合計 61名（国別研修 8コース） 
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JUC幹事大学事務スタッフ配置等 総額 905万 9,000円 

その他 156万 3,104.10リンギット（Ringgit：RM）（4,605万 3,000
円相当）：ローカル・コンサルタント雇用、旅費、雑

費等 
 

2）相手国側：（2017年 12月 31日時点の実績） 
カウンターパート配置：主要カウンターパート合計 51名 

 

２．終了時評価調査団の概要 

日本側： 

担 当 氏 名（現地調査期間） 所  属 

団長・総括 熊谷 真人（2月 11日～16日） 
JICA人間開発部 
高等教育・社会保障グループ 次長 

高等教育 中野 恭子（2月 11日～16日） JICA国際協力専門員 

協力企画 三浦 佳子（2月 11日～16日） 
JICA人間開発部  
高等教育・技術教育チーム 企画役 

評価分析 伊藤 治夫（2月 4日～16日） （株）アイコンズ 代表取締役社長 

マレーシア側： 

氏 名 所属先・職位 

Prof. Dr. Ali Selamat MJIIT院長 

Prof. Dr. Ezzat Chan bin Abdullah MJIIT副院長（アカデミック） 

AP Dr. Shahrum Shah bin Abdullah MJIIT副院長（研究・イノベーション） 
Dr. Pauziah Muhamad MPE学科長 

Dr. Shaza Eva binti Mohamad EGT学科長 

Dr. Roshafima bt. Rasit Ali (Acting) 
化学プロセス工学（Chemical Process Engineering：
CPE）学科長 

AP Dr. Mohammad Ali Tareq MOT学科長 
Dr. Hairi bin Zamzuri ESE学科長 

Prof. Masafumi Goto  DPPCセンター長 
 

調査期間 2018年 2月 4日（日）〜16日（金） 評価種類：終了時評価 

３．レビュー結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（1）成果（アウトプット） 
成果 1：教育課程のカリキュラム及びその他の教育活動の計画が策定され実施される。 

• プロジェクト活動に基づいて開始された教育課程は 6 件（目標：5件）、その他の活動 41
件（目標：28件）となる。【達成済み】 

 
成果 2：「講座」制度並びに防災科学研究センター（DPPC）が確立され運用される。 

• 2018年 1月時点において、19講座（目標：31講座）が設置されており、終了までに新た
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に講座が開講される見込みは低い。【未達成】 
• DPPC は研究センターとしての機能が確立され、その活動数は主要なものだけでも 14 件
（目標：4件）が実施されている。【達成済み】 

 
成果 3：日本人教員が任命される。 

• UTMにより正式に任命された長期及び短期の日本人教員数は、2016年に 31名（目標：32
名）に達した。【ほぼ達成済み】 

 
成果 4：日本及び ASEAN他国の大学及び産業界に対する広報が強化される。 

• 不十分な奨学金、マーケティングの不足、高い語学要件を背景に、日本及び ASEAN他国
からの留学生の合格者数の累計は 161名（目標：814名）にとどまる。【未達成】 

 
成果 5：MJIIT及び本邦大学の教員による共同指導が実施される。 

• 大学院の学生数自体が当初計画を下回っていることから、共同指導プログラムに参加した

学生数の累計は 152名（目標：226名）にとどまる。【未達成】 
 
成果 6：本邦大学とのダブル・ディグリー・プログラムが実施される。 

• 山口大学との Double Degree（DD）プログラム、筑波大学との Joint Degree（JD）プログラ
ムの計 2プログラム（目標：6プログラム）が実施されており、これに加えて九州大学と
の DDプログラムが検討されている。【未達成】 

 
成果 7：日本及びマレーシアの産業界及び本邦支援大学へのインターンシップ・プログラムが実施

される。 
• インターンシップ・プログラムへの参加学生数の累計は 541名（目標：578名）であり、
プロジェクト終了までにさらに 210名が参加予定である。【達成済み】 

 
成果 8：日本の産業界との連携が強化される。 

• 合意書（Memorandum of Agreement：MOA / Letter of Agreement：LOA）を締結して開始さ
れた産学連携活動の数は現在 5件（目標：6件）となるが、2017年以降、日系企業とのパー
トナーシップが促進されている。【ほぼ達成】 

 
成果 9：日本及び ASEAN他国の大学との連携が強化される。 

• 日本及び ASEAN他国の大学との連携活動（会議、シンポジウム、ワークショップ、セミ
ナーなど）は既に 69件（目標：25件）に達している。【達成済み】 

 
成果 10：本邦大学との交換留学プログラムが実施される。 

• 交換留学プログラムに参加した学生数は計 980名（インバウンド 397名、アウトバウンド
583名）（目標：100名）に達している。【達成済み】 
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（2）プロジェクト目標： 
日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center of ExcellenceとしてMJIITを設立す
ることを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑な実施が促進される。 

• 在学生数は、プロジェクト初期段階での不十分なマーケティング、機材調達の遅れ、学生

募集時期の遅れなどを要因として、2017/18年の時点で 1,158名（目標：2,075名）にとど
まる。【未達成】 

• 教員 1人当たり 1年間の発表論文（Indexed）は、2013年～2017年の平均で 2.1本（目標：
2本）となり目標を達成している。【達成済み】 

 
（3）上位目標： 
マレーシアにおいて、日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center of Excellence
として MJIIT を設立することにより、高い技術開発・研究能力と労働倫理を備える人材の育成を
図り、もって同国の国際競争力強化並びに ASEANにおける地域協力の発展に寄与することを目的
とする。 

• 2013/14から 2017/18の卒業生数は 532名（目標：1,062名3）にとどまる。現在の在校生の

数（プロジェクト目標の指標）を考慮すると、上位目標の目標年である 2020 年までに目
標値（3,163名）に達する見込みは低い。【達成見込みは低い】 

• 就職率は、第 1期卒業生（2015年）及び第 2期卒業生（2016年）は 100％、第 3期卒業生
（2017年）に関しては、98.1％が就職もしくは進学したと回答している。2017年にはMJIIT
学部卒業生の 79％が民間企業に主に技術者として就職しており、そのうちの 56％が日系
企業に就職した。【達成見込み】 

 
３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性：高い 

• 本プロジェクトは、マレーシアの政策や日本の ODA 政策と整合しており、日本型工学教育
や防災マネジメントを導入するMJIITのニーズにも合致している。プロジェクトのアプロー
チも妥当であり、妥当性は高いと判断される。 

 
（2）有効性：やや高い 

• プロジェクト目標の指標に関しては、在校生の人数は未達であるが論文数は目標を達成して

いる。在校生の人数に関しては、機材調達の遅れ、マレーシア政府の予算不足といった外部

条件に影響を受けている。一方でMJIITにおける日本型工学教育の導入、適切な実施が確認
されたことから、有効性はやや高いと判断される。 

 
（3）効率性：中程度 

• 終了時評価時点では成果の半分が未達である。さらに、機材選定を行った日本人教員の大部

分が既にMJIITを離任していることは効率性を下げる要因となっている。他方、本プロジェ
クトは多くの他のリソースを活用して実施され、投入を最小限に抑えていることから効率性

                                                        
3 上位目標の達成年である 2020年の在校生の目標値 3,163名から、現時点（2017年）の目標値を算出した。 
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は中程度と判断される。 
 
（4）インパクト：やや高い 

• 本プロジェクトを通じ、UTM の大学ランキング向上、本邦大学及び民間企業との連携に係

る正のインパクトの発現が確認された。また、卒業生数を除いては 2020 年までの上位目標
の達成も見込まれることから、インパクトはやや高いと判断される。 

 
（5）持続性：中程度 

• 政策、制度面の持続可能性の確保が期待される一方で、人材の不足、産学連携活動や日本の

大学との共同研究の継続に関する組織・技術面での課題が残る。財務面も依然として持続性

の主要なリスク要因であるため、持続性は中程度と判断される。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画に関すること 

• 多様な JUC メンバー校によりプログラム策定に係る助言、短期教員派遣、短期研修など具
体的支援が複合的に実施されることにより、MJIITのニーズに応じた適材適所の支援が提供
されている。DPPCでは大学のみならず、研究機関（水災害・リスクマネジメント国際セン
ター：ICHARM、防災科学技術研究所）の参画により、実用性を重視した防災分野の政策技
術知識や技術政策の事例提供などに貢献している。 

• 日本語教育に関して、MJIIT による選択科目と UTM ランゲージアカデミーの必修コースが
提供されており、特に日系企業への学生の就職を優位としていることが確認された。 

 
（2）実施プロセスに関すること 

• JUC、日本人教員、マレーシア日本人商工会議所（Japanese Chamber of Trade and Industry in 
Malaysia：JACTIM）との協力は、日本企業・大学との連携に係る成果の達成を促進した。 

• MJIITにより組織されたビジネス戦略ユニット（Strategic Business Unit：SBU）及びマーケテ
ィング・ユニットの戦略策定、マーケティング活動、学部生に対するグローバル・モビリテ

ィ・プログラム（Global Mobility Program：GMP）及び日本でのインターンシップ・プログ
ラムの提供は学生の増加に貢献している。 

• 専門家チームによる定期的な日本人関係者会議の開催により、日本人教員にMJIITのマネジ
メント、産学連携及び JUC に係る活動に関する情報が提供されている。また、専門家チー
ムは必要に応じて日本人教員と院長の個別面談の機会を設定し、プロジェクトの円滑化に寄

与している。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画に関すること 

• MJIIT では教員に対して 3 分の 1 の事務系職員の配置が規定されており、事務系職員の比率は
UTM本体の比率に比べて低い。また、その大多数が契約職員のため、雇用が不安定であり大学
運営やプロジェクト活動の JICA専門家などからの引き継ぎに影響を与えている。 
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• 機材の整備が進むに従い、ラボ技術者の不足が表面化している。ラボによっては機材維持管

理に高度な技術を有する技術者が必要となり、さらに、学生が機材を使用する際の操作指導、

監督を担うラボ技術者の配置により安全を確保する必要がある。 
• 当初 31 の iKohza（Innovative Kohza）を設置し、それぞれの講座で日本人教員を含む 4、5
名の教員を配置し技術移転を実施する計画であったが、幾つかの iKohzaには 1、2名の教員
しか配置されておらず、MJIIT における特徴である iKohza の機能化の阻害要因となってい
る。 

• DPPCは 2016年の設立後日が浅いこともあり、防災分野に直接関連がある専門性を有する教
員が 3名しかいないなど専門知識を有する教員の不足が課題となっている。 

 
（2）実施プロセスに関すること 

• 共同指導に関しては、JUCメンバー大学によるMJIIT学生の受入れの終了とともに関係が希
薄になるなど一過性の関係が指摘されている。共同指導を通じて、MJIITと JUCメンバー大
学との共同研究を誘発するなど、戦略的な活用が求められている。 

• 石油価格の下落に伴うマレーシア側予算の減少は、大学職員の採用や雇用の継続、奨学資金

の減少といった教育・研究活動全般に影響を与えている。 
 
３－５ 結 論 
外部条件の影響などを受けて、幾つかの指標は未達成であるものの、本プロジェクトの活動は順

調に進捗している。評価 5項目については、案件の妥当性は「高い」、有効性、インパクトは「やや
高い」、効率性、持続性は「中程度」であった。 
 
３－６ 提 言 
• 円借款コンサルタント担当業務（日本でのインターンシップや本邦大学との共同指導に係る調
整・手配）がMJIIT担当部署に引き継がれること。 

• 持続的な連携に向け、本邦大学の教員と連携した計画的な共同指導等の実施や適切なフォロー
アップを行うこと。 

• 現在 JICA専門家が行っている産学連携に関しMJIIT内で実施体制を確立すること。 
• 学生獲得に向けたマーケティングを継続的に行うこと。 
• 本邦支援大学との連携強化に向けて、密なコミュニケーションをとること。 
• iKohzaメンバー、研究テーマ、論文タイトル等を含めた iKohzaリストを整備のうえ、本邦大学
と定期的に共有すること。 

 
３－７ 教 訓 
• JUC メンバー大学の参加度は、マレーシアに研究テーマがあるか否かにより違いがみられる。
例えば、マレーシアで発生する特定の環境問題や災害事例を研究テーマにしている大学は、共

同研究、交換留学プログラム等の活動に積極的に参加する傾向がみられる。大学間連携の促進

には、相手側大学及び日本の大学双方にとってのメリットを考慮する必要がある。 
• 附帯技術協力プロジェクトは、本体円借款事業の機材調達、相手側負担による施設整備等の進



viii 

捗に大きな影響を受ける。そのため、本体事業の進捗に応じて活動計画、成果指標を随時見直

すことにより、効率的なプロジェクト実施及び実態に合わせた事業評価が可能となる。 
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The Summary of Terminal Evaluation 
1．Outline of the Project 
Country: Malaysia Project Title: Technical Cooperation Project for 

Development Project of Malaysia-Japan 
International Institute of Technology  

Issue/Sector: Education (Higher Education) Cooperation Scheme: Technical Cooperation 
Division in Charge: Higher Education and Social 
Security Group, Human Development Department 

Total Cost (at the time of Terminal Evaluation)：330 
million yen 

Period of Cooperation 

3 July 2013-2 July 
2018: 5 years (60 
months) 

Partner Country’s Implementation 
Organization:  
Ministry of Higher Education (MOHE), Universiti 
Teknologi Malaysia (UTM), Malaysia-Japan 
International Institute of Technology (MJIIT)  
Supporting Organization in Japan:  
Ministry of Foreign Affairs (MOFA), Ministry of 
Education, Culture, Sports and Science and 
Technology (MEXT), Ministry of Economy, Trade 
and Industry (METI), 27 Universities and 2 
Research Institutes of Japanese University 
Consortium (JUC) 

1-1 Background of the Project 
In Malaysia, education is highly valued as a growth engine1. The 10th Malaysia Plan (2011-2015) aims to 

build a cross-sectoral “cluster for leading-edge technology, science, and innovation” for the 12 National 
Key Economic Areas (NKEAs) such as energy and business services. According to the 10th Malaysia Plan, 
the industrial sector shows a strong need to develop more highly skilled human resources with research and 
development capacity. The lack of soft skills such as work ethics, communication skills, teamwork, and 
leadership abilities was also identified2.  

To address these issues, Malaysia-Japan International Institute of Technology (MJIIT) was established 
under the Universiti Teknologi Malaysia (UTM) in 2010 to introduce Japanese-style engineering education 
in Malaysia, as a project between Government of Malaysia (GOM) and Government of Japan (GOJ), after 
nearly ten years of planning. In December 2011, JICA signed a Japanese ODA loan agreement with GOM 
to provide up to a total of 6.7 billion yen for the Development Project of MJIIT which supports procurement 
of educational and research equipment as well as consulting services. The total cost of the Development 
Project is 20.2 billion yen with the funds from GOM which cover cost to run education programs including 
remuneration for academics, construction cost of the MJIIT building, and fellowships for the MJIIT 
students for short-term study in Japan.    

To support the operation of MJIIT, Ministry of Foreign Affairs of Japan has organized the Japanese 
University Consortium (JUC), which consisted of 25 Japanese universities as of Mar 2013. JUC has been 
assisting curriculum development, nomination of Japanese academics to be employed by MJIIT, and 
acceptance of MJIIT students for joint supervision. Four sub-committees have been set up under JUC 
matching with the four departments of MJIIT, namely Mechanical Precision Engineering, (MPE), 
Electronic Systems Engineering (ESE), Environmental Engineering and Green Technology (EGT), and 
Management of Technology (MOT).  Each sub-committee is led by a leading university in each field. In 
addition, JICA has dispatched two JICA experts as Deputy Dean of MJIIT and Project Coordinator / 
Industrial Linkage to support the smooth operation of MJIIT. 

As the Project progresses, new frameworks have become being needed for recruiting Japanese academics 
for increasing positions, such as a short-term dispatching scheme and recruiting academics from outside 
JUC. In addition, there is an urgent need for accelerating internationalization and industrial linkage through 
closer communication between JUC member universities and MJIIT, in order to develop mechanisms for 
the joint supervision, internship program in Japan and Malaysia, and so on.  

UTM and JICA agreed to strengthen technical cooperation to address the above issues and to support the 
smooth implementation of the Development Project of MJIIT with additional inputs from JICA. “Technical 
Cooperation Project for Development Project of Malaysia-Japan International Institute of Technology in 

                                                        
1 Source: The 10th Malaysia Plan (2011-2015) 
2 Source: The National Higher Education Strategic Plan 2007-2020 
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Malaysia” (hereinafter referred to as “the Project”) was thus formulated.  
In response to flood damage in Malaysia at the end of 2014, importance and necessity of education and 

research in the disaster prevention field have been reaffirmed and cooperation for the field in MJIIT was 
decided. The new sub-committee on disaster prevention was established in JUC, thus currently JUC is 
composed of 27 universities and 2 research institutes. Since one JICA expert on disaster management center 
management was newly assigned, the Project now has 4 JICA experts. 

1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 

To cultivate human resources with high level of technological and research capability and inculcated with 
good working culture through the establishment of Malaysia-Japan International Institute of Technology 
(MJIIT) as a new Center of Excellence for conducting Japanese-style engineering education and disaster 
management under Universiti Teknologi Malaysia (UTM), thereby contributing to enhancement of 
international competitiveness in Malaysia as well as facilitation of regional cooperation in ASEAN region. 
 
(2) Project Purpose 

To support the smooth implementation of the Development Project of MJIIT, whose objective is to 
establish MJIIT as a new Center of Excellence for conducting Japanese-style engineering education and 
disaster management under UTM. 
 
(3) Outputs 
1. Curricula of education programs and other activities are developed and implemented.   
2. iKohzas and Disaster Preparedness and Prevention Center (DPPC) are established and operated. 
3. Japanese academic staff are appointed. 
4. Promotion and marketing is strengthened towards universities and industries in Japan and ASEAN. 
5. Joint supervision program is implemented. 
6. Double Degree program is implemented with Japanese universities. 
7. Industrial training program with industries in Japan and Malaysia and the JUC member universities is 

implemented. 
8. Linkage with Japanese industry is strengthened. 
9. Linkage with universities in Japan and other ASEAN countries is strengthened. 
10. Student exchange program with JUC member universities is implemented. 
 
(4) Inputs 
【Japanese side】 
1) JICA Expert Team: A total of 10 experts dispatched (191.7 MM) 

2) Training: A total of 61 counterparts participated in 8 country-focused training courses in Japan 

3) Expenses for administrative and clerical personnel from the leading universities in JUC: A total of JPY 
9,059 thousand disbursed 

4) Other expenses: A total of RM 1,563 thousand (equivalent to JPY 46,053 thousand) disbursed for local 
consultants, travel expenses, miscellaneous costs, etc. 

【Malaysian side】 
Counterpart Personnel (C/P): A total of 29 major C/P at MJIIT appointed. 

2．Terminal Evaluation Team 
Members of Terminal Evaluation Team 

Japanese side 
Role Name Organization 

Leader Mr. KUMAGAI Masato  
(Duration: 11 Feb.-16 Feb.) 

Deputy Director General,  
Higher Education and Social Security Group, 
Human Development Department, JICA 

Higher Education Dr. NAKANO Kyoko  
(Duration: 11 Feb.-16 Feb.) Senior Advisor, JICA 
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Cooperation 
Planning 

Ms. MIURA Yoshiko  
(Duration: 11 Feb.-16 Feb.) 

Senior Deputy Director,  
Technical and Higher Education Team, Human 
Development Department, JICA 

Evaluation 
Analysis 

Mr. ITO Haruo  
(Duration: 4 Feb.-16 Feb.)  Senior Consultant, ICONS Inc. 

Malaysian side: 
Designation Name 

Dean Prof. Dr. Ali Selamat 
Deputy Dean (Academic) Prof. Dr. Ezzat Chan bin Abdullah 
Deputy Dean (R&I) AP Dr. Shahrum Shah bin Abdullah 
Head of MPE Dr. Pauziah Muhamad 
Head of EGT Dr. Shaza Eva binti Mohamad 
Head of CPE Dr. Roshafima bt. Rasit Ali (Acting) 
Head of MOT AP Dr. Mohammad Ali Tareq 
Head of ESE Dr. Hairi bin Zamzuri 
Director of DPPC Prof. Masafumi Goto  
  

 

Period From 4 to16 February 2018 Type of Evaluation: Terminal Evaluation  

3．Results of Evaluation 
3-1 Achievement of the Project 
(1) Output 
Output 1: Curricula of education programs and other activities are developed and implemented 
• 5 education programs (Target: 6) and 41 other activities (Target: 28) were initiated.【Achieved】 
 
Output 2: iKohzas and Disaster Preparedness and Prevention Center (DPPC) are established and 

operated 
• Number of established iKohza as of January 2018 reached only 19 (Target: 31) and establishing a new 

iKouza by the end of the Project is not likely to happen.【Not achieved】 
• The function of DPPC has been enhanced as a research center and 14 major activities (Target: 4) have 

been implemented.【Achieved】 
 
Output 3: Japanese academic staff are appointed 
• Both Long and Short-term 31 academic staff (Target: 32) were officially appointed by UTM at peak in 

2016.【Almost achieved】 
 
Output 4: Promotion and marketing is strengthened towards universities and industries in Japan and 

ASEAN 
• Only 161 applications (target: 814) from Japan and ASEAN countries have been submitted due to 

insufficient provision of scholarship, lack of marketing, and high level of English requirement. 
【Not achieved】 

 
Output 5: Joint supervision program is implemented 
• Number of students who have started to study under joint supervision based on the result of matching 

reached 152 (Target: 226) due to the lower number of postgraduate students than planned. 
【Not achieved】 

 
Output 6: Double Degree program is implemented with Japanese universities 
• With the Double Degree program with Yamaguchi University and the Joint Degree program with 

Tsukuba University, a total of 2 programs (Target: 6) have been implemented, and a Double Degree 
program with Kyushu University is currently under discussion.【Not achieved】 
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Output 7: Industrial training program with industries in Japan and Malaysia and the JUC member 
universities is implemented 

• The number of participants of industrial training programs reached 541, and 210 students (Target: 578) 
are planning to join the industrial training programs by the end of the Project.【Achieved】 

 
Output 8: Linkage with Japanese industry is strengthened 
• Number of major university-industry collaborative activities with Memorandum of Agreement (MOA) 

/ Letter of Agreement (LOA) with Japanese industries reached just 5 cases (Target: 6), however 
partnership between MJIIT and other Japanese companies has been significantly progressed since 
2017.【Almost achieved】 

 
Output 9: Linkage with universities in Japan and other ASEAN countries is strengthened 
• Number of collaborative activities (Conference, Symposium, Workshop and Seminar) reached 69 

(Target: 25).【Achieved】 
 
Output 10: Student exchange program with JUC member universities is implemented 
• Number of students for the exchange program reached 980 (Inbound: 397, Outbound: 583)  (Target: 

100).【Achieved】 
 
(2) Project Purpose: 

To support the smooth implementation of the Development Project of MJIIT, whose objective is to 
establish MJIIT as a new Center of Excellence for conducting Japanese-style engineering education and 
disaster management under UTM 
• The total number of enrollment in 2017/18 is only 1,158 (Target: 2,075) due to insufficient marketing, 

delay of equipment procurement and delay of new student recruitment at the early stage of the Project. 
【Not achieved】 

• The number of research publications for indexed journals per academic staff was 2.1 (Target: 2) on 
average from year 2013 to 2017.【Achieved】 

 
(3) Overall Goal:  

To cultivate human resources with high level of technological and research capability and inculcated 
with good working culture through the establishment of MJIIT as a new Center of Excellence for 
conducting Japanese-style engineering education and disaster management under UTM, thereby 
contributing to enhancement of international competitiveness in Malaysia as well as facilitation of 
regional cooperation in ASEAN region  
• Total number of graduates is 532 (Target: 1,0623) from 2013/14 to 2017/18. It is anticipated that the 

target of 3,163 by 2020 will not be achieved considering the current number of enrolled students 
(Project Purpose). A major factor of this non-attainment is that student enrollments were not as high as 
expected as explained earlier in "(2) Project Purpose".【Not likely to be achieved】 

• For employment rates, 100% of undergraduate students in both the 1st and 2nd cohorts, and 98.1% in 
the 3rd cohort were in employment or attend further study after their graduation. 79% of graduates 
were hired by private sector and 56% of them were engaged in Japanese affiliate companies in 2017.
【Likely to be achieved】 

 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance: High 
• The Project is consistent with the policies in Malaysia, Japanese ODA policy and needs of MJIIT as a 

Center of Excellence for conducting Japanese oriented engineering education. The approach of the 
Project is also relevant, therefore the Relevance of the Project is high.  

 

                                                        
3 The target number of graduates in 2017 was calculated by using the target number of 3,163 graduates in 2020 for Overall Goal. 
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(2) Effectiveness: Relatively high 
• The Project Purpose is partially achieved in light of the indicator of number of student enrollment. The 

number of enrollment has been affected by delays in procurement and installation of equipment as well 
as budget constraints on Malaysian side. However, it is confirmed that the basis for conducting 
Japanese oriented engineering education has been introduced and already started functioning at MJIIT, 
and therefore the Effectiveness of the Project is evaluated as relatively high. 

 
(3) Efficiency: Moderate 
• About half of the Outputs have not been achieved yet by the time of Terminal Evaluation, and most of 

Japanese academics who selected equipment have already left from iKohza. These have negatively 
affected the efficiency of the Project. On the other hand, as the Project has been implemented with 
existing and external resources to minimize the project cost, the Efficiency is evaluated as moderate. 

 
(4) Impact: Relatively high  
• Positive impacts in improving the university ranking of UTM and promoting collaboration with 

Japanese universities and private sectors through the Project have already been confirmed. The 
indicators of Overall Goal are also expected to be achieved by 2020, except the number of graduates 
which is affected by lack of current enrollment. Therefore, the Impact of the Project is relatively high. 

 
(5) Sustainability: Moderate 
• The policy and institutional sustainability are expected to be secured. However, the organizational and 

technical aspects are facing issues of human resources as well as continuation of industry linkage and 
joint research in Japan. The financial aspect is also still a major risk factor for sustainability, thus the 
Sustainability of the Project is rated as moderate. 

 
3-3 Contributing Factors  
(1) Factors related to planning 
• Diverse JUC member schools provide concrete supports, consultation for program formulation, 

short-term academic staff dispatch, short-term training to provide right-person-in-right-place supports 
in response to the needs of MJIIT. The sub-committee of JUC on DPPC is composed of not only 
universities but also research institutions, namely Global Centre of Excellence for Water Hazard and 
Risk Management (ICHARM) and National Research institute for Earth Science and Disaster 
Resilience (NIED), to provide practical supports on policy technology knowledge and technical policy 
in the disaster prevention field. 

• Regarding Japanese language, elective courses by MJIIT and compulsory courses by the UTM 
Language Academy have been provided, and it was confirmed that Japanese proficiency of students 
helps them find employment especially in Japanese companies. 

 
(2) Factors related to implementation process 
• As mentioned in Mid-term Review, active collaboration with JUC, Japanese academic staff, and 

Japanese Chamber of Trade and Industry in Malaysia (JACTIM) has promoted achievements of 
Outputs mainly related to linkages with Japanese industries and universities. 

• MJIIT has established the Strategic Business Unit (SBU) and Marketing Unit for conducting marketing 
activities to attract more students, including international students to be enrolled, and initiated Global 
Mobility Program (GMP) for undergraduate students to offer an international experience in Japan, 
which successfully resulted in increase in number of enrollment. 

• Based on requests from Japanese academic staff, the expert team has held monthly meetings among 
Japanese staff to share the latest information on management of MJIIT, activities related to industry 
linkage and JUC. The expert team also set up individual interviews between the Dean and Japanese 
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academic staff when needed, which has contributed to the smooth implementation of the Propjet. 
 

3-4 Factors which have caused problems 
(1) Factors related to planning 
• MJIIT is run at 1:0.33 ratio of academic and administrative staff, and the rate of administrative staff is 

lower than that of similar faculties in UTM. Most of administrative staff are contract-based and their 
unstable employment has affected the university operations and transfer of some project activities by 
JICA experts. 

• The lack of technical staff is becoming more critical. Some of the laboratories require skilled technical 
staff for operation and maintenance of their equipment. Lack of supervision on students while using the 
equipment may cause safety issues as well. 

• MJIIT has very limited number of academic staff. It was initially planned for MJIIT to have 31 iKohza, 
each with 4 to 5 staff members including Japanese academics, in order to transfer technology. The 
iKohza was supposed to be the epitome of the Japanese oriented education adopted in MJIIT. However, 
with some iKohza having only one or two staff members, the system has not realized its full potential. 

• The lack of academics with expertise is very obvious in DPPC where only 3 staff members have 
expertise directly related to Disaster Risk Management. This can be due to the fact that DPPC was 
established as lately as in the beginning of 2015. 

 
(2) Factors related to implementation process 
• For joint supervision, the current state of the joint supervision system is one-way and usually ends at 

the student graduation. By using the opportunity of joint supervision, MJIIT and Japanese universities 
need to enhance collaboration activity such as joint research. 

• Budget cuts by Malaysian side mainly due to national fiscal setback caused by downfall in oil prices 
seriously impacted on the overall financial management. MJIIT has faced serious financial constraints 
which impacted negatively on the staff recruitment and retention, scholarships and all the education 
and research related activities at MJIIT.  

 
3-5 Conclusions 

The Terminal Evaluation Team concludes that the Project has been implemented smoothly in terms of 
introduction of Japanese oriented engineering education, although some indicators may not be achieved. 
Concerning the five criteria of evaluation, Relevance is high, Effectiveness and Impact are relatively high, 
and Efficiency and Sustainability of the Project are evaluated as moderate. 

 
3-6 Recommendations 
• The arrangement of internship program in Japan and joint supervision with Japanese universities 

should be handed over from the consultant (Asia SEED) to the Post Graduate manager in MJIIT 
through joint implementation practice. 

• Joint supervision should be planned and followed up by both MJIIT and Japanese universities in 
cooperation with JUC so that collaboration such as joint research is promoted and/or sustained. 

• Nominating personnel or establishing the unit in charge of industry linkage and supporting job 
placement of students should be carried out, and handing over the tasks from Japanese experts should 
be started. 

• MJIIT should continue marketing activities to increase student enrollment. 
• Discussion on active participation of JUC (especially exchanges of academic staff on research and 

dispatch of Japanese students) should be continued. 
• iKohza information including members, research topics and publication should be regularly updated 

and shared with Japanese universities through JUC, apart from publicizing materials for industrial 
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cooperation. 
• DPPC should develop a Strategic Plan for Multiple Years. 
 
3-7 Lessons Learned 
• The level of participation of JUC member universities differs depending on whether they have research 

themes in Malaysia or not. For instance, some universities which are interested in specific 
environmental issues or disaster cases occurred in Malaysia are more active in participating in JUC 
activities. Selection of research fields supported by higher education projects needs to take into account 
interests of host universities to obtain their cooperation. 

• In order to minimize the negative impact by the delay of equipment procurement, planning and setting 
target level of indicators of technical cooperation projects need to be more flexible according to the 
actual schedule of procurement. 

 

 

 





– 1 – 

第１章 終了時評価調査の概要 

 
１－１ 協力の背景 
マレーシアの高等教育は、経済成長を支えるエンジンとして重視されており1、「第 10次マレーシ

ア計画」においても、エネルギーやビジネスサービス部門等のNKEAs（National Key Economic Areas）
を横断する「先端的な工学・科学・イノベーション分野のクラスター」を構築していくことがめざ

された。「第 10 次マレーシア計画」では、特に、産業界が必要とする研究開発（Research and 
Development：R&D）能力を備えた高度教育人材の不足が指摘されており、加えて労働倫理、コミ
ュニケーション能力、チームワークやリーダーシップといったソフトスキルの不足も指摘されてい

る2。これらに対処するため、マレーシア日本国際工科院（Malaysia-Japan International Institute of 
Technology：MJIIT）は、マレーシアに日本式の工学教育を導入することを目的とし、日本・マレー
シア政府間プロジェクトとして 10 年の構想を経て 2011 年にマレーシア工科大学（Universiti 
Teknologi Malaysia：UTM）の下に設立された。わが国は、MJIITに対し教育・研究用資機材やコン
サルティング・サービスの提供を目的に、2011年 12月に、66億 9,700万円を上限とする円借款貸
付契約に調印し、マレーシア側は、教員給与を含む教育課程運営費、校舎建設、学生の日本への短

期留学派遣費用等を負担してきた。 
MJIIT の運営に関しては、外務省が主導して日本側支援大学 25 校が日本側大学コンソーシアム

（Japanese University Consortium：JUC）を形成し、カリキュラム策定や、マレーシア政府予算でMJIIT
が雇用する日本人教員の人選などを支援していた。MJIIT には機械精密工学（Mechanical Precision 
Engineering：MPE）、電子・コンピュータ工学（Electronic Systems Engineering：ESE）、環境・グリー
ン技術工学（Environmental Engineering and Green Technology：EGT）、技術経営学（Management of 
Technology：MOT）、の 4学部が設置されると同時に、JUC側では各学部に対応する小委員会が設置
された。さらに、JICA は、有償勘定技術支援として副院長と業務調整/産学連携の 2 名の専門家を
派遣しMJIITの運営に係る支援を行っていた。 
他方、プロジェクトの進捗に伴い、教員の派遣についてはより多くの日本人教員の参加を確保す

べく複数の短期派遣の仕組みの構築のほか、JUC外からの公募も計画されるなど当初想定されてい
なかった枠組みの構築が求められていた。また、共同指導や日本でのインターンの受入れなど、JUC
メンバー大学とMJIITの間の一層の連携・調整を通じ、さらなる国際連携と産学連携の促進を図る
ため、JICA専門家の追加投入を行い、運営・維持管理面の体制を強化することにより、円借款事業
の目的であるマレーシアにおける日本型工学教育の導入を一層促進し、円借款の開発効果の増大を

図ることを目的とした円借款附帯プロジェクトが形成された。 
その後、2014年末のマレーシアでの洪水被害に伴い、防災分野に関する教育、研究の重要性、必

要性が再認識されたことを受け、MJIIT において防災分野の協力をすることが決定した。同分野を
支援するため、JUCに新たに防災分野の小委員会が立ち上がり、JUCメンバーは、27大学、2研究
機関になり、JICA専門家として防災センター運営管理専門家を新たに 1名加え、4名の専門家体制
になった。 
 
                                                        
1 出所：第 10次マレーシア計画（2011-2015） 
2 出所：高等教育戦略（2007-2020） 
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１－２ 調査の目的 
本終了時評価調査の目的は以下のとおり。 
① プロジェクトの達成度と実施プロセスについて、討議議事録（Record of Discussion：R/D）に
照らし、マレーシア側と合同でレビューする。 

② 開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）評価 5項目（妥当性、有効性、
効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクトを分析し、MJIIT における工学教育
のさらなる質向上を念頭に日本・マレーシア両国の主要関係機関と協議を行う。 

③ 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題やプロジェクトの成功に向けた今後

の方向性について協議し、提言を行う。 
④ 評価・協議結果を合同評価報告書に取りまとめ、双方の合意事項としてミニッツを締結する。 

 
１－３ 調査日程 
終了時評価調査は、2018年 2月 4日から 16日にわたって実施された。詳細は、付属資料１のAnnex 

1のとおり。 
 
１－４ 調査団の構成 

表－1 日本側メンバー 

担 当 氏 名（現地調査期間） 所  属 

団長・総括 
熊谷 真人 
（2月 11日～16日） 

JICA人間開発部 
高等教育・社会保障グループ 次長 

高等教育 
中野 恭子 
（2月 11日～16日） 

JICA国際協力専門員 

協力企画 
三浦 佳子 
（2月 11日～16日) 

JICA人間開発部  
高等教育・技術教育チーム 企画役 

評価分析 
伊藤 治夫 
（2月 4日～16日） 

（株）アイコンズ 
代表取締役社長 

 
表－2 マレーシア側メンバー 

氏 名 所属先・職位 

Prof. Dr. Ali Selamat MJIIT院長 

Prof. Dr. Ezzat Chan bin Abdullah MJIIT副院長（アカデミック） 

AP Dr. Shahrum Shah bin Abdullah MJIIT副院長（研究・イノベーション） 

Dr. Pauziah Muhamad MPE学科長 

Dr. Shaza Eva binti Mohamad EGT学科長 

Dr. Roshafima bt. Rasit Ali (Acting) 化学プロセス工学（CPE）学科長 

AP Dr. Mohammad Ali Tareq MOT学科長 

Dr. Hairi bin Zamzuri ESE学科長 

Prof. Masafumi Goto  防災科学研究センター（DPPC）センター長 
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第２章 プロジェクトの概要 

 
２－１ 基本計画 
現行版プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）は、2014年 12月

のマレーシア半島部東海岸での洪水による被害を受けて、防災行政関係者の防災対応能力の強化等

のための DPPC設立への支援をプロジェクトスコープに含めるために 2015年 8月 31日に署名され
た協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）によって修正された PDM（付属資料１の Annex 3参照）
である3。現行版 PDMによるプロジェクトの要約は以下のとおり。また、各成果（アウトプット）
の担当者は、実施計画（Plan of Operation：PO）（付属資料１の Annex 10参照）に記載されている。 
 

表－3 プロジェクトの要約 

上位目標 

マレーシアにおいて、日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center 
of ExcellenceとしてMJIITを設立することにより、高い技術開発・研究能力と労働
倫理を備える人材の育成を図り、もって同国の国際競争力強化並びに ASEANにお
ける地域協力の発展に寄与することを目的とする。 

プロジェク

ト目標 

日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center of Excellence として
MJIITを設立することを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」の円滑
な実施が促進される。 

成果 1 教育課程のカリキュラム及びその他の教育活動の計画が策定され実施される。 

成果 2 「講座」制度並びに防災科学研究センター（DPPC）が確立され運用される。 

成果 3 日本人教員が任命される。 

成果 4 日本及び ASEAN他国の大学及び産業界に対する広報が強化される。 
成果 5 MJIIT及び本邦大学の教員による共同指導が実施される。 

成果 6 本邦大学とのダブル・ディグリー・プログラムが実施される。 

成果 7 
日本及びマレーシアの産業界及び本邦支援大学へのインターンシップ・プログラム

が実施される。 

成果 8 日本の産業界との連携が強化される。 
成果 9 日本及び ASEAN他国の大学との連携が強化される。 

成果 10 本邦大学との交換留学プログラムが実施される。 

出所：PDM（2015年 8月 31日版） 
 
２－２ 実施体制 
本プロジェクトの実施機関はMJIITでプロジェクトマネジャーはMJIIT院長である。本プロジェ

クトの実施体制は、図－1 のとおりである。本体事業の実施運営機関として、院長へのアドバイス
を実施する①Advisory Panel（Committee）、予算・人事管理、通常業務以外の決定を行う②MJIIT 
Management Team、本体事業管理、プロジェクトモニタリング、関係機関への報告を実施する③Project 
                                                        
3 本来は、2013年 5月 31日署名の R/Dに添付されている PDMが初版（オリジナル）であるが、PDMを修正した R/D（2015年 8
月 31日署名）において「2013年 6月 4日時点の PDMを初版（オリジナル）、2015年 8月 31日の修正 PDMを現行版 PDM」と
しているため、本調査でもそれに即している。 
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Management Unit、プロジェクトの成果・進捗の報告を行う④Technical Committee4が設置されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「コンサルタント」は本体事業のコンサルタントチームを指す。 
出所：JICA資料 

図－1 実施体制図 

 
MJIITの運営に関しては、外務省の主導の下、日本側支援大学が日本側大学コンソーシアム（JUC）

を形成し、カリキュラム策定や、マレーシア政府予算でMJIITが雇用する日本人教員の人選等を支
援している。JUCのメンバーは当初の 25校から、現在は表－4に示すとおり 27校と 2研究機関と
なっている。 
 
  

                                                        
4 同委員会が一般的な JICA技術協力プロジェクトにおける「合同調整員会：Joint Coordinating Committee」の機能を果たし、原則
年 1回会合が実施されている。 
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表－4 日本側大学コンソーシアム（JUC）メンバー一覧 

 

出所：JICA資料 
 
２－３ 実施スケジュール 

2013年 7月 3日～2018年 7月 2日：5年間 
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第３章 評価の方法 

 
３－１ 評価の枠組み 
本終了時評価は、現行 PDM（2015年 8月 31日）に基づき、プロジェクトの実績、実施プロセス、

評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価グリッド（付属資料２
参照）を作成し、同評価グリッドに沿って評価を行った。手順は以下のとおり。 
 
（1）プロジェクトの実績 
プロジェクトの実績について、投入（インプット）、成果（アウトプット）、プロジェクト目

標、上位目標について現行 PDMに即して検証した。 
 
（2）実施プロセス 
実施プロセスについて、活動の進捗、キャパシティ・ディベロップメント、プロジェクトマ

ネジメント、オーナーシップなどを確認し、プロジェクトの実施プロセスに影響を与えた貢献・

阻害要因を把握した。  
 
（3）5項目評価 
プロジェクトは、表－5に説明する 5項目の評価基準に基づいて分析・評価した。 

 
表－5 評価 5項目 

1. 妥当性 
（Relevance） 

プロジェクトは優先度/政策との整合性があるか、ターゲットグループのニーズ
に合致しているか、プロジェクトのデザインはプロジェクト目標や上位目標達

成の観点から妥当か等を評価する。 

2. 有効性 
（Effectiveness） 

想定された対象者・社会に対してプロジェクトの実施により便益がもたらされ

るかを問う（プロジェクト目標と成果の関係を明らかにし、プロジェクト目標

の達成度を測る）。 
3. 効率性 
（Efficiency） 

最も少ないリソース・投入により期待された成果が生まれているのかを問う視

点で、主としてプロジェクトコストと効果の関係に焦点を当てる。 

4. インパクト
（Impact） 

プロジェクトの実施によって生じる、長期的な効果を問う視点で、直接的・間

接的、正・負、想定された・想定されなかった効果を含む。 
5. 持続性
（Sustainability） 

プロジェクトによる効果が支援終了後も持続・拡大され得るかを問う視点で、

政策、制度、組織、財政、技術面等から検証する。 

 
３－２ 情報・データ収集方法 
既存の文献・報告書（事業進捗報告書、運営管理委員会議事録、コンソーシアム会合議事録、専

門家報告書、活動実績資料、円借款事業に関する報告書等）のレビューに加え、関係者〔高等教育

省（Ministory of Higher Education：MOHE）、UTM、MJIIT院長、副院長、学科長・DPPCセンター
長、JICA専門家チーム、JUC小委員会幹事校、民間企業等〕への質問票調査・インタビュー調査を
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実施し、必要な情報・データの収集を行った。 
 
３－３ 結論の導出及び報告 
調査結果については、M/M及び合同終了時評価調査報告書（Joint Terminal Evaluation Report）と

して取りまとめ、2018年 2月 15日（木）に MJIITにおいて署名を行った（付属資料１．署名済み
M/M参照）。 
 
３－４ 調査実施上の留意事項 
本終了時評価調査実施上の留意事項として、以下が挙げられる。 
• 5年間のプロジェクト期間（2013年 7月 3日～2018年 7月 2日）であるが、プロジェクト開
始 3年半の時点で中間レビューが実施された。中間レビュー実施後、約 1年しか経過してお
らず、現状に大きな変化がみられないことから、本終了時評価報告書にも部分的に中間レビ

ューの記載を用いた。 
• 同評価の対象は、附帯技術プロジェクトであり、本体円借款事業を対象とするものではない。
しかし、両者は密接に関連しており、またプロジェクトの計画（活動、成果、プロジェクト

目標、上位目標や各指標等含む）は、本体事業との整合性を考慮して策定されている。よっ

て、本終了時評価においても、必要に応じ本体円借款事業についても言及している。 
• PDM の成果指標に関してはさまざまなデータ元があり、それらの数値に違いがみられるが、
プロジェクト終了後の指標の入手可能性にかんがみて、可能な限りMJIITが収集し、用いて
いる数値を活用することとし、MJIIT が発行する資料との整合性を確保した。このことから
一部中間レビュー報告書で用いられている数値と違いが生じている。 
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第４章 プロジェクトの実績 

 
４－１ 投 入 
４－１－１ 日本側 

2017年 12月 31日時点の日本側投入実績は以下のとおり（詳細は付属資料１の Annex 5参照）。 
 
（1）JICA専門家 
合計 10名（191.7 MM）の専門家が派遣された。 

 
表－6 JICA専門家派遣実績 

 専門家 人数（人） 人月数（MM） 

1 副院長（Liaison & International）5  3  42.7 

2 大学運営管理  2  54.0 

3 業務調整/産学連携  3  64.0 

4 業務調整  1  12.0 

5 防災センター運営管理  1  19.0 

合 計 10 191.7 

出所：JICA 
 
（2）本邦研修 
国別研修 8コースに合計 61名のカウンターパートが参加した。 

 
表－7 本邦研修実績 

 コース 参加者数（人） 

1 「大学運営管理」（2013年度） 8 
2 「環境・グリーン技術」（2013年度） 2 

3 「マレーシア技官研修（機械精密工学）」（2014年度） 1 

4 「大学運営管理」（2014年度） *10 

5 「大学運営管理」（2015年度） 11 

6 「大学運営管理」（2016年度） *10 

7 災害リスクマネジメント修士プログラム本邦研修（2017年度） 14 
8 電子顕微鏡ラボ機材運用、マネジメント研修（2018年度） 5 

合 計 61 
注：No.4と No.6の研修には各 1名のプロジェクト・スタッフも参加している。 
出所：プロジェクト資料 

 

                                                        
5 MJIITの副院長（Deputy Dean）は、①Academic、②Research & Innovation、③Liaison & International担当の 3人体制で、③Liaison 

& Internationalに JICA専門家が配置されている。 
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（3）JUC幹事大学事務スタッフ配置等  
JUC幹事大学である慶應義塾大学、筑波大学等に対して総額 905万 9,000円が支出された。 

 
（4）その他 
合計 156万 3,104.10リンギット（RM）（4,605万 3,000円相当）が、ローカル・コンサルタ
ント雇用、旅費、雑費等として支出された。 

 
４－１－２ マレーシア側 
マレーシア側投入として、2017年 12月末時点までに主要カウンターパートが合計 51名配置さ
れた（詳細は付属資料１の Annex 6 参照）。その他の投入については、本体円借款事業や MJIIT
の通常運営に必要な支出と分けることが難しいため記載しない。 

 
４－２ 成果（アウトプット） 
成果 1：教育課程のカリキュラム及びその他の教育活動の計画が策定され実施される。 

指 標 達成状況 

プロジェクト活動に基づいて開始された教

育課程及びその他の教育活動数が 5 件と 28
件に達する。 

【達成済み】 
教育課程（プログラム）6件、その他の教育活動
数 41件が実施されている。 

 
教育課程数 
プロジェクト活動に基づいて開始された教育課程は、学部コース 1件、講義型（トート）コー

ス&研究型（ミックスモード）2 件、講義型（トート）コースで 3 件の合計 6 件であり、目標
値に達している。なお、講義型（トート）コース&研究型（ミックスモード）のMaster of Engineering 
- Electronic Systems（MMJE）とMaster of Engineering - Mechanical Precision（MMJM）はマレー
シアでは一般的でないことを理由に学生数が伸びず、2016/17 の学生募集を停止した。MMJE
に関しては、九州大学とのダブル・ディグリーの開発が進んでおり 2018/19 に募集再開が計画
されている。MMJM課程については、山口大学とのダブル・ディグリー・プログラムとして開
始されたが、現在の在校生はマレーシア側の 2名にとどまり、カリキュラムの見直しが行われ
ている。さらに、2017年 9月よりMaster of Sustainable Systems（MMJS）の一環として、筑波
大学とのジョイント・ディグリー・プログラムが開始された。 

DPPCによるMaster of Disaster Risk Management（MDRM）のモジュールの“切り売り”であ
る短期の Certified Professional Training（CPT）コース（2週間＋3日のオプション）が 2017年か
ら開始され、社会人を中心として現在までに 48名が参加している。 
現時点では新たな学部コースである Bachelor of Cyber Information Scienceカリキュラム開発

に係るタスクチームが組織されている。今後、UTM、MOHE及び品質リスク管理センター（Center 
for Quality & Risk Management：QRIM）の承認を経て 2019/20年のプログラムの開講が計画され
ている。プロジェクト活動により開始された 6コース（①～⑥）を含むMJIITで実施されてい
る全課程は表－8のとおりである。 
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表－8 MJIIT実施課程一覧（学部及び大学院） 

コース名称 略語 開始時
期 学科 その他 

学部（Undergraduate） 
Bachelor of Electronic Systems 
Engineering  ESE 2011/09- ESE • 認証済み 

Bachelor of Mechanical Precision 
Engineering  MPE 2011/09- MPE • 認証済み 

① Bachelor of Chemical Process 
Engineering CPE 2013/09- EGT • 認証済み 

Bachelor of Cyber Information Science - 2019/02- - • 2019/20開講予定 
大学院（Postgraduate） 

研 究 
Master of Philosophy MPhil 2011/09- MPE、

ESE  • 認証済み 

Doctor of Philosophy  PhD 2011/09- EGT、
MOT • 認証済み 

講 義 型 &
研 究 型
コース（ミ
ッ ク ス
モード） 

② Master of Engineering 
- Electronic Systems MMJE 2013/09- ESE 

• 認証済み 
• 九州大学とのダブル・ディ
グリー・プログラムにより
2018/19より再開予定 

③ Master of Engineering 
- Mechanical 
Precision 

MMJM 2013/09- MPE 

• 認証済み 
• 開始済みの山口大学との
ダブル・ディグリー・プロ
グラム含む 

• 2016/17の学生募集停止中 

講 義 型
（トート）
コース 

④ Master of Technology 
& Innovation 
Management 

MMJT 2014/09- MOT • 認証済み 

⑤ Master of Sustainable 
Systems MMJS 2015/02- EGT 

• 認証済み 
• 2017 年 9 月より筑波大学
とのジョイント・ディグ
リー・プログラムを開講 

⑥ Master of Disaster 
Risk 
Management(MDRM) 

MMJD 2016/09- DPPC 
• 認証済み 
• CPT（2週間の専門コース）
を含む 

注：斜体で記載したコースがプロジェクト活動により開始されたコース（全 6件） 
出所：MJIIT  
 
その他の教育活動数 
プロジェクト活動に基づいて開始されたその他の教育活動数は、以下のとおり合計 41件と目

標値を達成している（詳細は付属資料１の Annex 7参照）。 
• 日本人講師によるパブリック・レクチャー：27件 
• 日本人講師によるリーダーシップ・レクチャー：14件 

 
成果 2：「講座」制度並びに防災科学研究センター（DPPC）が確立され運用される。 

指 標 達成状況 

確立された講座数が 31に達する 【未達成】 
19の講座が設置された。 

プロジェト活動に基づいて開始された DPPC の 【達成済み】 
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活動（研究、データ集積等）が 4件に達する。 14件の DPPCによる活動が実施された。 

 
講座数 

2017年 12月時点において、19の講座（iKohza）6が設置されているが目標値の 31講座には
達していない（付属資料１の Annex 8参照）。なお、数値目標が未達の要因は、本体事業当初計
画における学生数・教員数に基づき目標値の 31が算定されたが、計画どおりの学生数・教員が
確保できなかったことにある。一方でMJIITは数値目標といった講座の「量」よりも「質」に
重点を置き、教員の配置換えや採用により講座における専門性の強化を図っている。 
基本的にはすべての教員がいずれかの講座に所属しており、学部 4年生（卒研生）と、研究

型及びミックスモードの院生が所属する。講座は本体円借款事業を通じて機材が整備され、活

動実績に応じて運営費が配分されている。 
マレーシア教員にはラボ運営についての経験を有さない者も多く、日本人教員の離任は一時

的に講座のパフォーマンスを低下させていることが指摘された。そのため Key Performace 
Indicator（KPI）を指標として用いたパフォーマンスを基礎とした給与体系が採用されるに至っ
た。さらに、日本人教員の減少の対策として、日本留学経験者の採用も促進されている。同時

に、ロボティクス分野の研究体制の強化を目的に日本側のパートナー探しを進めた結果、東京

都市大学の四つの研究室に、CAIRO iKohza、WIND iKohza、国際連携 iKohzaを開設する方向で
検討が進められている。 
 
DPPCの活動数 

DPPCでは 2015年 10月に開設以来、表－9に示す 14の主要な活動が実施されており、活動
数（承認、継続中及び完了案件）は目標値を大きく超え達成している。 

 
表－9 DPPCにおける活動 

区 分 活動内容 

国際研究 
プロジェ

クト 

1. マレーシアの山岳地質災害と地すべり地形：前兆地形の開発及び多分野の地震
災害研究の促進 

2. ASEAN地域における地震耐性コミュニティ：学際的アプローチ 
3. レジリエンス都市づくりのためのコミュニティベースの災害情報学 
4. 災害リスク評価を通じた災害レジリエンス構築による地域住民の生活と安全
改善プロジェクト〔ジャパンパートナーシッププログラム（JPP）〕 

5. 「日 ASEAN 科学技術イノベーション共同研究拠点－持続可能開発研究の推
進」（JASTIP）7「防災分野」 

国家研究 
プロジェ

クト 

6. 災害及び複合地すべりリスク評価と予測のためのリアルタイム洪水シミュ
レーション 

7. マレーシアにおける統合災害管理 
8. マレーシアの脆弱地域の重要施設とインフラのレジリエンスに関する地すべ
りリスク評価 

                                                        
6 iKohzaとは、Innovative Kohzaのことで、「先輩‐後輩」関係（メンター制度）のなかで、同じ研究グループの指導教員や先輩か
ら継続的に指導と支援を受けながら専門知識を深め、研究スキルを高めることをめざしている。 

7 2015年度採択の科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同
研究プログラム）「国際共同研究拠点」の下、実施するプロジェクトであり、日本と ASEAN の持続可能な社会構築に向けて、
地域共通の課題解決に資する研究を推進している。 
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政策関連

研究 
9. 「国家斜面マスタープラン」（2009-2023）のレビュー 
10. 災害レジリエンス都市開発 

教育/訓練 11. 災害リスクマネジメント修士プログラム（MDRM） 
12. 災害リスクマネジメント短期プログラム（CPT） 

フィール

ド活動 

13. セランゴール国務庁災害管理局と日本国際協力庁の協力による防災教育と社
会レジリエンスのためのコミュニティプログラム（2017年 5月） 

14. ケランタンの洪水発生地域におけるコミュニティベース災害リスク軽減
（DRR）プロジェクト 

出所：MJIIT（DPPC） 
 
成果 3：日本人教員が任命される。 

指 標 達成状況 
マレーシア工科大学（UTM）により正式に任
命された日本人教員数がピーク時に 32名に達
する。 

【ほぼ達成】 
ピーク時 31名（長期及び短期）の日本人教員
が任命された。 

 
UTMにより正式に任命された長期及び短期の日本人教員数は 2016年に 31名に達した。ピーク
時の日本人教員数は目標値に対して未達であるが、当初計画及び修正後の 2016 年、2017 年の数
値目標に対しては達成されている。しかし、2016年以降のMJIITの財政状況悪化を受けて、日本
人教員の長期派遣が減少し、短期派遣が増えていることにより派遣人数の合計が増加したもので

あり、財政状況の改善しない状況下においては、MJIIT による日本人教員採用の増加は見込めな
い。 

 
表－10 日本人教員任命実績（長期及び短期） 

  2013 2014 2015 2016 2017 

計 画 
当初計画 32 38 41 25 20 
修正（2014年 8月） 18 24 29 25 20 

実 績 

長期派遣 18 22 23 24 13 

短期派遣  0  0  3  7 17 

合 計 18 22 26 31 30 

出所：MJIIT 
 
成果 4：日本及び ASEAN他国の大学及び産業界に対する広報が強化される。 

指 標 達成状況 

海外からの応募者数が 814名に達する。 【未達成】 
MJIITによる対策にもかかわらず、合格者数は
現在 161名にとどまる。 

 
指標の応募者数のデータが入手不可能であるため、応募者数と大差がないことが確認されてい

る合格者数（入学の有無にかかわらず）データを用いると、2017 年 12 月時点における日本及び
ASEAN諸国からの留学生の合格者は 161名となる（表－11参照）。海外からの合格者数が目標に
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達していない理由として、不十分な奨学金、マーケティングの不足、語学要件が高いことなどが

指摘された。このような状況の改善のため、アセアン工学系高等教育ネットワーク（ASEAN 
University Network/Southeast Asia Engineering Education Development Network：AUN/Seed-NET）や
Relief Web、Prevention Webなどのホームページへの DPPC及びMRDMに係る情報の掲載や英文
ニュースレターの作成、JUCメンバー大学への配布といった対策がとられている。さらに、留学
生獲得のため、ウズベキスタンのサマルカンド大学、エジプトのアラブ海運科学技術大学などと

の学部編入プログラムが検討されている。 
 

表－11 合格者数（日本及び ASEAN諸国） 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 合計 

学 士 0  0  0 10 14 11 14  4  53 

修 士 0  0  0  3 17  7  3  4  34 

博 士 3 14 10 11 13 14  5  4  74 

合 計 3 14 10 24 44 32 22 12 161 

出所：プロジェクト及びMJIIT 
 
成果 5：MJIIT及び本邦大学の教員による共同指導が実施される。 

指 標 達成状況 

マッチングの結果に基づいて共同指導の下で

勉強を開始した学生数が 226名に達する。 
【未達成】 
共同指導参加者は 152名にとどまるが、学生全
体の割合では、十分な割合の学生が参加した。 

 
共同指導プログラムに参加した学生数は、表－12に示すとおり 2017年 12月時点で 152名であ
り目標の 67％と未達である。その理由は、大学院レベルの学生数が想定よりも少なかったためで
ある。一方で在学生数の 2017/18 年の目標は 2,075 名であり、共同指導プログラムの学生数の目
標が 226名であることから 11％の参加が見込まれていたのに対し、現状は1,158名の学生のうち、
152名の参加があったことからその参加率は 13％と、参加割合からは当初計画を上回る。このこ
とから、現在の学生数に対しては十分な割合の学生が共同指導プログラムに参加したと判断でき

る。 
 

表－12 共同指導に参加した学生数 

 2013 2014 2015 2016 2017 
修士（3カ月間）  6 26 12  29  11 

博士（6カ月間）  10 19 17  10   8 

各年合計  16 45 29  39  19 

累 計 *20 65 94 133 152 

注：4名の学生が 2012年に共同指導に参加していることから累計
が 20名となる。 

出所：Monitoring Report of Joint Supervision Program（2017年 2月）  
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共同指導プログラムの実施には約 30％の資金がMJIITにより負担されており、その他は日本学
生支援機構（Japan Student Services Organization：JASSO）や日本・ASEAN統合基金（Japan-ASEAN 
Integration Fund：JAIF）など日本のグラントといったさまざまな資金源が活用されている。一方
で財政難を背景にMJIITからの支出は減少傾向にあり、同プログラムの質をより重視した厳格な
学生の選定が行われている。 

 
共同指導の質的側面 
共同指導プログラムモニタリング報告書（2017年 2月発行）によると、共同指導の学生を受

け入れた 80％の日本人指導教員がMJIITの指導教員と直接または、学生を通じて良いコミュニ
ケーションがとれていると回答している。また、同プログラムにおける研究成果として、図－2
に示すとおり、18％の教員が学生の研究が計画以上の完成度であったと評価しており、また、
その他の 60％の指導教員が、研究は計画どおりもしくはほぼ計画どおりの完成度であったとし、
合計約 8割の指導教員が研究の完成度に一定の満足を示している。他方、受け入れた学生が、
研究を計画どおり終了できなかった要因として、時間不足、高すぎる目標設定が記載されてい

る。 

 

出所：Monitoring Report of Joint Supervision Program（2017年 2月） 
図－2 共同指導における研究の計画に対する完成度 

 
成果 6：本邦大学とのダブル・ディグリー・プログラムが実施される。 

指 標 達成状況 

実施されたダブル/ジョイント・ディグリー・
プログラムの数が 6に達する。 

【未達成】 
現在二つのプログラムが実施されおり、九州

大学とのプログラムが検討中である。 
 
現時点でそれぞれ一つのダブル・プログラム及びジョイント・ディグリー・プログラムが実施

されている。また上記に加え、現在九州大学と ESE分野においてダブル・ディグリー・プログラ
ム開設を検討中である。手続きには 1年程度かかり、プロジェクト終了までに目標値は達成でき
ない見込みである。ダブル/ジョイント・ディグリー・プログラム数が当初計画よりも少なくなっ
た理由として、日本の文部科学省、マレーシアMOHE双方の手続きの煩雑さに加え、JUCメンバー
大学の 7割が「今後も実施は難しい」と回答しており、プログラムに対する学内の機運が熟して

計画以上, 18%

計画どおり, 

36%
ほぼ計画どお

り, 24%

50-70%, 

16%

50%以下, 4%
無回答, 2%
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いない、履修者が見込めない、英語のプログラムがないことをその理由としている8。 
• 山口大学とのダブル・ディグリー・プログラム：Dual Master's in Management of Technology 

and Mechanical Precision Engineeringが、2014/15年から開始された（ただし、2016/17の入
学者募集は停止中）。 

• 筑波大学とのジョイント・ディグリー・プログラム：Joint Master's Degree Program in 
Sustainability and Environmental Sciencesは 2017/18年から開始された。 

 
成果 7：日本及びマレーシアの産業界及び本邦支援大学へのインターンシップ・プログラムが実

施される。 

指 標 達成状況 

インターンシップ・プログラム

への参加を開始した学生数が

578名に達する。 

【達成済み】 
541名がインターンシップ・プログラムに参加し、プロジェ
クト終了までにさらに 210名の参加が計画されている。 

 
インターンシップ・プログラムはMJIITの学生（学部生）にとって必須科目である。現在のイ
ンターンシップ・プログラム参加学生数は 541名であり、2018年 6月に 210名の参加が予定され
ていることから、プロジェクト終了までに合計 751名と目標値を超えて達成する見込みである。 
インターンシップ・プログラムの学生を受け入れた日系企業へのインタビューでは、日本の企

業文化を理解したMJIITの学生は業務への適応能力が高いことが指摘された。また、学科長から
も、MJIIT が実施するインターンシップ受入企業へのアンケート調査結果から、学生の態度に対
する受入企業の満足度が高いことが指摘された。特にインターンシップを受け入れる日本国内や

マレーシアの日系企業の開拓は、日本人教員並びに JICA 専門家によるところが大きく、マレー
シア日本人商工会議所（JACTIM）からの協力も得ている。  

 
表－13 インターンシップ・プログラム参加学生数 

 マレーシア国内 日本国内 
合 計 

日系企業 その他企業、研究所 企業、研究所、大学 
2014 44 16 15 *(38) 75 
2015 60 39 31 130 
2016 60 71 38 169 
2017 50 85 32 167 
合 計 214 211 116 541 
注：2014年の 38名は日本国内の大学で 4週間、マレーシア国内の企業、研究所で 8週間の実習
を受けた。 

出所：プロジェクト  
 

  

                                                        
8 JUCアンケート結果概要－MJIIT次期事業における JUCの在り方の検討－（専門家チーム）を参照。 
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成果 8：日本の産業界との連携が強化される。 

指 標 達成状況 

合意書（MOA/LOA）を締結して開始された産
学連携活動の数が 6件に達する。 

【ほぼ達成】 
産学連携活動数は現在 5 件でプロジェクト終
了までに目標の 6件を達成する見込み。 

 
合意書（Memorandum of Agreement：MOA / Letter of Agreement：LOA）を締結して開始された
日系企業との産学連携活動は、表－14に示すとおり主なもので 5件である。これに加え、ソニー
イーエムシーエス、パナソニックグループ、日立化成、日本工営（中央研究所）といった日系企

業とのパートナーシップが 2017年に入り、急速に進展していることから、プロジェクト終了まで
に目標値を達成することが見込まれている。このほか、2017年には日系及び現地企業との共同研
究が 10件程度実施されている。マレーシアに所在する企業は、大学との共同研究により免税措置
が受けられる制度があり、今後、さらなる民間企業との共同研究の推進が図られる可能性が示唆

された。 
 

表－14 合意書（MOA/LOA）を締結して開始された日系企業との産学連携活動 

日系企業 連携活動の内容 

1． ROHM Wako Co, Ltd.
（ローム・ワコー） 

UTMと ROHM Wako社が研究開発、国際貢献、教育と人材育成、
学生の支援、その他必要と思われる分野でのプログラム実施に関す

るMemorandum of Understanding（MOU）を締結。具体的なプログ
ラムは生産工程の改善や従業員教育。 

2． Takasago Thermal 
Engineering Co, Ltd. 
（高砂熱学工業） 

MJIITの研究活動へ年間 2,000万円の支援を 5年間にわたって供与。
2,000万円のうち、1,000万円は冠講座である高砂 iKohzaの研究活動、
残りの 1,000万円は毎年MJIITの教員からの研究プロポーザル 3件
を選びその研究活動支援に充てられる。 

3． JACTIM（マレーシア
日本人商工会議所） 

JACTIM 基金として、図書館及び研究企画書コンペティシオンへの
支援として、4万 5,000-5万 RM/年を 6年間支援（2011年～2016年）。 

4． JEOL Ltd.（日本電子） 2017年にインターンシップ・プログラム、共同研究及び人材開発に
関するMOUを締結。 

5． Daikin Industries, Ltd.
（ダイキン） 

2017年のジャパン・デーの際にインターンシップ・プログラム、共
同研究及び人材開発に関するMOUを締結。 

出所：プロジェクト及びMJIIT 
 
その他、日系企業からの寄付・支援や企業との産学連携活動を表－15に示す。 

 
表－15 日系企業からの寄付、支援、連携活動 

• トヨタ社よりプリウス 1台の寄与（2012年） 
• Boon Siew Hondaより学生実習向けに 8機のエンジンの寄与（2013年） 
• Honda Malaysiaより学生の EIMA Race（Educational Innovation of Motorsport and Automotive 
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Races）参加のために 1万 RM供与（2013年） 
• Kyowa Electronic Instrumentsより、計測機器（高キャパシティのデータ取得システム 2ユニ
ット、コンパクトデータ取得システム 5ユニットの寄与（2013年） 

• ジャパン・デー並びにMJIIT奨学金基金への支援（2013年） 
• マレーシアの 15の日系企業から産業博物館への展示（ポスター、パンフレット、DVDや
機器等）（2013年、2015年） 

• リーダーシップ・レクチャーへの参加（2012年、2013年、2016年） 
• 高砂熱学工業から冷温エアコンデスク 1台の寄与（2016年） 
• Perodua社より Perodua Bezza 1台の寄与（研究目的）（2016年） 
• 学生に対する就職マッチングフェアの実施、日系 29社が参加（2017年） 
• JACTIMの中小企業委員会への出席（2017年） 
• ペナンのルネサス社の技術者による ESEの学生に対する特別講義（2017年） 
• UMW Toyotaからの車両 1台（中古車）の寄与（2017年） 

出所：プロジェクト 
 
成果 9：日本及び ASEAN他国の大学との連携が強化される。 

指 標 達成状況 

開始された日本及び ASEAN 他国の大学との
連携活動の数が 25件に達する。 

【達成済み】 
既に 69件の連携活動が実施されている。 

 
表－16 に示すとおり、日本及び ASEAN 他国の大学との連携活動は既に目標値を超えて 69 件
に達している（会議、シンポジウム、ワークショップ、セミナーの全リストは付属資料１の Annex 
9参照）。 

 
表－16 日本及び ASEAN他国の大学との連携活動 

 連携活動 件 数 
1 日本の大学との会議、シンポジウム、ワークショップ、セミナー 32 
2 ASEANの大学との会議、シンポジウム、ワークショップ、セミナー 10 
3 ASEANとの共同研究（資金あり）  6 
4 日本との共同研究（資金あり） 21 

合 計 69 
出所：プロジェクト 

 
成果 10：本邦大学との交換留学プログラムが実施される。 

指 標 達成状況 
交換留学プログラムに参加を開始

した学生の数が 100名に達する。 
【達成済み】 
既に 980名の学生が交換留学プログラムに参加している。 

 
交換留学プログラムに参加した学生数は計 980名（インバウンド 397名、アウトバウンド 583
名）に達し、目標値を大きく超えている（表－17参照）。この背景には、MJIITが 2017年から開
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始した Global Mobility Program（GMP）によるアウトバウンドの学生数の増加や日本の大学の国
際化のニーズを受けて、文部科学省や大学独自の留学生向けの予算措置による留学生招へいプロ

グラム、日本人学生の派遣プログラムが推進されたことが促進要因として寄与している。 
この傾向は継続されることが期待できるが、JUCメンバーの約4分の1の大学が英語での講義、
指導教員の不足、財政的な理由で今後も交換留学の受入れは難しいと回答している。また、JUC
メンバー大学の半数のみがMJIITに留学生を送った経験をもち、MOHE及びMJIIT関係者からは
日本人留学生数（インバウンド）がMJIITからの留学生数（アウトバウンド）に比べ少ないこと
が課題として指摘された。 

 
表－17 交換留学プログラム 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 *2018 累計 

インバウ
ンド（日本
か ら
MJIIT） 

1週～1カ月間 0 35 125  55 105  39 5 364 
1学期（単位互換なし） 0  1   3   1   2  3 1  11 
1学期（単位互換あり） 0  0   4   8   6  4 -  22 
合 計 0 36 132  64 113  46 6 397 

アウトバ
ウ ン ド
（ MJIIT
から日本） 

1週～1カ月間 8 39  86 138 118 172 2 563 
1学期（単位互換あり） 0  0   3   6   8   3 -  20 
合 計 8 39  89 144 126 175 2 583 

注：2018年 1月現在まで 
出所：MJIIT 
 
４－３ プロジェクト目標 
プロジェクト目標：日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center of Excellenceとし

て MJIITを設立することを目的とした「マレーシア日本国際工科院整備事業」
の円滑な実施が促進される。 
指 標 達成状況 

在学生数が 2,075名に達する。 【未達成】 
2017/18年の在学生数は 1,158名にとどまる。 

教員 1 人当たり 1 年間の発表論文数が 2
本に達する。 

【達成済み】 
発表論文数は 2013年～2017年の平均で 2.1本/教員。 

 
在学生数 
図－3に示すとおり、2017年 12月末時点において在学生数は 1,158名であり、指標の 2,075名
には達していない。その要因として、プロジェクト初期段階での不十分なマーケティング、機材

調達の遅れ、学生募集時期の遅れ9などが学科長より指摘された。これに対して、MJIITはビジネ
ス戦略ユニット（Strategic Business Unit：SBU）及びマーケティング・ユニットを設置し、GMP
や日本でのインターンシップ・プログラムによる日本での滞在や業務経験を売りにして学生を募

集することにより、特に学部生の急速な増加に寄与している。さらに、DPPC の MDRM/CPT プ
ログラムについては UNISDR PreventionWeb に募集を掲載すると同時に災害リスク軽減に関する

                                                        
9 特に留学生に関して、募集時期が遅れたため査証の申請が間に合わず留学を取りやめるケースが生じた。 



– 19 – 

閣僚会議 2016、世界 BOSAIフォーラム 2017、UNESCO-IHP 2017及び台湾、フィリピン、ベトナ
ムからの留学生を獲得するためのプロモーション戦略を推進することにより学生数を伸ばしてい

る。 
学部生の奨学金の受給率は減少しており10、これは奨学金を受けなくても MJIIT への入学を希
望する学生が増加したことを示しておりポジティブな傾向であると分析されている。 

 

 

出所：MJIIT 
図－3 在学生数の推移 

 

発表論文数 
教員 1人当たりの発表論文数（Indexed）は表－18に示すとおり、2013年～2017年の平均で 2.1
本であり目標の教員 1人当たり 2本を達成している。 
 

表－18 教員 1人当たり 1年間の発表論文数（Indexed） 

 2013 2014 2015 2016 2017 平均 
教員数 71  80  87  89  84  82 
発表論文数 99 181 141 294 157 174 
教員 1人当たり 1年間の発表論文数 1.4 2.3 1.6 3.3 1.9 2.1 
出所：プロジェクト及びMJIIT 

 
日本型工学教育の導入状況（補足） 
インタビュー調査の結果からは、約 60％の iKohza において、「人間力（チームワーク、尊敬、
リーダーシップ、規律、責任）」や、「KES（知識、経験、自主学習）サイクル」「ものづくり」「学
生留学プログラム（Student Mobility Program）」といった日本型工学教育が適切に実施されている
ことが確認された。他方、幾つかの iKohzaにおいては、研究分野が異なる教員が配置されている

                                                        
10 ESE学科長へのインタビュー結果より、2016/17年は奨学金を受けた学生が約 50％であったのに対して、2017/18年は 32～35％
に減少した。 

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18
学部生 65 188 343 509 637 714 784

大学院 52 148 253 352 398 407 374

合計 117 336 596 861 1035 1121 1158
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ことから連携が困難であるといった指摘があり、専門性に合わせた教員の再配置、同じ専門性を

有する教員の採用により対策がなされている。また、日本人教員を中心に日本式教育の概念が普

及されてきたが、全マレーシア教員が同概念を理解しているわけではなく、日本人教員の減少に

伴い、日本への留学経験をもつ教員の採用が進められている11。 
 
４－４ 上位目標 
上位目標：マレーシアにおいて、日本型の工学教育並びに災害マネジメントを導入した Center of 

ExcellenceとしてMJIITを設立することにより、高い技術開発・研究能力と労働倫理を
備える人材の育成を図り、もって同国の国際競争力強化並びに ASEANにおける地域協
力の発展に寄与することを目的とする。 

指 標12 達成状況 

卒業生数が 3,163名に達する。 【達成見込みは低い】 
卒業生数は現在 532 名で現在の在校生数にかんがみる
と 2020年の達成は困難。 

卒業後半年以内に就職をする学生の割

合が 80％に達する。 
【達成見込み】 
学部第 1期生及び第 2期生は 100％、第 3期生は 98.1％。 

 
卒業生数 

2013/14 から 2017/18 の卒業生数は 532 名と、現時点での目標値の 50％の達成率となる（表－
19 参照）。現在の在校生の数（プロジェクト目標の指標）を考慮すると、上位目標の目標年であ
る 2020年までに、目標値を達成する見込みは低いと判断される。プロジェクト目標の項でも既述
のとおり、プロジェクト初期のマーケティング、機材調達の遅れ、学生募集時期の遅れなどによ

り学生数が計画に対して充足していないことが阻害要因となる。 
 

表－19 卒業生数（計画と実績） 

 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 2020/21 

学部生 0 0  73 130  162    

大学院生 1 6  33  66   61    

合 計 1 6 106 196  223    

累 計  7 113 309  532    

当初計画   261 585 1,062 1,706 2,385 3,163 

実績/計画   43％ 53％ 50％    

出所：MJIIT 
 
就職率 

MOHEの統計によると学部生13の就職率は、第 1期卒業生（2015年）及び第 2期卒業生（2016

                                                        
11 元学長へのインタビュー調査では、日本への留学経験を有する教員が、必ずしも講座制による日本型工学教育を理解しているわ
けではないことには留意が必要であることが指摘された。 

12 上位目標の指標は、円借款事業と整合させて 2020年を目途に達成することを目標として設定されている。 
13 大学院生は民間企業や政府機関に所属する有職者が多く、就職率の測定に関してはサンプル数の確保が困難であり、上位目標の
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年）は、卒後 6カ月の調査において回答者の全員が就職もしくは進学しており、第 3期卒業生（2017
年）に関しては、卒後 4カ月の調査において 162名の回答のうち 159名が就職もしくは進学した
と回答している（就職率 98.1％）。有効回答数に限定した調査結果であるため、未就職者が回答し
ていない可能があり、実際はこれよりも低い可能性があるが、総じて、MJIIT の卒業生の就職率
が高いことが確認された。 

 
表－20 学部生就職率 

期生（卒業年） 卒業生数 回答数 就職者数 就職率（％） 調査時期 

第 1期卒業生（2015年）  73  67  67 100.0 卒後 6カ月 
第 2期卒業生（2016年） 125  95  95 100.0 卒後 6カ月 

第 3期卒業生（2017年） 162 162 159  98.1 卒後 4カ月 

注：就職者数には進学も含む（第 1期卒業生：12名、第 2期卒業生：5名、第 2期卒業生：7名） 
出所：MOHE（http://graduan.moe.gov.my/update/14） 

 
図－4に示すとおり、2017年にはMJIIT学部卒業生の 79％が民間企業に主に技術者として就職
しており、そのうちの 56％が日系企業15に就職している。学生を採用した日系企業へのインタビ

ュー（1 社）では、MJIIT での日本型工学教育や日系企業でのインターンシップ・プログラムは
学生の日本の企業文化への適応性を高めており、日系企業の求める人材の輩出につながっている

ことが示唆された。 
  

 

出所：MOHE 
図－4 セクター別及び日系企業就職状況（2017年） 

  

                                                                                                                                                                                   
指標の達成度を示すには適切でないため記載していない。 

14 同指標はMOHEのWebサイトの統計を引用したものとして説明されたが、同WebサイトからMJIITに限定した就職率に関する
データを確認することはできない。 

15 卒業生が就職した日系企業には Shimano Components (Malaysia) Sdn. Bhd.、Epson Precision Sdn. Bhd.、Panasonic Industrial Devices 
Malaysia Sdn. Bhd.、Rohm-Wako Elektronik Malaysia Sdn. Bhd.、Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd.、UMW Toyota Motor Group's、
YAMAHA Electronics Manufacturing Malaysia、Hirose Electric (M) Sdn. Bhd.、Konica Minolta Business Technologies (Malaysia) Sdn. Bhd.、
Denso (Malaysia) Sdn. Bhd.などが含まれる（第 5回 Techinical Comittiee資料より）。 

政府機関

18%

民間企業

79%

法定機関

3%

日系企業

56%

その他企業

42%

進学

2%
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第５章 プロジェクトの実施プロセス 

 
５－１ 活動の進捗 
全般的に、PDMに記載された活動は本体円借款事業とも調整しながら計画どおりに実施されてき

た。詳細は、POのとおり（付属資料１の Annex 10参照）。活動 1-3の日本語教育、日本語検定コー
ス、教材の改訂に関しては当初計画に対して実施期間が長く引かれているが、これは 2016年に学部
生に対する日本語必修コースが改定されて以降、活動が継続されているためである。 
また、中間レビューの指摘事項であり、特にプロジェクト前半部分において教育・研究活動の実

施や、講座の開設・運営に影響を与えた本体円借款事業における機材調達・設置の遅延16に関して

は、その後、国内競争入札（Local Competitive Bidding：LCB）及び国際競争入札（International 
Competitive Bidding：ICB）の実施日程の見直しが実施され、現時点では、施設改修の遅れにより一
部の機材の据え付けに遅れがみられるものの、ほぼ計画どおり機材調達・設置が進捗している。現

在（2017年 12月時点）では円借款事業の全体金額の約 70％がディスバースされており、ICBが 2018
年 8月、LCBが 2018年 12月までにすべての調達が完了する予定となっている。 
 
５－２ 促進阻害要因 
５－２－１ 促進要因 
（1）計画に関すること 

• 多様な JUC メンバー校によりプログラム策定に係る助言、短期教員派遣、短期研修な
ど具体的支援が複合的に実施されることにより、MJIITのニーズに応じた適材適所の支
援が提供されている。DPPCでは大学のみならず、研究機関（ICHARM、防災科学技術
研究所）の参画により、実用性を重視した防災分野の政策技術知識や技術政策の事例提

供などに貢献している。 
• 現在 MJIITは選択科目として、UTMランゲージアカデミーは必修コースとして日本語
教育を提供している。通常の学生が必修科目のみをとってもビジネスで使えるレベルの

日本語を身につけることは難しいと指摘されているが、学生の日本語能力の向上は、特

に日系企業への就職を優位にしていることが MJIIT 関係者及び日系企業へのインタビ
ューにより確認された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 
• 中間レビューでも指摘されたように、JUC、日本人教員、JACTIMの協力により、成果

1、7、8、9及び 10といった日系企業・大学との連携に係る成果の達成が促進された。 
• MJIIT により組織された SBU 及びマーケティング・ユニットを活性化し、学生獲得の
ための戦略を立てマーケティング活動を行ったことにより入学者数が増加した。また、

学部生に対する GMP及び日本でのインターンシップ・プログラムによる国際経験の提

                                                        
16 本体円借款事業におけるコンサルタント契約自体が、コンサルタント公示スケジュールの遅延や免税問題の交渉等により、当初
予定の 2011年 9月から 2013年 10月と大幅に遅延した。また、LCBは、マレーシア側の調達ガイドラインに則して実施され、
実施の担当は MJIIT である。LCB には、見積もり合わせ（quotation）と入札（tender）とがあり、金額の大きいものについては
後者となるものの、プロセスに時間がかかるということで前者を中心に行ってきたが、結果、大量の書類が滞ることとなった。 
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供は、特に 2016/17年以降の学部生の増加に貢献している。 
• 現在は、専門家チームが定期的に日本人関係者会議を開催し、日本人教員にMJIITのマ
ネジメント、産学連携及び JUC に係る活動に関する情報提供をしている。また、専門
家チームは必要に応じて日本人教員と院長の個別面談の機会を設定し、プロジェクトの

円滑化に寄与している。 
 

５－２－２ 阻害要因 
（1）計画に関すること 

• MJIITでは教員に対して 3分の 1の事務系職員の配置が規定されており、事務系職員の
比率は UTM本体の比率に比べて低い。特に大多数が契約ベースのため、雇用ステータ
スが不安定であり効率的な大学運営やプロジェクトの活動を JICA専門家などから引き
継ぐ際の課題として、持続性にも影響を与えている。この課題に対しMJIITは授業料収
入を用いて人材配置を促進することを計画している。 

• 当初 31の iKohzaを設置し、それぞれの講座で日本人教員を含む 4、5名の教員を配置
し技術移転を実施する計画であったが、幾つかの iKohzaには 1、2名の教員しか配置さ
れておらず、MJIITにおける特徴である iKohzaの機能化の阻害要因となっている。 

• 機材の整備が進むに従い、ラボ技術者の不足が表面化してきている17。ラボによっては

機材維持管理に高度な技術を有する技術者が必要となり、さらに、学生が機材を使用す

る際の操作指導、監督を担うラボ技術者の配置により安全を確保する必要がある。 
• DPPC は 2015 年の設立後日が浅いこともあり、防災分野に直接関連がある専門性を有
する教員が 3名しかいないなど専門知識を有する教員の不足が課題となっている。 

 

（2）実施プロセスに関すること 
• 一部の JUC パートナー大学とは良好な協力関係を維持しているものの、さらなる関係
強化のための改善の余地がある。特に共同指導に関しては、学生の研究活動を通じた

JUC パートナー大学との良好な連携確立が目的の一つとなる。しかし、現状は JUC メ
ンバー大学による MJIIT 学生の受入れの終了とともに関係が希薄になるといった一過
性の関係が散見される。共同指導プログラムの実施を通じて、MJIITと JUCメンバー大
学間の共同研究を誘発するなど、戦略的な連携強化が求められている。 

• 石油価格の下落に伴う国家財政問題の影響を受けて、マレーシア側予算が 2016年より
大きく減少した。大学の財政運営に影響を与え、職員の採用や雇用の継続、奨学資金の

減少など、教育・研究活動全般に影響を及ぼしている。 
  

                                                        
17 現在MJIIT内で 72のラボがあり、ラボ技術者が計 9名いるが、理想的にはラボ 2カ所に 1名の技術者（最低 36名）が望まれて
いる。現在は、不足しているラボ技術者の代わりに教員による対応が行われている。 
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第６章 評価５項目による評価結果 

 
６－１ 妥当性 
【高い】本プロジェクトは、マレーシアの政策や日本の ODA 政策と整合しており、日本型工学教
育や防災マネジメントを導入するMJIITのニーズにも合致している。プロジェクトのアプローチも
妥当であり、妥当性は高いと判断される。 
 
６－１－１ マレーシア開発計画との整合性 
「第 11次 5カ年計画（2016-2020）」では、先進国入りに向けて人材育成を強化するにあたり重
点分野の一つを「学生及び教育機関のさらなる質向上」として、卒業生・プログラムの質向上、

イノベーションのための研究強化、高等教育機関のガバナンスや財政的自立を掲げている。 
2007年に発表された「高等教育戦略計画（National Higher Education Strategic Plan Beyond 2020：

NHESP）」の後継として、2015年 4月に発表された「マレーシア高等教育計画（Malaysia Education 
Blueprint）2015-2025」では、マレーシアが海外からの留学生の受入れに成功している現状も踏ま
え、革新的な科学技術やイノベーションを創造できる人材の育成に主眼を置いている。制度に関

する目標の具体例としては、2025年までに高等教育への進学率向上、卒業生の雇用率の向上、大
学ランキングにおける上位校ランクイン数の増加、受入留学生数の増加等を掲げている。また、

方策の具体例としては、高等教育機関のポジショニング（研究全般に優れた機関、研究のなかの

ニッチ分野に優れた機関、教育に優れた機関、といった区分）や、大学院レベルの受入留学生数

の増加、海外市場におけるマレーシアの高等教育の広報とマーケティングの促進等が含まれてい

る。 
 
６－１－２ 日本の ODA政策との整合性  

2012年 4月の対マレーシア国別援助方針において、先進国入りに向けた均衡のとれた発展への
支援を重点分野とし、日本の経験や高い技術を活用した協力、人的交流を通じた両国間の理解促

進を推進することとしている。2015年 5月の「戦略的パートナーシップについての日本・マレー
シア共同声明」においては、1981年の「東方政策」の開始が両国の協力強化に大きく貢献したこ
とを確認したうえで、東方政策の第二の波「東方政策 2.0」という新たな枠組みの下、協力の一層
の進展に取り組むことで一致した。また、ASEAN 地域における日本型工学教育の拠点としての
MJIITの意義が強調され、JAIF2.0を活用した ASEAN留学生向けの奨学金の授与、DPPC設立支
援を含め、両国政府として MJIIT 強化へコミットしていくことが合意された。さらに、DPPC プ
ログラムについて、国際レベルでは仙台防災行動枠組み（The Sendai Framework for Disaster Risk 
Reduction 2015-2030）、マレーシア国内では、マラッカ防災宣言（2011年）に明記されている目標
と合致する。 

 
６－１－３ ニーズとの整合性 
本プロジェクトは、MJIIT のニーズと合致している。MJIIT では、マレーシアの学習成果重視
教育と、日本の研究志向型大学教育との長所を融合した体制により、イノベーションと創造性に

重点を置いた教育研究活動の場を学生に提供し、最先端の技術の進歩と発展に貢献できる人材の
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育成をめざしている。産業界のニーズとしては、マレーシアの日系企業は生産拠点としての技術

者が求められており学部生の需要が高い。MJIIT 学部生の日系企業へのインターンシップの受入
れ、就職は増加しており、また、日系企業へのインタビューからも日本型工学教育により育成さ

れた学生のニーズが確認された。一方で日系企業における研究開発は、日本もしくは近隣のシン

ガポールに拠点が置かれる傾向があるため大学院生（修士・博士）の就職は限定的である。 
 
６－１－４ プロジェクトアプローチの妥当性 
本プロジェクトは JICA専門家がMJIITの副院長（Liaison & International）を担うといったアプ
ローチを用いている。副院長として学内会議を含め多くの業務が求められ、多忙となる欠点があ

るが、学内の現状把握や産業連携のための企業訪問での経営幹部など意思決定者との面談の取り

付けには優位な点があり、適切なアプローチであったといえる。 
中間レビューにより提言された、MJIIT が提供する日本型工学教育のマレーシアと日本の関係
者間における共通理解及びその比較優位についての提示に関しては、両国関係者の参加によるタ

スクフォースが組織され、MJIIT で提供する日本型工学教育のコンセプト（図－5 参照）及び具
体的な実施計画が策定され、2017年 2月の教職員会議において関係者に共有された。 

出所：MJIIT 
図－ における日本型工学教育の概念図

 
６－２ 有効性 
【やや高い】プロジェクト目標の指標に関しては、在校生の人数は未達であるが論文数は目標を達

成している。在校生の人数に関しては、機材調達の遅れ、マレーシア政府の予算不足といった外部
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条件に影響を受けている。一方でMJIITにおける日本型工学教育の導入、その実施が確認されたこ
とから、有効性はやや高いと判断される。 
 
６－２－１ プロジェクト目標達成見込み 
本プロジェクトは、既述のとおり本体円借款事業の円滑な実施を効果的に支援してきた。講座

制に代表される日本型工学教育の導入にも貢献するなど、プロジェクト目標の達成に貢献してい

る。プロジェクト目標の指標である論文数については既に目標値を達成しているが、在学生数に

ついてはプロジェクト終了までに達成できない見込みであり、指標に照らすとプロジェクト目標

の達成は部分的である。在学生数に関しては、本体円借款事業における機材調達、据え付けの遅

れ及びマレーシア政府の国家財政問題によるMJIITにおける教職員の採用や雇用の継続、奨学資
金の減少など、PDMに記載されている外部条件「マレーシア政府、日本政府、JUC及び JICAか
らの投入が計画どおりになされ、本体事業が計画どおりに実施される」に影響を受けた。 

 
６－２－２ 日本型工学教育の実施状況 
日本型工学教育のコンセプトがMJIITの教員間で広く共有されており、研究グループの指導教
員と学生間の継続的支援プラットフォームである「先輩－後輩」関係（メンター制度）や定期的

な「輪講（＝iKohza level presentation）」もおおむね実施されていることが確認された。以下に示
すMJIIT教員へのインタビューへの回答は、iKohzaにおける日本型工学教育がある程度MJIITに
定着していることを示している。 

• 日本型工学教育は各 iKohza で広く実践されている。他方、日本人教員には iKohza におい
て、現地スタッフに対する日本型工学教育や産業に関する知見をさらに共有してもらいた

いと考えている。（副学長） 
• 日本型工学教育は独自性がありMJIITの強みであるといえ、この教育の優位性を外部に発
信していく必要がある。MJIIT において日本型工学教育が 100％実施できているとはいえ
ないかもしれないが、この教育システムの定着を推進することで、MJIIT をアジア諸国の
日本型工学のリーダーとして位置づけたい。（学科長） 

• DPPCの全スタッフが日本型工学教育のコンセプトを理解しており、DPPC関係者間での月
例会議、毎週実施される輪講及び研究会議を通じて、日本型工学教育が大学院プログラム

において実践されている。（副学科長） 
 
６－２－３ プロジェクトの理論構成 
プロジェクト目標と成果の理論構成は適切である。成果である日系企業や本邦大学との産学連

携や共同研究、交換留学の達成がなければプロジェクト目標である「日本型の工学教育並びに災

害マネジメントを導入した Center of ExcellenceとしてのMJIITの設立」といった本体円借款事業
の円滑な実施推進は実現しない。一方で、プロジェクト目標の指標として在学生数と論文数が規

定されているが、これらは必ずしも上記のプロジェクト目標の要約部分を表しているとはいえな

い。本体円借款事業と切り離し、日本型工学教育並びに災害マネジメントの導入レベルを示すこ

とができる直接的な指標の設定が必要であったと考えられる。 
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６－３ 効率性 
【中程度】終了時評価時点では成果の半分が未達である。さらに、機材選定を行った日本人教員の

大部分が既にMJIITを離任していることは効率性を下げる要因となっている。他方、本プロジェク
トは多くの他のリソースを活用して実施され、投入を最小限に抑えていることから効率性は中程度

と判断される。 
 
６－３－１ 成果の達成度 

PDMに記載されている 10の成果のうち、主に日本企業・大学との連携に係るほぼ半数（成果
1、7、9及び 10）については、終了時評価時点で達成済み、もしくはプロジェクト期間中に達成
される。また、成果 2、3及び 8についてはほぼ達成が見込まれる。他方、指標 4、5及び 6に関
しては部分的な達成にとどまる（補足：成果 2については、指標 1よりも、指標 2の達成を重視
して評価）。主に、機材調達・設置の遅延、人員不足、財政不足が成果の達成を阻害した要因とな

る。また、本体事業における機材選定を行った日本人教員が機材調達の遅れに伴い既にMJIITか
ら離任してしまっていることは、効率的な iKohzaの運営においてマイナスの影響を与えた。 

 
６－３－２ 他のリソースの活用 
以下に示すように本プロジェクトは、他のリソースを活用することにより、事業の効率性を高

めていることが確認された。 
• 本プロジェクトはマレーシア側との費用分担により、プロジェクトの投入を最小限に抑え
ている。マレーシア政府は、MJIIT 施設、運営費用、人事、フェローシップ基金、研究所
の改修費用、日本人教員の採用経費を提供している。同時に本体円借款事業により、約 2
億 5,000万 RM分の研究機材が調達された。 

• AUN/SEED-Netプロジェクトとの協力により、2016年 9月に地域防災会議が共同開催され
た。さらに、共同研究や交換留学生の資金を申請するなどの同プロジェクトとの連携によ

る活動が推進された。 
• 本邦大学との共同指導の予算は、MJIITが負担する以外にも、JASSOや JAIFなど日本のグ
ラントといったさまざまな資金源が活用されて実施されている。 

• DPPC においては、MDRM の卒業生を防災ワークショップの講師として招へいし、また、
卒業生の所属機関との研究プロジェクトを推進するなど、卒業生を戦略パートナーとした

活動を実施している。 
• MJIIT学生への日本語教育は、UTMのランゲージアカデミー及び青年海外協力隊（JOCV）
を活用することにより提供されている。 

 

６－４ インパクト 
【やや高い】本プロジェクトを通じ、多くの正のインパクトの発現が確認された。また、卒業生数を

除いては2020年までの上位目標の達成も見込まれることから、インパクトはやや高いと判断される。 
 
６－４－１ 上位目標達成見込み 
「４－４ 上位目標」で述べたとおり、2013/14年〜2017/18年の卒業生数の累計は 532名とな
り現時点の達成目標の 50％に到達したところである。現在の在校生数を考慮すると 2020 年にお
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ける数値目標の達成は困難である。他方、もう一つの指標である就職率に関しては、2015年と 2016
年の就職率は双方 100％であり、2017年は 98.1％と既に目標の 80％を大きく超えているため、2020
年の達成が見込まれる。しかし、大学院生については、学生の多くが社会人であり、プログラム

終了後の就職には問題がないとされているが、マレーシアでは研究開発部門への就職先を見つけ

ることは困難であり、企業も企業内研修により人材育成を行うため学部生が好まれ、大学院生の

就職は学部生と比べ限定的であることが確認された。 
 
６－４－２ 主要なインパクト 
本プロジェクトを通して下記に示す正のインパクトの発現が確認された。 
• マレーシアの研究評価指標（Malaysia Research Assessment：MyRA）を用いた評価では、

MJIITは UTMの 17の学部のなかで 4位にランクされている。また、MJIITにおける国際
交流、外国人教員数、留学生数（インバウンド、アウトバウンド）、本邦大学との共同論文

などの国際的な活動は、UTMの大学ランキングの向上に貢献している。 
• 日本人教員の派遣、日本の大学とのサバティカルなどによる人事交流により、共同研究が
促進されている。 

• 日系企業以外にも、Alif Diamond (M) Sdn. Bhd.や Budi Oil Enterprise Sdn. Bhd.といった外国
企業と R&Dに関するMOUを締結している。 

• 科学技術振興機構（JST）の予算を用いた金沢工業大学による「モノづくり・人文学教育」
への協力及び九州大学による電子ラボへの技術協力が計画されている。 

 

６－５ 持続性 
【中程度】政策・制度面の持続可能性の確保が期待される一方で、人材の不足、産学連携活動や日

本の大学との共同研究の継続に関する組織、技術面での課題が残る。財務面も依然として持続性の

主要なリスク要因であるため、持続性は中程度と判断される。 
 
６－５－１ 政策・制度面 
本プロジェクトは、政策・制度面において持続性がある。妥当性の項で既述のとおり、「第 11
次 5カ年計画（2016-2020）」や「マレーシア高等教育計画（Malaysia Education Blueprint）2015-2025」
といった最新の関連政策において、イノベーションのための研究強化、革新的な科学技術やイノ

ベーションを創造できる人材の育成に主眼を置いている。また、国際連携講座、ダブル・ディグ

リー・プログラム、学生交流プログラム等、プロジェクトを通じて形成された本邦大学とのネッ

トワークは、MJIITの制度的な持続性を高めている。制度面として、MJIITは UTMより部分的に
財政的プロセスから自立しており、独立採算により予算を管理する権限が与えられている。しか

し、教職員の任命、施設改修、プログラムの学生数の調整に係る自立性はいまだ担保されていな

いことが、柔軟かつ迅速な大学運営上の課題となっている。 
 
６－５－２ 組織面 
（1）ビジネス戦略ユニット（SBU）及びマーケティング・ユニット 

MJIIT の組織的な持続性は、学生数の安定的な獲得と増加に依拠している。MJIIT は SBU
とマーケティング・ユニットを設立し、留学生を含むより多くの学生を誘致するためのマー
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ケティング戦略の策定及びマーケティング・ユニットを通じたWebサイトの整備、広報、パ
ンフレットの作成などを実施している。これらの活動は、特に 2016/17 年以降の学部入学者
数の増加に寄与している。 

 
（2）国際リエゾンコーディネーター 

MJIIT は、日本を含むマレーシア内外の大学及び民間企業といった外部パートナーとのプ
ログラムの調整業務のために、国際リエゾンコーディネーターを任命している。現在は、日

本人教員及び円借款コンサルタントにより、日本でのインターンシップのポストや大学での

共同指導の受入れが実現しているが、日本人教員の減少、本体円借款事業のコンサルタント

の契約終了により、任命された国際リエゾンコーディネーターによる日系企業や本邦大学と

の連携の業務がMJIITにおいて制度化することが重要となる。 
 
（3）産学連携ユニット 
マレーシア国内で民間企業などとのインターンシップ、共同研究の調整を担当する MJIIT
内の産学連携ユニットの設置が議論されている。現在は担当者が任命され、業務にあたって

おり、将来はマレーシア国内の日系企業との連携を維持するための役割も期待されることか

ら、同組織の制度化が重要となる。また、企業ではインターンシップに参加した学生を採用

する動きもあり、産学連携と就職支援の関連性も強く、両者の機能を組み合わせることで相

乗効果が期待できる。 
 
（4）DPPC 

DPPC については、防災専門スタッフの雇用と継続的な既存の教員の養成を通じた MJIIT
内部人材の強化による持続性の向上が有効である。また、他学部との協力に加え、Civil 
Defenseなど外部の防災関連機関との連携体制を構築中であり、持続性の向上が期待される。 

 
６－５－３ 財政面 
高等教育セクターの全般的な予算削減や、特に 2016年からみられるMOHEからの特別予算措
置の削減は、持続性の主たるリスク要因となっている。教員・事務系職員分野の人員体制、奨学

金、施設・機材維持管理等、すべての教育・研究活動を含む大学運営全般は、大学の収入にかか

わっているが、MJIIT の財政的持続性については懸念がある。一方、表－21 にみられるように、
2011年から 2017年までの予算推移からは、2015年をピークに運営コストが逓減している。 
財政面での持続性確保に向けて、学生確保のためのマーケティング、外部パートナーとの連携、

ラボ機材の貸し出しによる収入創出といったビジネスモデルの構築のためMJIIT内にSBUが設立
された。SBUは学生に人気のある修士課程の授業料の引き上げや 2020年までの留学生率を 30％
に引き上げる計画を有している。MJIIT では外部使用が期待される四つのサービスラボ（電子顕
微鏡、ナノ微細加工、精密加工、化学分析）で使用料が決定されたが、外部使用は少なく、ユー

ザーのほとんどが UTMと MJIIT 学内となっている。しかし、日立化成（化学分析）と太田精工
（精密加工）といった日系企業がラボの使用に関し、契約締結を検討しているなど、外部使用も

徐々に進んでいる。また、機材及び施設の維持管理に関しても予算措置が必要となるうえに、消

耗品や試薬の購入に関しても予算化が必要となり、財政面の持続性確保に向けて懸念事項である
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ことが確認された。 
 

表－21 MJIITの運営コスト（単位：RM1,000） 

   2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

計 画 
給与以外 4,424 10,743 17,115 23,412 25,652 24,531 24,462 
給 与 4,488 16,191 29,843 41,503 45,652 43,576 43,447 
合 計 8,912 26,934 46,958 64,914 71,305 68,106 67,909 

実 績 
給与以外 4,977 8,000 12,100 12,900 7,000 *3,000 5,000 
給 与 1,130 6,207 9,927 11,500 16,000 15,909 17,488 
合 計 6,106 14,207 22,027 24,400 23,000 18,909 22,488 

実績/計画 69% 53% 47% 38% 32% 28% 33% 
注：ラボ改修費用 
出所：MJIIT 

 
MOHE から配賦されている共同指導プログラムやインターンシップ・プログラム、GMP を含
む各種フェローシップ関係の予算の実績は、2016年以降、計画額を上回っている。 

 
表－22 GMP及びフェローシップ関係予算（単位：RM1,000） 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
計 画 9,500 9,500 9,500 9,500 9,500 9,500 
実 績 9,500 - 6,673 826 20,000 17,000 
実績/計画 100% 0% 70% 9% 211% 179% 
出所：MJIIT 

 
MJIIT による研究助成金の推移を図－6 に示す。2016 年以降の財政状況悪化の影響による国家
予算の不足により、助成金、特に国からの研究資金の額が減少した。他方、MJIIT の努力により
国外からの研究資金が増加し、2017年には国からの研究助成金も回復の兆しを見せている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出所：MJIIT 
図－6 研究助成金の推移（単位：RM1,000）  

2014 2015 2016 2017

国外 0 956 543 1,481
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６－５－４ 技術面 
（1）日本型工学教育 
日本型工学教育を実践するうえで、技術的に自立するためにはさらに能力強化を進める必

要がある。講座制の運営については、既に日本人教員をヘッドとしない講座でも有効に機能

していることが認められていることから、必ずしも日本人教員に依存するものではないが、

MJIIT の教員の多くがまだ教育・研究歴の浅い若手教員であることも踏まえ、日本型工学教
育の自立的な実践には、日本人教員もしくはシニア教員からの OJTも含めた能力強化が必要
となる。 

 
（2）副院長ポスト 
副院長（国際・連携担当）の業務については、移管が難しい。このポストは UTM の他の
学部にはない、追加的なポストである。従来からの人脈による、JUCや日本の大学、企業と
の密接なつながりをもち、調整できる人が求められており、マレーシア側への移管の計画は

難しいことが指摘されている。 
 
（3）ラボ技術者 
機材の維持管理については、マレーシア国内あるいはシンガポール等に主な会社が進出し

ており、技術的には国内・地域内で対処可能となる。一方で、ラボのなかには機材の操作と

日常的点検、整備に熟練した技術者の配置が必要となるラボがある。さらに学生が機材を使

用する際に監視、動作指導を担うラボ技術者が不足していることは安全確保のうえで課題と

なっている。 
 
（4）DPPCにおける教員 

DPPC における防災分野のカウンターパートには、技術移転のほか、日本及びアジア地域
で活躍する防災研究者や実務者との交流や共同活動の機会が与えられている。さらに、事業

計画づくり、外部資金獲得のためのプロポーザルづくりなど、事務的な能力強化も行われて

いる。 
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第７章 結論と提言・教訓 

 
７－１ 結 論 
外部条件の影響などを受けて、幾つかの指標は未達成であるものの、本プロジェクトの活動は順

調に進捗している。評価 5項目については、案件の妥当性は「高い」、有効性、インパクトは「やや
高い」、効率性、持続性は「中程度」であった。 
 
７－２ 提 言 
（1）円借款コンサルタント担当業務（日本でのインターンシップや本邦大学との共同指導に係る

調整・手配）がMJIIT担当部署に引き継がれること。 
 
（2）持続的な連携に向け、本邦大学の教員と連携した計画的な共同指導等の実施や適切なフォ

ローアップを行うこと。 
 
（3）現在 JICA専門家が行っている産学連携に関しMJIIT内で実施体制を確立すること。 
 
（4）学生獲得に向けたマーケティングを継続的に行うこと。 
 
（5）本邦支援大学との連携強化に向けて、密なコミュニケーションをとること。 
 
（6）iKohzaメンバー、研究テーマ、論文タイトル等を含めた iKohzaリストを整備のうえ、本邦

大学と定期的に共有すること。 
 
７－３ 教 訓 
（1）JUC メンバー大学の参加度は、マレーシアに研究テーマがあるか否かにより違いがみられ

る。例えば、マレーシアで発生する特定の環境問題や災害事例を研究テーマにしている大学

は、JUC を通じた共同研究、交換留学プログラム等の活動に積極的に参加する傾向がみら
れる。類似プロジェクトによる支援対象分野の選定には、このように本邦大学にとってのメ

リットを考慮することで大学間連携が促進されることが期待される。 
 
（2）附帯技術協力プロジェクトは、本体円借款事業の機材調達、相手側負担による施設整備等の

進捗に大きな影響を受ける。そのため、本体事業の進捗に応じて活動計画、成果指標を随時

見直すことにより、効率的なプロジェクト実施及び実態に合わせた事業評価が可能となる。 
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よ
る
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
レ
ク
チ
ャ
ー
：

24
件

 
‐
日
本
人
講
師
に
よ
る
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
・
レ
ク
チ
ャ
ー
：

10
件

 

・
新
た
な
学
科

Ba
ch

el
or

 o
f 

C
yb

er
 

In
fo

rm
at

io
n 

Sc
ie

nc
e
設
置
の
進
捗

 
・
現
在
中
断
中
の

 M
as

te
r o

f 
En

gi
ne

er
in

g 
- 

El
ec

tro
ni

c 
S y

st
em

s（
M

M
JE
）
、

M
as

te
r 

of
 E

ng
in

ee
rin

g 
- 

M
ec

ha
ni

ca
l 

Pr
ec

is
io

n
（

M
M

JM
）
の
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
改
善
、
再
開
の
見
通

し
 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
実
施

さ
れ
た
教
育
活
動

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

成
果

2：
「
講
座
」
制
度
並
び
に

防
災
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー

（
D

PP
C）
が
確
立
さ
れ
運
用
さ

れ
る
。

 

指
標

1：
確
立
さ
れ
た
講
座
数
が

31
に
達
す
る
。
（
未
達
）

 
・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降

Ec
ol

og
ic

al
 E

ng
in

ee
rin

g（
EE
）
の
講
座
が
な
く
な
っ
た
が
、
新
た
に

D
PP

C
を
講
座
扱
い
と
し
た
た
め
、
終
了
時
評
価
時
点
で
の
講
座
数
は

19
講
座
と
な
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

終
了
ま
で
に

31
の
目
標
値
を
達
成
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

 
・
各

iK
oh

za
の
研
究
概
要
を
ブ
ッ
ク
レ
ッ
ト
と
し
て
ま
と
め
、
テ
ク
ニ
カ
ル
コ
ミ
ッ
テ
ィ
ー
で

JU
C

と
共
有
（

20
17
年

12
月
）
し
た
。
（
月
報
）

 
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
分
野
の
研
究
体
制
の
強
化
を
目
的
に
、
日
本
側
の
パ
ー
ト
ナ
ー
探
し
を
進
め
た
結

果
、
東
京
都
市
大
学
の
四
つ
の
研
究
室
に
、

C
A

IR
O

 iK
oh

za
、

W
IN

D
 iK

oh
za
、
国
際
連
携

iK
oh

za
を
開
設
し
て
も
ら
う
方
向
で
検
討
を
進
め
て
い
る
。
（
月
報
）

 
 指
標

2：
プ
ロ
ジ
ェ
ト
活
動
に
基
づ
い
て
開
始
さ
れ
た

D
PP

C
の
活
動
（
研
究
、
デ
ー
タ
集
積
等
）
が

4
件
に
達
す
る
。
（
達
成
済
み
）

 
1）
災
害
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
修
士
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

M
D

RM
）
の
開
設

 

・
現
在
の
講
座
件
数
、
内
容

 
・
講
座
の
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

の
状
況
、
リ
サ
ー
チ
オ
フ

ィ
サ
ー
の
配
置
状
況

 
・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
実
施

さ
れ
た

D
PP

C
活
動

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

– 90 –

２．評価グリッド



 

 

2）
D

PP
C
フ
ラ
ッ
グ
シ
ッ
プ
・
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
3）
マ
レ
ー
シ
ア
工
科
大
学
（

U
TM
）
防
災
デ
ー
（

D
is

as
te

r R
is

k 
R

ed
uc

tio
n 

D
ay
）

2 0
16
年

 
4）
日

A
SE

A
N
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
共
同
研
究
拠
点
－
持
続
可
能
開
発
研
究
の
推
進
（

J a
pa

n-
A

SE
A

N
 S

ci
en

ce
, T

ec
hn

ol
og

y 
an

d 
In

no
va

tio
n 

Pl
at

fo
rm
：

JA
ST

IP
）

 

成
果

3：
日
本
人
教
員
が
任
命

さ
れ
る
。

 

指
標
：
マ
レ
ー
シ
ア
工
科
大
学
（

U
TM
）
に
よ
り
正
式
に
任
命
さ
れ
た
日
本
人
教
員
数
が
ピ
ー
ク
時
に

32
名
に
達
す
る
。
（
未
達
）

 
・
ピ
ー
ク
時

24
名
（

20
16
年

1
月
～

2
月
）
を
記
録
し
た
が
、

M
JI

IT
の
財
政
状
況
の
悪
化
か
ら
今

後
減
少
が
想
定
さ
れ
、
目
標
は
達
成
で
き
な
い
見
込
み
で
あ
る
。

 
・
教
員
の
配
置
数
は

U
TM
の
規
則
に
則
し
学
生
数
と
の
比
率
に
基
づ
い
て
決
定
さ
れ
る
（
学
部
生
は

学
生

15
名
に
対
し
教
員

1
名
、
大
学
院
生
は
同

8
対

1）
。
学
生
数
が
当
初
計
画
値
を
下
回
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
全
教
員
数
も
下
方
修
正
さ
れ
、
日
本
人
教
員
も
当
初
目
標
値
を
下
回
っ
て
い
る
。
現

在
の

M
JI

IT
の
予
算
計
画
に
よ
れ
ば
、
財
政
状
況
悪
化
の
影
響
も
受
け
て

20
16
年
以
降
の
日
本
人

教
員
の
新
規
公
募
に
よ
る
採
用
計
画
は
な
い
。

 
・

2 0
17
年
か
ら
授
業
料
や
研
究
設
備
の
利
用
料
等
の
収
入
を
運
営
に
使
う
こ
と
が
認
め
ら
れ

M
JI

IT
の
教
育
研
究
活
動
の
強
化
に
使
わ
れ
て
い
る
。
同
年
か
ら
日
本
留
学
組
の
採
用
を
積
極
的
に
進
め
て

い
た
。

 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
日

本
人
教
員
の
長
期
・
短
期

派
遣
実
績

 
・
今
後
の
派
遣
の
見
込
み

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

成
果

4：
日
本
及
び

A
SE

A
N
他

国
の
大
学
及
び
産
業
界
に
対
す

る
広
報
が
強
化
さ
れ
る
。

 

指
標
：
海
外
か
ら
の
応
募
者
数
が

81
4
名
に
達
す
る
。
（
未
達
）

 
・
全
応
募
者
数
の
デ
ー
タ
は
な
い
た
め
、
代
わ
り
に
合
格
者
数
（
入
学
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
）
を
み

て
み
る
と
、

20
17
年

12
月
時
点
に
お
い
て

16
1
名
で
あ
る
。
十
分
な
奨
学
金
が
用
意
で
き
な
か
っ

た
こ
と
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
や
語
学
と
い
っ
た
理
由
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

 
・
留
学
生
獲
得
の
た
め
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
体
制
と
活
動
の
強
化
、
外
国
（
エ
ジ
プ
ト
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス

タ
ン
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
）
の
大
学
と
の
編
入
制
度
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
（
専
門
家
）

 
・
英
文
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
を
作
成
し
、

JU
C
関
係
者
へ
の
配
信
、

M
JI

IT
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
掲
載
が

行
わ
れ
て
い
る
。
（
月
報
）

 

・
マ
レ
ー
シ
ア
側
の
予
算
の

減
少
に
伴
う
留
学
希
望
者

へ
の
対
応
策

 
・
奨
学
金
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン

グ
実
施
状
況

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

成
果

5：
M

JI
IT
及
び
本
邦
大
学

の
教
員
に
よ
る
共
同
指
導
が
実

施
さ
れ
る
。

 

指
標
：
マ
ッ
チ
ン
グ
の
結
果
に
基
づ
い
て
共
同
指
導
の
下
で
勉
強
を
開
始
し
た
学
生
数
が

22
6
名
に
達

す
る
。
（
未
達
）

 
・
共
同
指
導
の
下
で
勉
強
を
開
始
し
た
学
生
数
は
、

20
17
年

12
月
時
点
で

15
2
名
で
あ
り
、
目
標
値

の
約

7
割
程
度
と
な
る
。
目
標
値
を
下
回
る
主
な
理
由
は
、
大
学
院
レ
ベ
ル
の
学
生
数
が
想
定
よ
り

も
少
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。

 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
共

同
指
導
実
績

 
・
マ
レ
ー
シ
ア
側
の
予
算
の

減
少
に
伴
う
指
導
希
望
者

へ
の
対
応
策

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

成
果

6：
本
邦
大
学
と
の
ダ
ブ

ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ

ム
が
実
施
さ
れ
る
。

 

指
標
：
実
施
さ
れ
た
ダ
ブ
ル

/ジ
ョ
イ
ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
数
が

6
に
達
す
る
。
（
未

達
）

 
・
現
時
点
で
実
施
さ
れ
た
ダ
ブ
ル

/ジ
ョ
イ
ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
は

2
と
な
る
。
下
記
に

加
え
、
現
在
九
州
大
学
と
電
子
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
工
学
（

ES
E）
分
野
に
お
い
て
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ

リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
設
に
向
け
て
検
討
中
で
あ
る
。
（
月
報
）

 
- 
山
口
大
学
と
の
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
：

20
14

/1
5
年
か
ら
開
始
（
た
だ
し
、

20
16

/1
7
の
入
学
者
募
集
は
停
止
中
）

 
- 
筑
波
大
学
と
の
ジ
ョ
イ
ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
：

20
17
年

9
月
か
ら
開
始

 
・
今
後
の
他
大
学
へ
の
普
及
に
向
け
て
、
上
記
の
筑
波
大
学
と
の
環
境
分
野
の
ジ
ョ
イ
ン
ト
・
マ
ス

タ
ー
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関
し
、

20
18
年

2
月
に

M
JI

IT
に
て
筑
波
大
と
セ
ミ
ナ
ー

を
実
施
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
（
月
報
）

 

・
検
討
中
の
九
州
大
学
〔
環

境
・
グ
リ
ー
ン
技
術
工
学

（
EG

T）
、

ES
E〕
、
東
京

都
市
大
学
（

D
PP

C
?）
と
の

ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ

ロ
グ
ラ
ム
開
設
の
進
捗
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で

の
達
成
見
込
み

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家

 

成
果

7：
日
本
及
び
マ
レ
ー
シ

ア
の
産
業
界
及
び
本
邦
支
援
大

学
へ
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
が
実
施
さ
れ
る
。

 

指
標
：
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
参
加
を
開
始
し
た
学
生
数
が

57
8
名
に
達
す
る
。（
達

成
見
込
み
）

 
・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

In
du

str
ia

l T
ra

in
in

g 
Pr

og
ra

m
）
参
加
学
生
数
は
、
現
在

37
4

名
に
の
ぼ
る
。

20
17
年

6
月
に

15
1
名
、

20
18
年
の

6
月
に

18
6
名
の
参
加
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
イ

ン
タ
ー
ン
実
績

 
・

M
JI

IT
の
予
算
逼
迫
の
代

替
案
で
あ
る

St
ud

en
t 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

– 91 –



 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
合
計

71
1
名
と
、
目
標
値
を
超
え
て
達
成
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

 
M

ob
ili

ty
 P

ro
gr

am
で
の

日
本
で
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ

ッ
プ
数
増
加
へ
の
貢
献
度

 

成
果

8：
日
本
の
産
業
界
と
の

連
携
が
強
化
さ
れ
る
。

 

指
標
：
合
意
書
（

M
O

A
/L

O
A
）
を
締
結
し
て
開
始
さ
れ
た
産
学
連
携
活
動
の
数
が

6
件
に
達
す
る
。

（
達
成
見
込
み
）

 
・
合
意
書
（

M
O

A
/L

O
A
）
を
締
結
し
て
開
始
さ
れ
た
日
系
企
業
と
の
産
学
連
携
活
動
は
、
主
な
も
の

で
3
件
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
も
う

1
件
に
つ
い
て
現
在
準
備
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

 
- 

R
O

H
M

 W
a k

o
社
：
生
産
工
程
の
改
善
や
従
業
員
教
育

 
- 

Ta
ka

sa
go

 T
he

rm
al

 E
ng

in
ee

rin
g 

C
o,

 L
td

.（
高
砂
熱
学
工
業
）
：
冠
講
座
、
研
究
活
動
支
援

 
- 

JA
C

TI
M
（
マ
レ
ー
シ
ア
日
本
人
商
工
会
議
所
）：
図
書
館
、
研
究
企
画
書
コ
ン
ペ
テ
ィ
シ
オ
ン

へ
の
支
援

 
・
日
系
企
業
か
ら
ラ
ボ
の
利
用
に
関
し
て
問
合
せ
が
あ
り
、
日
立
化
成
（
化
学
分
析
）
と
太
田
精
工
（
精

密
加
工
）
が
実
際
に
ラ
ボ
を
使
用
し
て
い
る
。
（
専
門
家
）

 

・
D

ai
ki

n
マ
レ
ー
シ
ア
、

R
O

H
M

 W
ak

o、
そ
の
他
企

業
と
の

M
O

U
/L

O
A
締
結

状
況
、
そ
の
内
容

 
・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
企

業
と
の
共
同
活
動
、
ラ
ボ

の
使
用

 
・
外
国
企
業
と
の

M
O

U
締

結
事
業
内
容

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家

 

成
果

9：
日
本
及
び

A
SE

A
N
他

国
の
大
学
と
の
連
携
が
強
化
さ

れ
る
。

 

指
標
：
開
始
さ
れ
た
日
本
及
び

A
SE

A
N
他
国
の
大
学
と
の
連
携
活
動
の
数
が

25
件
に
達
す
る
。
（
達

成
済
み
）

 
・
連
携
活
動
は
既
に
目
標
値
を
超
え
て

55
件
に
達
し
て
い
る
。
本
成
果
の
達
成
に
お
い
て
は
、
ア
セ

ア
ン
工
学
系
高
等
教
育
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（

A
U

N
/S

EE
D

-N
et
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
が
有
効
に

働
い
た
。

 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
日

本
及
び

A
SE

A
N
他
国
の

大
学
と
の
連
携
活
動
の
数

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家

 

成
果

10
：
本
邦
大
学
と
の
交
換

留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
実
施
さ
れ

る
。

 

指
標
：
交
換
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
を
開
始
し
た
学
生
の
数
が

10
0
名
に
達
す
る
。
（
未
達
済
み
）

 
・
交
換
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
し
た
学
生
数
は
、

M
JI

IT
か
ら
本
邦
大
学
へ

28
1
名
、
日
本
か
ら

M
JI

IT
で
の
受
入
れ
が

20
3
名
と
、
両
方
を
足
し
て
既
に

48
4
名
に
達
し
て
お
り
目
標
値
を
大
き
く

超
え
て
い
る
。

 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
交

換
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加

数
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

の
達
成
状

況
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
：
日
本
型

の
工
学
教
育
並
び
に
災
害
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
を
導
入
し
た

C
en

te
r 

of
 E

xc
el

le
nc

e
と
し
て

M
JI

IT
を
設
立
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

た
「
マ
レ
ー
シ
ア
日
本
国
際
工

科
院
整
備
事
業
」
の
円
滑
な
実

施
が
促
進
さ
れ
る
。

 

指
標

1：
在
学
生
数
が

2 ,
07

5
名
に
達
す
る
。
（
未
達
）

 
・

20
11

/1
2
か
ら

20
17

/1
8
の
在
学
生
数
の
合
計
は

1,
23

8
名
（
学
部
生

78
3
名
、
院
生

45
5
名
）
で
あ

る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の
な
か
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
委
員
会
を
中
心
と
し
て
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
採
用
、

海
外
で
の
大
学
説
明
会
、
パ
ン
フ
や
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
広
報
媒
体
の
作
成
・
強
化
、
国
内
で
の
大

学
説
明
会
な
ど
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。

 
ま
た
、
未
達
の
主
な
想
定
要
因
は
以
下
の
と
お
り
。

 
- 

M
JI

IT
及
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
新
設
校
で
あ
り
、
学
生
募
集
に
役
立
つ
卒
業
生
も
輩
出
し
て
お
ら

ず
（

20
15
年
に
第

1
期
生
卒
業
）
、
認
知
度
が
低
い
。

 
- 
大
学
院
修
士
課
程
の
ミ
ッ
ク
ス
・
モ
ー
ド
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
は
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
構
成

が
工
学
に
大
き
く
偏
っ
て
い
る
こ
と
が
学
生
に
人
気
の
な
い
要
因
と
な
る
。

 
- 
学
部
卒
業
生
が
そ
の
ま
ま
直
接
大
学
院
に
進
学
す
る
割
合
は

1
割
程
度
に
と
ど
ま
り
、

M
JI

IT
開
設
時
の
想
定
（
マ
レ
ー
シ
ア
側
は

10
0％
程
度
と
想
定
）
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
。

 
- 
こ
の

10
年
で
大
学
の
数
が
大
幅
に
増
え
競
争
は
激
化
し
て
い
る
こ
と
も
要
因
と
み
ら
れ
る

（
20

05
年
以
降
、
国
立
大

25
％
増
、
私
立
大

36
％
増
）
。

 
 

指
標

2：
教
員

1
人
当
た
り

1
年
間
の
発
表
論
文
数
が

2
本
に
達
す
る
。
（
達
成
見
込
み
）

 
・

IS
Iジ
ャ
ー
ナ
ル
に
限
定
し
た
発
表
論
文
数
は
、
既
に

20
16
年
の
前
半
で

1.
0/
教
員
を
達
成
し
て
お

り
、
過
去
の
傾
向
か
ら
み
る
と
年

2.
0
の
達
成
が
見
込
め
る
。
ま
た
、

Sc
op

us
 I

nd
ex
で
み
る
と
、

IS
Iジ
ャ
ー
ナ
ル
限
定
よ
り
も
数
値
は
か
な
り
高
く
な
る
と
想
定
さ
れ
る
。

 

・
20

17
/1

8
時
点
の

M
JI

IT
在

校
生
数

 
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
委
員
会

の
役
割
、
入
学
数
増
加
の

た
め
の
戦
略
・
実
施
事
項

 
・

20
17
年
の
発
表
論
文
数

/教
員
数

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達

成
・
未
達
成
要
因

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

上
位
目
標

の
達
成
状

況
・
見
込
み

 

上
位
目
標
：
マ
レ
ー
シ
ア
に
お

い
て
、
日
本
型
の
工
学
教
育
並

び
に
災
害
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
導

指
標

1：
卒
業
生
数
が

3 ,
16

3
名
に
達
す
る
。
（
達
成
の
可
能
性
は
低
い
）

 
・

20
13

/1
4
か
ら

20
17

/1
8
の
卒
業
生
数
は

53
2
名
（
学
部
生

16
2
名
、
院
生

61
名
）
（
目
標
値

3,
16

3
の

16
.8
％
に
相
当
）
で
あ
る
。
在
学
生
数
を
考
慮
す
る
と
、
上
位
目
標
の
目
標
年
で
あ
る

20
20
年

・
2 0

17
/1

8
時
点
の

M
JI

IT
卒

業
生
数

 
・
経
済
環
境
変
化
に
よ
る
中

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

民
間
企
業
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入
し
た

C
en

te
r 

of
 E

xc
el

le
nc

e
と
し
て

M
JI

IT
を
設
立
す
る
こ

と
に
よ
り
、
高
い
技
術
開
発
・

研
究
能
力
と
労
働
倫
理
を
備
え

る
人
材
の
育
成
を
図
り
、
も
っ

て
同
国
の
国
際
競
争
力
強
化
並

び
に

A
SE

A
N
に
お
け
る
地
域

協
力
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
。

 

ま
で
に
、
目
標
値
の
達
成
は
見
込
め
な
い
。

 
 指
標

2：
卒
業
後
半
年
以
内
に
就
職
を
す
る
学
生
の
割
合
が

80
％
に
達
す
る
。
（
達
成
の
可
能
性
は
高

い
）

 
・
就
職
率
は
、
最
新
の

20
16
年

10
月
時
点
で
、
学
部
第

1
期
卒
業
生
（
卒
後

1
年

3
カ
月
）
は
、
回

答
の
あ
っ
た

38
名
全
員
が
就
職
し
て
い
た
こ
と
か
ら
全
卒
業
生

73
名
の

5 2
.1
％
、
第

2
卒
業
生
生

（
卒
後

3
カ
月
）
が

67
名
の
回
答
の
う
ち

41
名
が
就
職
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
全
卒
業
生

12
4
名

の
33

.1
％
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
回
答
の
あ
っ
た
卒
業
生
に
限
っ
た
数
字
で
あ
る
た
め
、
実
際
は
こ
れ

よ
り
も
高
い
可
能
性
が
あ
る
。

 
・
日
系
企
業
は
、
多
く
が
生
産
・
販
売
拠
点
で
あ
り
研
究
開
発
を
行
っ
て
い
な
い
か
、
非
常
に
低
い
需

要
し
か
な
い
。
院
生
の
就
職
先
と
し
て
適
切
な
日
系
企
業
を
見
つ
け
る
こ
と
は
非
常
に
難
し
い
。
一

方
で
学
部
生
へ
の
人
材
需
要
は
日
系
・
現
地
企
業
と
も
に
高
く
、
イ
ン
タ
ー
ン
の
受
入
数
も
増
え
、

今
後
就
職
数
も
増
え
て
い
く
と
思
わ
れ
る
。
（
専
門
家
）

 

退
、
休
学
増
加
の
有
無

 
・

2 0
17
年
の
就
職
率

 
・
就
職
率
の
低
い
理
由
（
一

般
的
な
も
の
と

M
JI

IT
特

有
の
も
の
）

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
寄

与
度

 

実 施 プ ロ セ ス  

活
動
計
画

の
進
捗
状

況
 

活
動
計
画
は
予
定
ど
お
り
に
実

施
さ
れ
て
い
る
か
？

 

・
全
般
的
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ザ
イ
ン
・
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
（

PD
M
）
に
記
載
さ
れ
た
活
動
は
本
体

円
借
款
事
業
と
も
調
整
し
な
が
ら
計
画
ど
お
り
に
実
施
さ
れ
て
き
た
。

 
・
本
体
事
業
に
お
け
る
機
材
調
達
・
設
置
の
遅
延
、
特
に
本
体
円
借
款
事
業
の
国
内
競
争
入
札
（

L C
B）

の
機
材
に
つ
い
て
教
育
・
研
究
活
動
の
実
施
や
、
講
座
の
開
設
・
運
営
に
影
響
を
与
え
た
。
日
本
人

教
員
の
多
く
が

LC
B
を
通
じ
て
必
要
な
研
究
機
材
の
整
備
を
計
画
し
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
遅
延

に
よ
り
、
計
画
的
な
学
生
指
導
（
実
験
等
）
が
困
難
で
あ
っ
た
こ
と
が
専
門
家
チ
ー
ム
か
ら
指
摘
さ

れ
た
。

 
・
機
材
整
備
状
況
は

iK
oh

za
に
つ
い
て
は
、

19
の
う
ち

17
が
完
了
し
、
残
り
二
つ
が
整
備
中
と
な
っ

て
い
る
。

 
・
円
借
款
事
業
に
お
け
る
機
材
整
備
は
計
画
ど
お
り
進
ん
で
い
る
。
パ
ゴ
キ
ャ
ン
パ
ス
開
発
や

D
PP

C
の
研
究
設
備
等
、
マ
レ
ー
シ
ア
高
等
教
育
省
（

M
O

H
E）
に
よ
る
研
究
機
材
は
遅
れ
が
発
生
し
て
い

る
。

 

・
各
活
動
の
進
捗
、
完
了
見

込
み

 
・

LC
B
機
材
調
達
の
遅
れ
の

対
応
策
、
回
復
状
況

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
、

 
専
門
家
、

C/
P 

実
施
体
制

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
体
制
は

適
切
に
機
能
し
て
い
る
か
？

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
体
制
は
、

A
dv

iso
ry

 P
an

el
 (C

om
m

itt
ee

)、
Te

ch
ni

ca
l C

om
m

itt
ee
、
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
と
い
っ
た
本
体
円
借
款
事
業
の
運
営
体
制
を
基
本
的
に
活
用
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
体
制
の

下
、
計
画
ど
お
り
定
期
的
に
会
合
が
開
催
さ
れ
、
マ
レ
ー
シ
ア
側
、
日
本
側
双
方
の
関
係
者
も
参
加

し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
や
課
題
に
係
る
情
報
共
有
の
場
と
し
て
有
効
に
機
能
し
て
き
た
。

U
TM
や

M
O

H
E
も
、
メ
ン
バ
ー
と
な
っ
て
い
る
会
合
に
定
期
的
に
参
加
し
て
き
た
。

 
・

M
JI

IT
及
び
日
本
側
双
方
か
ら
同
様
に
指
摘
さ
れ
た
の
は
、
情
報
共
有
に
は
有
効
で
あ
っ
た
が
、
そ

れ
ぞ
れ
の
機
関
の
役
割
分
担
が
明
確
で
は
な
く
重
複
が
み
ら
れ
る
こ
と
や
、
具
体
的
な
成
果
を
伴
う

意
思
決
定
の
場
と
し
て
機
能
し
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
各
実
施
機
関
の
役
割
は
、
改
め
て
確

認
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
・

JU
C
の
役
割
に
つ
い
て
は
、
日
本
側
か
ら
も
不
明
瞭
で
あ
る
と
の
意
見
も
聞
か
れ
た
。

JU
C
メ
ン

バ
ー
に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
へ
の
参
加
度
合
い
は
、
大
学
に
よ
っ
て
異
な
る
こ
と
も
あ
り
、

JU
C
の
役
割
と
期
待
さ
れ
る
機
能
に
つ
い
て
も
、
再
確
認
の
必
要
が
あ
る
。

 

・
各
組
織
の
実
施
体
制
、
活

動
の
実
施
状
況
、
役
割
、
位

置
づ
け

 
・

U
TM
、

M
O

H
E
の
役
割
、

関
与
度

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

JU
C
幹
事
校

 

M
JI

IT
ス
タ
ッ
フ
、
日
本
人
教

員
の
配
置
は
適
切
か
？

 

・
計
画
さ
れ
た
日
本
人
教
員
は

M
JI

IT
に
よ
り
任
命
さ
れ
て
き
た
が
、
財
政
状
況
の
悪
化
に
よ
り
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
残
り
の
期
間
や
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
教
員
の
予
測
値
は
、
計
画
を
下
回
る
。
ま

た
、
財
政
不
足
に
よ
り
日
本
人
や
外
国
人
を
含
む
契
約
教
員
の
給
与
カ
ッ
ト
や
契
約
途
中
に
お
け
る

契
約
の
解
除
が
検
討
さ
れ
、
結
果
、
外
国
人
教
員
に
お
い
て
は
雇
用
・
待
遇
に
問
題
が
生
じ
た
。

 
・
現
在
、

M
JI

IT
の
人
件
費
予
算
減
の
影
響
を
受
け
、
人
員
配
置
の
検
討
が
中
断
し
て
い
る
が
、

PD
M

に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
国
際
ユ
ニ
ッ
ト
や
日
本
文
化
ユ
ニ
ッ
ト
の
設
置
に
関
し
て
も
、
準
備
が
進
め

ら
れ
て
き
た
。

 

・
M

JI
IT
の
人
事
異
動
、

C/
P 

の
変
更
に
よ
る
影
響
、
そ

の
後
の
再
配
置
の
状
況

 
・
日
本
人
教
員
の
配
置
状

況
、
予
算
不
足
に
よ
る
人

員
減
少
へ
の
対
応
策
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専
門
家
（
総
括
）
が
副
院
長
を

担
う
実
施
体
制
は
適
切
か
？

 

・
日
本
人
か
ら
マ
レ
ー
シ
ア
人
に
移
管
す
る
こ
と
を
明
確
に
前
提
と
し
て
設
置
さ
れ
た
も
の
で
は
な

く
、
期
待
さ
れ
る
役
割
は
日
本
の
大
学
や
企
業
等
を
含
む
国
際
的
な
連
携
促
進
で
あ
る
。
日
本
側
と

の
強
い
結
び
つ
き
が
必
要
で
あ
り
、
マ
レ
ー
シ
ア
側
へ
の
移
管
は
難
し
い
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
チ
ー
フ
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
で
あ
り
な
が
ら
、
副
院
長
と
し
て

M
JI

IT
の
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
命
令
系
統
に
含
ま
れ
る
た
め
、
上
下
関
係
（
院
長
の
下
に
副
院
長
）
が
生
じ
、
ま
た
業
務
依

頼
が
来
る
た
め
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
業
務
を
や
り
に
く
く
し
て
い
る
面
が
あ
る
。

 

・
将
来
の
関
係
者
の
認
識

 

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ

ン
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
間
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分

か
？

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と

M
JI

IT
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
密
で
あ
り
、

M
O

H
E、

U
TM
本
校
や
マ

レ
ー
シ
ア
日
本
人
商
工
会
議
所
（

JA
CT

IM
）
等
と
も
良
好
な
関
係
を
築
い
て
い
る
。

  
・

M
JI

IT
と
日
本
人
教
員
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
改
善
す
る
必
要
が
み
ら
れ
る
。
日
本
型
工
学

教
育
の
何
を
ど
の
よ
う
に
推
進
し
て
い
く
の
か
に
つ
い
て
、
双
方
に
は
ギ
ャ
ッ
プ
が
あ
る
。

 
・
現
在
は
、
専
門
家
チ
ー
ム
が
定
期
的
に
日
本
人
関
係
者
会
議
を
開
催
し
、
日
本
人
教
員
に

M
JI

IT
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
情
報
提
供
を
し
て
い
る
。
（
専
門
家
）

 

・
情
報
共
有
・
意
見
交
換
の

方
法
、
実
施
頻
度

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

A
dv

is
or

y 
Pa

ne
l (

C
om

m
itt

ee
)、

Te
ch

ni
ca

l 
C

om
m

itt
ee
、
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
会
議
は
適
切
に
機

能
し
て
い
る
か
？

 

・
A

dv
is

or
y 

Pa
ne

l (
C

om
m

itt
ee

)、
Te

ch
ni

ca
l C

om
m

itt
ee
、
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
計
画
ど
お
り
定
期
的

に
会
合
が
開
催
さ
れ
、
マ
レ
ー
シ
ア
側
、
日
本
側
双
方
の
関
係
者
も
参
加
し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

進
捗
や
課
題
に
係
る
情
報
共
有
の
場
と
し
て
有
効
に
機
能
し
て
き
た
。

U
TM
や

M
O

H
E
も
、
メ
ン

バ
ー
と
な
っ
て
い
る
会
合
に
定
期
的
に
参
加
し
て
き
た
。

 

・
関
係
者
の
参
加
率

 
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に

か
か
わ
る
関
係
者
の
満
足

度
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

 

オ
ー
ナ
ー

シ
ッ
プ

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の

C/
P
の
関

心
・
関
与
は
十
分
か
？

 

・
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
は
、
基
本
的
に
ほ
ぼ
本
体
円
借
款
事
業
と
同
じ
で
あ
り
、
マ
レ
ー
シ
ア
側

と
日
本
側
円
借
款
資
金
に
よ
っ
て
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
さ
れ
て
い
る
が
、
当
初
合
意
し
た
と
お
り
、
施
設

建
設
、
奨
学
金
、
共
同
指
導
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、
日
本
人
教
員
雇
用
費
用
と
い
っ
た
活
動
の
大

部
分
は
マ
レ
ー
シ
ア
側
負
担
で
あ
る
こ
と
か
ら
も
、
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
が
認
め
ら
れ
る
。

 
・
原
油
価
格
の
下
落
に
伴
う
国
家
財
政
の
悪
化
を
受
け
て

M
JI

IT
の
運
営
予
算
が
大
き
く
減
る
な
か
、

M
JI

IT
は
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
も
っ
て
、
学
生
数
増
加
の
た
め
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活
動
強
化
や
、

持
続
性
を
見
据
え
た
財
政
的
自
立
性
の
た
め
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
運
営
、

U
TM
か
ら
の
財
政
及

び
大
学
運
営
面
（
ス
タ
ッ
フ
採
用
含
む
）
で
の
完
全
な
自
立
の
確
保
と
い
っ
た
努
力
を
続
け
て
い
る
。 

・
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
明
確
に
マ
レ
ー
シ
ア
側
移
管
を
前
提
と
し
た
デ
ザ
イ
ン
で
は
な
く
、
ま
た
、

実
施
の
プ
ロ
セ
ス
で
も
、
特
に
日
本
と
の
関
係
構
築
に
係
る
業
務
に
つ
い
て
は
移
管
を
意
識
し
て
実

施
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
日
本
人
教
員
を
継
続
し
て
雇
用
し
て
ゆ
く
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
お
り
、
日

本
側
と
の
連
携
や
調
整
に
係
る
業
務
の
移
管
を

M
JI

IT
側
も
意
識
し
て
い
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
昨

今
の
財
政
状
況
は
当
初
計
画
の
継
続
を
許
さ
な
い
状
況
と
な
っ
て
お
り
、

M
JI

IT
は
、
日
本
人
教
員

が
今
後
減
っ
て
ゆ
く
こ
と
か
ら
、
よ
り
自
立
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
を
認
識
し
始
め
て
い
る
。

 

・
マ
レ
ー
シ
ア
側
の
合
意
に

基
づ
く
施
設
建
設
、
奨
学

金
、
共
同
指
導
、
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ
プ
、
日
本
人
教
員

雇
用
費
用
の
支
出
状
況

 
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活
動
、

財
政
的
自
立
の
タ
ス
ク
フ

ォ
ー
ス
に
よ
る
活
動
状
況

 
・
将
来
的
な
業
務
移
管
を
め

ざ
し
た
活
動
の
有
無

 

専
門
家
、

C /
P 

促
進
・
阻
害

要
因

 
活
動
を
実
施
す
る
う
え
で
の
促

進
・
阻
害
要
因
は
あ
る
か
？

 

促
進
要
因

 
・

A
U

N
/S

EE
D

-N
et
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
に
取
り
込
ん
だ
こ
と

は
、
特
に
成
果

9
に
お
い
て
日
本
及
び

A
SE

A
N
他
国
の
大
学
と
の
連
携
強
化
に
貢
献
し
た
。

 
・

JU
C、
日
本
人
教
員
、
マ
レ
ー
シ
ア
日
本
人
商
工
会
議
所
（

JA
C

TI
M
）
の
協
力
に
よ
り
、
成
果

1、
7、

8、
9
及
び

10
と
い
っ
た
日
本
企
業
・
大
学
と
の
連
携
に
係
る
成
果
の
達
成
が
促
進
さ
れ
た
。

 
・

M
JI

IT
側
で
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
委
員
会
を
活
性
化
し
、
学
生
獲
得
の
た
め
の
戦
略
を
立
て

20
16
年

よ
り
特
に
よ
り
組
織
的
に
活
動
を
行
っ
た
結
果
、

20
16

/1
7
年
度
の
学
部
レ
ベ
ル
の
入
学
者
数
の
増

加
を
み
た
。

 
・
文
部
科
学
省
や
大
学
独
自
の
留
学
生
向
け
の
予
算
措
置
に
よ
る
留
学
生
招
へ
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
、
日

本
人
学
生
の
派
遣
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
推
進
さ
れ
、
特
に
成
果

10
の
達
成
に
貢
献
し
た
。

 
・

M
JI

IT
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
整
備
し
、
冊
子
「

M
JI

IT
 R

ES
EA

R
C

H
」
を
作
成
し
、
各

iK
oh

za
の
情

報
を
公
表
し
て
い
る
。

 
 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
生
じ

た
促
進
・
阻
害
要
因
、
そ
の

対
応
策

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C /
P 

民
間
企
業
、
商
工
会
議

所
 

JU
C
幹
事
校
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阻
害
要
因

 
・
マ
レ
ー
シ
ア
側
へ
の
移
管
を
念
頭
に
置
い
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
デ
ザ
イ
ン
で
は
な
い
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
後
に
向
け
た
業
務
移
管
を
難
し
く
し
て
い
る
。
特
に
、
日
本
側
大
学
や
産
業
と
の
連
携
強

化
に
つ
い
て
は
、
日
本
側
が
担
っ
て
い
る
現
状
で
あ
り
、
持
続
性
に
も
影
響
を
与
え
て
い
る
。

 
・

PD
M
の
要
約
と
指
標
に
つ
い
て
は
、
整
合
し
て
い
な
い
箇
所
が
あ
る
。
ま
た
、
指
標
は
す
べ
て
量

的
な
指
標
で
あ
る
が
、
日
本
型
工
学
教
育
の
定
着
度
合
い
や
そ
の
質
・
効
果
と
い
っ
た
、
教
育
・
研

究
の
質
的
な
面
で
の
状
況
を
把
握
し
に
く
く
し
て
い
る
面
が
あ
る
。

 
・
学
生
数
が
伸
び
悩
ん
だ
こ
と
は
、
教
員
配
置
も
含
め
大
学
運
営
全
般
に
影
響
を
与
え
る
と
と
も
に
、

組
織
的
、
財
政
的
な
持
続
性
に
も
影
響
を
与
え
て
い
る
。

 
・
原
油
価
格
の
下
落
に
伴
う
国
家
財
政
問
題
の
影
響
を
受
け
て
、
マ
レ
ー
シ
ア
側
予
算
が

20
16
年
よ

り
大
き
く
減
少
し
た
。
大
学
の
財
政
運
営
に
影
響
を
与
え
、
職
員
の
採
用
や
雇
用
の
継
続
、
奨
学
資

金
の
減
少
な
ど
、
教
育
・
研
究
活
動
全
般
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

 
・
本
体
事
業
に
お
け
る
機
材
調
達
・
設
置
の
遅
延
、
特
に
本
体
円
借
款
事
業
の
国
内
競
争
入
札
（

LC
B）

の
機
材
に
つ
い
て
教
育
・
研
究
活
動
の
実
施
や
、
講
座
の
開
設
・
運
営
に
影
響
を
与
え
る
と
と
も
に
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
率
性
の
阻
害
要
因
と
な
っ
た
。

 
・
多
く
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ベ
ル
の

C/
P
の
異
動
が
あ
っ
た
こ
と
や
、
事
務
系
職
員
に
つ
い
て
も
同
様

で
、
特
に
大
体
数
が
契
約
ベ
ー
ス
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
雇
用
ス
テ
ー
タ
ス
が
不
安
定
で
あ
り
効
率
的

な
大
学
運
営
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
に
お
い
て
影
響
を
与
え
た
。

 

妥 当 性  

政
策
・
ニ
ー

ズ
と
の
整

合
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
マ
レ
ー
シ
ア

国
の
政
策
と
整
合
性
が
と
れ
て

い
る
か
？

 

・
マ
レ
ー
シ
ア
の
最
新
の
関
連
政
策
で
あ
る
「
第

11
次

5
カ
年
計
画
（

20
16

-2
02

0）
」
や
「
マ
レ
ー

シ
ア
高
等
教
育
計
画
（

M
al

ay
si

a E
du

ca
tio

n 
B

lu
ep

rin
t）

2 0
15

-2
02

5」
と
整
合
し
て
い
る
。
そ
れ
ら

の
政
策
で
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
た
め
の
研
究
強
化
や
、
革
新
的
な
化
学
技
術
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
創
造
で
き
る
人
材
育
成
を
掲
げ
て
い
る
。

 
・

D
PP

C
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
レ
ベ
ル
で
は
仙
台
防
災
行
動
枠
組
み
（

Th
e 

Se
nd

ai
 

Fr
am

ew
or

k 
fo

r D
is

as
te

r R
isk

 R
ed

uc
tio

n 
20

15
-2

03
0）
、
マ
レ
ー
シ
ア
国
内
で
は
、
マ
ラ
ッ
カ
防

災
宣
言
（

20
11
‐
）
で
設
定
さ
れ
て
い
る
目
標
と
合
致
す
る
。
（
専
門
家
）

 

・
他
の
関
連
政
策
の
有
無
と

取
り
組
み
と
の
整
合
性
確

認
 

行
政
資
料
、
専
門
家
、

C
/P

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
日
本
の
開
発

援
助
政
策
と
整
合
性
が
と
れ
て

い
る
か
？

 

・
2 0

12
年

4
月
の
対
マ
レ
ー
シ
ア
国
別
援
助
方
針
に
お
い
て
、
先
進
国
入
り
に
向
け
た
均
衡
の
と
れ

た
発
展
へ
の
支
援
を
重
点
分
野
と
し
、
日
本
の
経
験
や
高
い
技
術
を
活
用
し
た
協
力
、
人
的
交
流
を

通
じ
た
両
国
間
の
理
解
促
進
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

 
・

20
10
年

4
月
の
「
日
・
マ
レ
ー
シ
ア
共
同
首
脳
声
明
」
に
お
い
て
は
、
マ
レ
ー
シ
ア
政
府
が
東
方
政

策
を
通
し
て
果
た
し
て
き
た
役
割
を
評
価
し
た
う
え
で
、
工
学
分
野
で
の
日
本
の
経
験
を
マ
レ
ー
シ

ア
の
高
等
教
育
に
取
り
入
れ
る
た
め
の
検
討
を
行
う
こ
と
が
合
意
さ
れ
て
い
る
。

 

・
日
本
の
対
マ
レ
ー
シ
ア
援

助
方
針
・
事
業
方
針
（

2 0
17

年
）

 
・
日
マ
レ
ー
シ
ア
二
国
間
首

脳
会
談
で
両
国
首
脳
に
よ

り
合
意
さ
れ
た
「
東
方
政

策
2.

0」
（

20
15
）

 

行
政
資
料
、
専
門
家
、

 
JI

C
A
事
務
所

 

日
本
に
技
術
的
優
位
性
が
あ
る

 
か

? 

・
ア
セ
ア
ン
工
学
系
高
等
教
育
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（

A
U

N
/ S

EE
D

-N
et
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
も
妥

当
で
あ
る
。
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
多
く
の
連
携
活
動
を
通
じ
て
、
他

A
SE

A
N
諸
国
や
日
本
と
の
連

携
が
促
進
さ
れ
て
い
る
。

 
・

D
PP

C
は
、

2 0
14
年

12
月
の
マ
レ
ー
シ
ア
半
島
部
東
海
岸
で
の
洪
水
に
よ
る
被
害
を
受
け
て
、
マ

レ
ー
シ
ア
政
府
が
防
災
行
政
関
係
者
の
防
災
対
応
能
力
の
強
化
等
を
行
う
た
め
に
、
防
災
に
知
見
・

経
験
の
豊
富
な
日
本
か
ら
の
協
力
の
下
で
設
置
し
た
い
と
し
、
同
セ
ン
タ
ー
を

M
JI

IT
に
設
置
し

た
。

 

・
支
援
工
学
分
野
に
お
け
る

日
本
の
優
位
性

 
・

A
U

N
/ S

EE
D

-N
et
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
に
お
け
る
知
見
活

用
事
例
、
効
果

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
、

 
専
門
家
、

C/
P 

民
間
企
業
、
商
工
会
議

所
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
受
益
者
の

ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
い
る
か
？

 

・
M

JI
IT
は
、
日
本
の
技
術
が
特
に
優
れ
て
い
る
分
野
に
対
し
て
、
日
本
型
教
育
の
特
長
で
も
あ
る
教

員
に
よ
る
学
生
へ
の
い
き
届
い
た
研
究
指
導
と
併
せ
て
技
術
倫
理
教
育
等
も
取
り
入
れ
た
体
制
に

よ
り
、
学
部
、
大
学
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
研
究
開
発
の
場
を
提
供
す
る
こ
と
を
め
ざ
し
て
設
立
さ
れ

た
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
設
立
さ
れ
た
ば
か
り
の
ス
テ
ー
ジ
に
あ
る

M
JI

IT
の
開
発
ニ
ー
ズ
に
整

合
し
て
い
る
。

 

・
日
本
型
教
育
（

L B
E）
の
優

位
性
、
効
果

 
・
人
間
力
、

K
ES
（
知
識
、
経

験
、
自
主
学
習
）
サ
イ
ク

ル
、
も
の
づ
く
り
等
に
対

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
、

 
専
門
家
、

C/
P 

民
間
企
業
、
商
工
会
議

所
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・
「
人
間
力
（
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
、
尊
敬
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
、
規
律
、
責
任
）
」
や
、
「

K
ES
（
知
識
、

経
験
、
自
主
学
習
）
サ
イ
ク
ル
」
「
も
の
づ
く
り
」
「
学
生
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

S t
ud

en
t M

ob
ili

ty
 

P r
og

ra
m
）
」
等
も
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 
・

M
JI

IT
に
は
機
械
精
密
工
学
（

M
PE
）
、
電
子
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
工
学
（

ES
E）
、
環
境
・
グ
リ
ー

ン
技
術
工
学
（

EG
T ）
、
技
術
経
営
学
（

M
O

T ）
及
び
防
災
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
（

D
PP

C ）
へ
の

支
援
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 

す
る
ニ
ー
ズ

 
・
対
象
学
科
の
市
場
ニ
ー
ズ

 

戦
略
・
ア
プ

ロ
ー
チ

 

円
借
款
事
業
の
附
帯
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
と
し
て
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は

適
切
で
あ
る
か
？

 

・
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
基
本
的
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
追
加
投
入
を
行
っ
て
運
営
・
維
持
管
理
面
の
体
制
を

強
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
本
体
事
業
の
目
的
で
あ
る
マ
レ
ー
シ
ア
に
お
け
る
日
本
型
工
学
教
育
の
導

入
を
一
層
促
進
し
、
円
借
款
の
開
発
効
果
の
増
大
を
図
る
も
の
と
し
て
計
画
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、

妥
当
で
あ
る
。

 

・
本
体
事
業
の
進
捗
状
況

 
・
本
体
事
業
と
の
相
乗
効
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
、

 
専
門
家
、

C/
P 

有 効 性  

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

の
達
成
状

況
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
達
成
さ

れ
る
か
？

 

・
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
既
述
の
と
お
り
本
体
円
借
款
事
業
の
円
滑
な
実
施
を
効
果
的
に
支
援
し
て
き

た
。
講
座
制
に
代
表
さ
れ
る
日
本
型
工
学
教
育
の
導
入
に
も
貢
献
す
る
な
ど
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
に
貢
献
し
て
い
る
。

 
・
指
標
に
つ
い
て
は
、
論
文
数
に
つ
い
て
は
達
成
が
見
込
ま
れ
る
が
、
在
校
生
数
に
つ
い
て
は
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
達
成
で
き
な
い
見
込
み
で
あ
り
、
指
標
に
照
ら
す
と
部
分
的
な
達
成
に
と
ど
ま

る
。

 

・
指
標
の
達
成
見
込
み

 
・
更
新
さ
れ
た
在
校
生
数
の

達
成
目
標

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

JU
C
幹
事
校

 

外
部
条
件
が
満
た
さ
れ
な
い
可

能
性
が
あ
る
か
？

  

・
M

JI
IT
は
、

20
16

/1
7
よ
り
授
業
料
の
制
度
を
変
更
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
学
部
生
は

5,
00

0R
M
と

金
額
に
変
更
は
な
い
が
、

M
JI

IT
の
補
填
に
よ
り
デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
料
金
を
適
用
し
て
い
た
学
生

が
、
授
業
料
全
額
負
担
に
な
っ
た
。
ま
た
、
日
本
型
工
学
教
育
の
導
入
に
つ
い
て
は
、
幾
つ
か
の
ラ

ボ
に
お
い
て
機
材
調
達
・
設
置
の
遅
延
の
影
響
を
受
け
た
。
こ
れ
ら
か
ら
、
指
標
の
学
生
数
の
目
標

達
成
に
関
し
て
は
、
外
部
条
件
で
あ
る
「
マ
レ
ー
シ
ア
政
府
、
日
本
政
府
、

JU
C
及
び

JI
C

A
か
ら

の
投
入
が
計
画
ど
お
り
に
な
さ
れ
、
本
体
事
業
が
計
画
ど
お
り
に
実
施
さ
れ
る
」
に
影
響
を
受
け
て

い
る
。

 

・
授
業
料
値
上
げ
、
機
材
調

達
の
遅
れ
に
よ
る
指
標
へ

の
影
響
度

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成

へ
の
そ
の
他
の
促
進
・
阻

害
要
因
響

 

設
定
さ
れ
た
指
標
は
適
切
で
あ

る
か
？

 

・
指
標
は
す
べ
て
量
的
な
指
標
で
あ
る
が
、
日
本
型
工
学
教
育
の
導
入
を
一
層
促
進
し
、
円
借
款
の
開

発
効
果
の
増
大
を
図
る
う
え
で
は
、
日
本
型
工
学
教
育
の
定
着
度
合
い
や
そ
の
質
・
効
果
と
い
っ
た
、

教
育
・
研
究
の
質
的
な
面
に
つ
い
て
も
設
定
す
る
こ
と
も
検
討
に
値
す
る
。

 

・
外
部
環
境
の
変
化
等
に
よ

る
指
標
の
妥
当
性

 

専
門
家
、

C/
P 

成
果
と
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標
と

の
因
果
関

係
 

10
の
成
果
の
設
定
は
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
た
め
適
切

な
も
の
で
あ
っ
た
か
？

 

・
P D

M
の
要
約
と
指
標
に
つ
い
て
は
、
整
合
し
て
い
な
い
箇
所
が
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指

標
に
、
学
生
数
を
設
定
す
る
こ
と
は
、
本
体
円
借
款
事
業
と
の
整
合
性
の
観
点
か
ら
は
妥
当
で
あ
る

が
、
本
事
業
が
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、

PD
M
に
設
定
さ
れ
て
い

る
10
の
成
果
と
活
動
が
直
接
学
生
数
の
目
標
達
成
に
結
び
付
く
と
は
い
え
な
い
。
ま
た
、
指
標
は

す
べ
て
量
的
な
指
標
で
あ
る
が
、
日
本
型
工
学
教
育
の
導
入
を
一
層
促
進
し
、
円
借
款
の
開
発
効
果

の
増
大
を
図
る
う
え
で
は
、
日
本
型
工
学
教
育
の
定
着
度
合
い
や
そ
の
質
・
効
果
と
い
っ
た
、
教
育
・

研
究
の
質
的
な
面
に
つ
い
て
も
設
定
す
る
こ
と
も
検
討
に
値
す
る
。

 

・
各
成
果
の
達
成
状
況
及
び

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
の

関
連
性

 

効 率 性  

成
果
の
達

成
度

 

投
入
の
結
果
と
し
て
の
成
果
の

発
現
は
十
分
か
？

 

・
PD

M
に
記
載
さ
れ
て
い
る

10
の
成
果
の
う
ち
、
半
数
に
つ
い
て
は
既
に
達
成
済
み
あ
る
い
は
目
標

を
超
え
て
達
成
し
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
さ
ら
に
目
標
を
超
え
る
も
の
も
あ
る
（
成

果
1、

7、
8、

9
及
び

10
）
。
こ
れ
ら
は
、
主
に
日
本
企
業
・
大
学
と
の
連
携
に
係
る
成
果
で
あ
る
。

他
方
、
教
育
・
研
究
に
係
る
成
果
に
つ
い
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
部
分
的
な
達
成
に
と

ど
ま
る
見
込
み
で
あ
る
（
成
果

2、
3、

4、
5
及
び

6）
 

・
投
入
と
成
果
に
係
る
関
係

者
の
認
識

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家

 

本
体
事
業
の
機
材
は
十
分
に
活

用
さ
れ
て
い
る
か
？

 

・
本
体
事
業
に
お
け
る
機
材
調
達
・
設
置
の
遅
延
、
特
に
本
体
円
借
款
事
業
の
国
内
競
争
入
札
（

LC
B）

の
機
材
に
つ
い
て
は
、
教
育
・
研
究
活
動
の
実
施
や
、
講
座
の
開
設
・
運
営
に
影
響
を
与
え
る
と
と

も
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
率
性
の
阻
害
要
因
と
な
っ
た
。

 

・
機
材
の
活
用
状
況
、
現
在

の
稼
働
状
況
、
維
持
管
理

状
況

 

目
視

 
専
門
家
、

C/
P 

本
邦
研
修
の
参
加
者
は
適
切
に

選
定
さ
れ
、
研
修
内
容
は
十
分

に
活
用
さ
れ
て
い
る
か
？

 

・
大
学
運
営
に
係
る
本
邦
研
修
に
つ
い
て
は
、
学
科
長
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
よ
る
と
、
研
修
は
効
果

的
で
あ
る
が
研
修
内
容
や
研
修
後
の
効
果
を
高
め
る
た
め
に
も
、
担
当
者
レ
ベ
ル
の
サ
ポ
ー
ト
ス
タ

ッ
フ
の
み
な
ら
ず
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ベ
ル
の
参
加
が
望
ま
し
い
と
の
意
見
が
複
数
あ
げ
ら
れ
た
。

 

・
本
邦
研
修
参
加
者
に
よ

る
、
研
修
成
果
の
活
用
状

況
、
人
選
の
適
切
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 
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活
動
を
予
定
ど
お
り
に
実
施
す

る
た
め
の
投
入
は
質
量
と
も
に

適
切
で
、
か
つ
適
時
に
実
施
さ

れ
た
か
？

 

・
本
体
円
借
款
事
業
と
一
体
と
な
っ
た
事
業
計
画
と
す
る
こ
と
で
効
率
的
な
計
画
が
策
定
さ
れ
た
が
、

同
時
に
外
部
条
件
で
あ
る
機
材
調
達
・
設
置
の
遅
延
に
よ
り
効
率
性
に
影
響
を
受
け
た
。
ま
た
、
マ

レ
ー
シ
ア
政
府
に
よ
る
人
員
不
足
、
財
政
不
足
は
、
効
率
性
を
阻
害
し
た
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
を
通
じ
て
、
多
く
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ベ
ル
の

C/
P
の
異
動
が
あ
っ
た
。
事
務

系
職
員
に
つ
い
て
も
同
様
で
、
特
に
大
多
数
が
契
約
ベ
ー
ス
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
雇
用
ス
テ
ー
タ
ス

が
不
安
定
で
あ
り
効
率
的
な
大
学
運
営
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
に
お
い
て
影
響
を
与
え
た
。

 

・
投
入
実
績

 
・
本
体
事
業
の
進
捗

 
・

C
/P
異
動
状
況
、
対
応
策

 

他
ス
キ
ー

ム
、
関
連
事

業
と
の
連

携
 

本
体
事
業
、

JI
C

A
関
連
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
と
の
相
乗
効
果
、
支
援

の
重
複
は
あ
る
か
？

 

・
A

U
N

/ S
EE

D
-N

et
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
も
妥
当
で
あ
る
。
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
多
く
の
連
携

活
動
を
通
じ
て
、
他

A
SE

A
N
諸
国
や
日
本
と
の
連
携
が
促
進
さ
れ
て
い
る
。

 
・

A
U

N
/S

ee
d-

N
et
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
で
は
、

20
16
年

9
月
の
地
域
防
災
会
議
の
共
催
、
防
災

分
野
の

H
os

t I
ns

tit
ut

e
と
し
て
の
指
名
、

M
JI

IT
か
ら
の
共
同
研
究
や
交
換
留
学
生
の
助
成
資
金
申

請
な
ど
活
発
で
あ
る
。
（
専
門
家
）

 

・
本
体
事
業
、

JI
C

A
関
連
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
と
の
相
乗

効
果
、
連
携

 
・
他
国
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の

連
携

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

イ ン パ ク ト  

上
位
目
標

 
上
位
目
標
が
達
成
す
る
見
込
み

が
あ
る
か
？

 

・
上
位
目
標
の
達
成
目
標
年
は

20
20
年
で
あ
り
、
現
時
点
で
達
成
見
込
み
を
立
て
る
の
は
時
期
尚
早

で
あ
る
。
た
だ
し
、
二
つ
の
指
標
の
う
ち
、
卒
業
生
数
に
つ
い
て
は
現
在
の
学
生
数
を
み
る
と
達
成

す
る
見
込
み
は
低
い
。

 
・
就
職
率
に
つ
い
て
は
、

M
JI

IT
に
お
い
て
質
問
票
や
オ
ン
ラ
イ
ン
を
通
じ
て
定
期
的
に
追
跡
調
査
を

行
う
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
て
お
り
、
設
立
さ
れ
た
同
窓
会
を
用
い
た
デ
ー
タ
収
集
が
計
画
さ
れ
て

い
る
。

 
・
通
常
の
学
生
が
必
修
科
目
の
み
を
と
っ
て
も
ビ
ジ
ネ
ス
で
使
え
る
レ
ベ
ル
の
日
本
語
を
身
に
つ
け

る
こ
と
は
難
し
い
。
ま
た
選
択
科
目
で
日
本
語
を
学
習
す
る
学
生
も
、
通
常
は
日
本
語
検
定
で

N
5

レ
ベ
ル
程
度
で
あ
り
、
就
職
の
た
め
に
使
え
る
日
本
語
は

N
3
レ
ベ
ル
と
い
わ
れ
て
い
る
の
で
、
日

本
語
能
力
を
学
生
の
就
職
の
際
の
ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
に
す
る
た
め
に
は
授
業
数
を
増
や
す
必
要

が
あ
る
。
（
専
門
家
）

 

・
指
標
達
成
状
況
、
指
標
入

手
の
可
能
性
、
同
窓
会
の

活
用
状
況

 
・
更
新
さ
れ
た
卒
業
生
数
の

達
成
目
標

 
・
就
職
率
に
お
け
る
日
本
語

教
育
の
寄
与

 
・
卒
業
生
採
用
企
業
の
満
足

度
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C /
P、
民
間

企
業
、
商
工
会
議
所

 

波
及
効
果

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
は
波
及

し
た
か
？

 
ま
た
、
今
後
波
及

す
る
見
込
み
は
あ
る
か
？

 

・
既
に
確
認
さ
れ
て
い
る
波
及
効
果
と
し
て
以
下
が
挙
げ
ら
れ
る
。

 
- 
企
業
の
冠
講
座
（
高
砂
熱
学
工
業
）

 
- 
山
口
大
学
と
の
国
際
連
携
講
座

 
- 
筑
波
大
学
と
の

Ca
m

pu
s i

n 
Ca

m
pu

sプ
ロ
グ
ラ
ム

 
- 
京
都
大
学
と
の
日

A
SE

A
N
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
共
同
研
究
拠
点
（

JA
ST

IP
）

 
- 
東
京
農
工
大
学
と
の

A
IM

S
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
- 
「
筑
波
大
学
・
東
海
大
学
－

JI
C

A
ボ
ラ
イ
ン
テ
ィ
ア
派
遣
連
携
事
業
マ
レ
ー
シ
ア
日
本
国
際

工
科
院
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
通
じ
た
青
年
海
外
協
力
隊
員

4
名
（
日
本
語
教

師
）
の
派
遣

 
- 
東
京
都
市
大
学
と
の
教
員
の
人
事
交
流
（
若
手
教
員

2
名
が
採
用
さ
れ
た
）

 
- 
東
京
都
市
大
学
と
の
国
際
連
携
講
座
の
計
画

 
- 
グ
ロ
ー
バ
ル
・
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

G
M

P）
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

M
JI

IT
の
必
須
科
目
の

単
位
取
得
を
伴
う
日
本
へ
の
短
期
留
学
）

 
- 
山
口
大
学
か
ら
の
サ
バ
テ
ィ
カ
ル
を
利
用
し
た
教
員
の
長
期
派
遣
（

1
年
間
）

 
- 
金
沢
工
業
大
学
か
ら
の
科
研
費
に
よ
る
教
員
の
長
期
派
遣
（

1
年
間
）

 
- 
金
沢
工
業
大
学
が
獲
得
し
た

JS
T
予
算
に
よ
る
「
人
間
力
・
も
の
づ
く
り
教
育
」
に
関
す
る
連

携
 

- 
日
本
電
子
株
式
会
社
（

JE
O

L）
と
の
電
顕
ラ
ボ
の
共
同
運
営

 
- 
九
州
大
学
と
の
電
顕
ラ
ボ
の
技
術
的
連
携

 

・
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
波

及
効
果

 
・

JU
C
メ
ン
バ
ー
大
学
の
運

営
に
お
け
る
イ
ン
パ
ク
ト

の
有
無

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C /
P 

JU
C
幹
事
校

 

そ
の
他
正
負
の
影
響
は
あ
る

か
？

 
・

M
D

RM
一
期
生
を
戦
略
的
パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
、
防
災
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
講
演
者
と
し
て
招
へ

い
し
、
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

C/
P
に
す
る
な
ど
し
て
つ
な
が
り
を
維
持
し
て
い
る
。
（
専
門
家
）

 
・
該
当
す
る
事
例
の
確
認

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 
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持 続 性  

政
策
面

 
政
策
的
方
向
性
及
び

U
TM
の

運
営
方
針
と
の
整
合
性
は
あ
る

か
？

 

・
「
第

11
次

5
カ
年
計
画
（

2 0
16

-2
02

0）
」
や
「
マ
レ
ー
シ
ア
高
等
教
育
計
画
（

M
al

ay
si

a E
du

ca
tio

n 
B

lu
ep

rin
t）

2 0
15

-2
02

5」
と
い
っ
た
最
新
の
関
連
政
策
に
お
け
る
持
続
性
は
高
い
。

 
・
国
際
講
座
、
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
学
生
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
通
じ
て
形
成
さ
れ
た
本
邦
大
学
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、

M
JI

IT
の
制
度
的
な
持
続
性
を
高
め
て

い
る
。

 

・
関
連
政
策
・
品
質
基
準
の

動
向

 
・

U
TM
の
戦
略
・
計
画
・
目

標
と
の
整
合
性

 

行
政
資
料

 
専
門
家
、

C /
P 

組
織
面

 
C

/P
機
関
に
お
い
て
必
要
な
組

織
・
人
員
的
な
措
置
が
行
わ
れ

る
か
？

 

・
M

JI
IT
の
組
織
的
な
持
続
性
は
、
学
生
数
の
安
定
的
な
獲
得
と
増
加
に
依
拠
し
て
お
り
、
特
に
大
学

院
の
学
生
獲
得
を
促
進
す
る
必
要
が
あ
る
。
講
座
制
を
含
む
日
本
型
工
学
教
育
に
つ
い
て
は
、
将
来

的
な
移
管
も
視
野
に
、
よ
り
意
識
的
に

C
/P
の
能
力
強
化
を
通
じ
て
持
続
性
を
高
め
る
必
要
が
あ

る
。

 
・
国
際
ユ
ニ
ッ
ト
に
つ
い
て
は
、
機
能
す
る
よ
う
に
な
れ
ば
日
本
も
含
む
マ
レ
ー
シ
ア
内
外
の
外
部

パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
連
携
を
持
続
さ
せ
る
組
織
と
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

 
・
日
本
文
化
ユ
ニ
ッ
ト
の
設
置
は
、
文
化
的
な
活
動
を
念
頭
に
計
画
さ
れ
、

M
JI

IT
と
と
も
に
計
画
の

詳
細
を
協
議
し
、

U
TM
へ
の
申
請
用
の
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
を
作
成
し
た
が
、

U
TM
の
予
算
削

減
に
よ
り
、
職
員
の
補
充
等
、
追
加
コ
ス
ト
が
含
ま
れ
る
本
計
画
書
を
提
出
で
き
る
状
況
で
は
な
く
、

検
討
が
止
ま
っ
て
い
る
。
一
方
で
、
単
位
の
認
定
を
含
む
大
学
院
生
用
の
日
本
語
の
ク
ラ
ス
（
選
択

科
目
）
は

U
TM
か
ら
承
認
さ
れ
、
今
の
体
制
で
実
施
し
て
い
る
。

 
・

D
PP

C
に
つ
い
て
は
、
防
災
専
門
ス
タ
ッ
フ
の
雇
用
と
既
存
ス
タ
ッ
フ
の
継
続
的
な
フ
ァ
カ
ル
テ
ィ
・

デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
を
通
じ
た

M
JI

IT
内
部
人
材
の
強
化
に
よ
る
持
続
性
の
向
上
が
有
効
で
あ

る
。

 

・
日
本
型
工
学
教
育
の
持
続

性
確
保
の
た
め
の
方
策
の

有
無
（
組
織
・
人
員
・
財
政

的
措
置
）

 
・
国
際
ユ
ニ
ッ
ト
、
日
本
文

化
ユ
ニ
ッ
ト
設
置
の
意
向

 
・
施
設
・
機
材
の
維
持
管
理

の
責
任
部
署
、
実
施
体
制

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C /
P 

技
術
面

 
継
続
的
な
活
動
の
た
め
に
十
分

な
技
術
移
転
が
実
施
さ
れ
た

か
？

 

・
日
本
型
工
学
教
育
を
実
践
す
る
う
え
で
、
技
術
的
に
自
立
す
る
た
め
に
は
、
さ
ら
に
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・

デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
個
人
レ
ベ
ル
で
の
教
育
・
研
究
能
力
強
化
に
加
え
、

M
JI

IT
と
本
邦
大
学
・
教
員
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
確
立
も
技
術
的
な
持
続
性
確
保
の
う
え
で

は
重
要
な
要
素
で
あ
る
。

 
・
副
院
長
（
国
際
・
連
携
担
当
）
は

U
TM
の
他
の
学
部
に
は
な
い
、
追
加
的
な
ポ
ス
ト
で
あ
る
。
従

来
か
ら
の
人
脈
に
よ
る
、

JU
C
や
日
本
の
大
学
、
企
業
と
の
密
接
な
つ
な
が
り
を
も
ち
、
調
整
で
き

る
人
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
マ
レ
ー
シ
ア
側
へ
の
移
管
の
計
画
は
難
し
い
。
（
専
門
家
）

 
・
防
災
分
野
の

C/
P
に
は
、
技
術
移
転
の
ほ
か
、
日
本
及
び
ア
ジ
ア
地
域
で
活
躍
す
る
防
災
研
究
者
や

実
務
者
と
の
交
流
や
共
同
活
動
の
機
会
を
創
出
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
事
業
計
画
づ
く
り
、
外
部
資

金
獲
得
の
た
め
の
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
づ
く
り
な
ど
、
ア
ド
ミ
的
な
能
力
強
化
も
日
々
試
み
て
い
る
。（
専

門
家
）

 
・
機
材
の
維
持
管
理
に
つ
い
て
は
、
技
術
的
に
は
国
内
・
地
域
内
で
解
決
で
き
る
た
め
問
題
な
い
も
の

と
み
ら
れ
て
お
り
、
機
材
維
持
管
理
の
問
題
は
予
算
で
あ
る
。
な
お
、
全
般
的
に
人
員
不
足
も
技
術

面
で
の
持
続
性
に
影
響
を
与
え
る
要
因
で
あ
り
、
適
切
な
人
員
（
数
と
質
）
の
配
置
に
努
力
す
る
必

要
が
あ
る
。

 

・
M

JI
IT
ス
タ
ッ
フ
の
技
術

習
得
度
、
技
術
の
活
用
状

況
 

・
M

JI
IT
と
本
邦
大
学
・
教
員

と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

の
確
立
状
況
、
将
来
計
画

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 

財
政
面

 
継
続
的
な
活
動
の
た
め
の
予
算

を
確
保
し
て
い
る
か
？

 

・
20

16
年
か
ら
み
ら
れ
る

M
O

H
E
か
ら
の
特
別
予
算
措
置
の
削
減
は
、
持
続
性
の
主
た
る
リ
ス
ク
要

因
と
な
っ
て
い
る
。

M
JI

IT
は
、
財
政
的
持
続
性
を
深
刻
な
課
題
と
認
識
し
て
お
り
、
学
生
獲
得
の

た
め
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
強
化
、
外
部
パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
連
携
強
化
と
い
っ
た
方
策
を
打
ち
出
し
対

策
を
講
じ
て
い
る
。

 
・

20
17
年
か
ら
授
業
料
や
研
究
設
備
の
利
用
料
等
の
収
入
を
運
営
に
使
う
こ
と
が
認
め
ら
れ

M
JI

IT
の
教
育
研
究
活
動
の
強
化
に
使
わ
れ
て
い
る
。
同
年
か
ら
日
本
留
学
組
の
採
用
を
積
極
的
に
進
め
て

い
た
。
（
専
門
家
）

 
・
施
設
・
機
材
の
維
持
管
理
に
つ
い
て
は
、
ラ
ボ
の
活
用
に
よ
る
収
入
創
出
を
め
ざ
し
て
ビ
ジ
ネ
ス
ユ

ニ
ッ
ト
設
置
を
行
う
な
ど
、
対
策
を
講
じ
始
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

M
JI

IT
の
も
つ
ラ
ボ
の
う

ち
、
外
部
利
用
を
想
定
し
た
四
つ
の
サ
ー
ビ
ス
ラ
ボ
（
電
子
顕
微
鏡
、
ナ
ノ
微
細
加
工
、
精
密
加
工
、

・
M

JI
IT
運
営
予
算
、
研
究
資

金
の
推
移

 
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
強
化
、

外
部
パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
連

携
強
化
、
ラ
ボ
機
材
に
よ

る
予
算
創
出
状
況

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C/
P 
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化
学
分
析
）
は
利
用
料
金
が
策
定
さ
れ
、
ま
た
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
も
機
器
の
詳
細
な
情
報
や
利
用
申

込
方
法
を
公
開
し
て
い
る
。
現
在
ほ
と
ん
ど
の
利
用
者
が

U
TM
と

M
JI

IT
内
部
の
利
用
者
で
あ
る

が
、
外
部
の
大
学
や
研
究
機
関
の
利
用
も
あ
る
。
（
専
門
家
）

 

阻
害
要
因

 
持
続
性
に
影
響
を
与
え
る
要
因

は
あ
る
か
？

 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
を
通
じ
て
、
多
く
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ベ
ル
の

C/
P
の
異
動
が
あ
っ
た
こ
と

や
、
事
務
系
職
員
に
つ
い
て
も
同
様
で
、
特
に
大
多
数
が
契
約
ベ
ー
ス
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
雇
用
ス

テ
ー
タ
ス
が
不
安
定
で
あ
り
効
率
的
な
大
学
運
営
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
に
お
い
て
影
響

を
与
え
る
と
と
も
に
、
持
続
性
に
も
影
響
を
与
え
て
い
る
。

 

・
C

/P
異
動
状
況
、
対
策

 
・
そ
の
他
の
持
続
性
の
促

進
・
阻
害
要
因

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

 
専
門
家
、

C /
P 

提 言 ・ 教 訓  

提
 
言

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
実

施
す
べ
き
事
項
は
あ
る
か
？

 

・
日
本
に
お
け
る
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
ポ
ス
ト
開
拓
は
、
円
借
款
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
ア
ジ
ア
シ
ー
ド
）

と
と
も
に
実
施

/支
援
し
て
き
た
が
、

20
18
年
以
降
は
ア
ジ
ア
シ
ー
ド
と
の
契
約
が
終
わ
る
こ
と
か

ら
、

M
JI

IT
へ
の
引
き
継
ぎ
が
必
要
。

 
・

JU
C
の
積
極
的
な
参
画
（
特
に
研
究
面
で
の
教
員
の
交
流
、
日
本
人
学
生
の
派
遣
）
に
つ
い
て
、
継

続
し
た
議
論
が
必
要
。

JU
C
が
共
同
研
究
を
リ
ー
ド
す
る
体
制
整
備
。

 
・
院
長
の
任
期
満
了
に
伴
い
、
後
任
へ
の
引
き
継
ぎ
を
専
門
家
チ
ー
ム
で
全
面
的
に
支
援
す
る
。
（
月

報
）

 

 
 

教
 
訓

 
次
期
フ
ェ
ー
ズ
、
他
の
類
似
事

業
に
お
い
て
活
用
可
能
な
経

験
、
留
意
点
は
あ
る
か
？

 

・
次
期
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
マ
レ
ー
シ
ア
企
業
も
含
め
、
大
学
院
・
博
士
を
取
得
し
た
学
生
の
就
職
先

と
し
て
、
高
度
な
研
究
開
発
人
材
に
対
す
る
需
要
が
あ
る
企
業
を
開
拓
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。（
専

門
家
）
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日 時 2018年 2月 5日 9:30-11:00 

面談対象 日本人専門家 

場 所 マレーシア日本国際工科院（MJIIT） 

マレーシア側参加者 林専門家、松浦専門家、高野専門家 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票の補足質問、グリッドに沿った指標の確認） 

＜機材調達の現状＞ 

• 機材調達の遅れは、国内競争入札（LCB）機材とマレーシア側のラボのリノベーションの遅れに

伴い国際競争入札（ICB）機材が設置できないことが要因である。主にマレーシア工科大学（UTM）

内のプロセスの問題であり、プロジェクトとして調達を促進するための調整を実施したが、多く

はコントロール不能。 

• 遅れに伴い、本来 2バッチだった ICBの入札を 1回増やし調達するなど、スケジュール変更を行

っており、MJIITでは変更後はスケジュールどおりに進んでいるという認識。 

 

＜ものづくりの導入について＞ 

• 機械精密工学（MPE）、電子・コンピュータ工学（ESE）にものづくりのコンポーネントを入れ

た。金沢工業大学が私立大学近代化予算を取って支援を実施することとなった（3,000 万円×5

年）。また科学技術振興機構（JST）若手研究者育成予算により助教授が 1年間派遣されている。 

 

＜JUCのかかわり＞ 

• MJIITは毎年日本とマレーシアで交互に実施しているが、昨年の日本での開催は日本側大学コン

ソーシアム（JUC）幹事校に断られた。幹事校もボランティアベースで実施するため、インセン

ティブが少ない。日本からの学生も少ない。一部のメンバー校、筑波大学、山口大学はマレーシ

アが地域として魅力があり（研究対象があり）、活発である。また、学生、教員に英語圏での経

験・実績を積ませることが日本の大学のインセンティブとなっている。 

 

＜日本語教育＞ 

• 日本語教育には必修（週 3回）と選択（週 3-5回）があり、必修は UTM Language Academy、選

択を青年海外協力隊（JOCV）、プロジェクト雇用のコンサルタント（JOCV の取りまとめ役）で

実施している。企業で必要な日本語のレベルには達していない。また、企業も日本語の必要性に

ついてさまざまな意見をもち、日本企業であっても必ずしも日本語能力が求められているわけで

はない。 

• フェーズ 2に関しては、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の活動に日本語教育が

記載されていないが、コンサルタントを雇用するには活動に入れておく必要があるのではない

か。また、現在は JOCVが使う教材、会議費もプロジェクトで負担している。 

 

＜SEED-Netプロジェクトとの連携＞ 

• MJIITの教員が SEED-Net（Southeast Asia Engineering Education Development Network）の競争資金
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を多く申請している。防災科学研究センター（DPPC）は SEED-Netの Post Instituteとして任命さ

れたが、活動自体は自己資金で行う必要があるため、昨年の地域会合以降、特に活動が実施され

ていない。 

 

＜UTMからの財務的自立＞ 

• Financial strategyが策定され、学費の値上げ、UTMへの上納金の低減が実現したことからMJIIT

が使える予算は増えたが、日本人教員（マレーシア教員の 3倍の給与）とラボ機材の維持管理予

算（機材費の 1割が必要）の確保は課題。四つのラボに関して機材貸し出しの料金表を作ってい

るが、他大学への貸し出しはあるが、企業へは実現していない。日本企業（日立化成）がアナリ

ティカルラボを借りようとしているが、担当技術者の不足、能力不足などにより難航している。

企業が技術者を派遣して機材を使い、その際の OJTとしてMJIIT技術者に技術移転する契約を検

討中。 

• MJIIT の収入は学生の授業料に頼っており、MJIIT は学生を増やすためのグローバル・モビリテ

ィ・プログラム（GMP）のプログラム充実に重点を置いている。ここに関する JICAプロジェク

トへの期待が高い。 

 

＜DPPCの複数年度計画の必要性＞ 

• DPPC は短期間に立ち上げる必要性があったため、スタッフが寄せ集めであり、他の機関と兼任

である者も多く全体のオーナーシップに課題がある。Key Performance Indicator（KPI）を取り入

れて共通の目標を設定することによりオーナーシップを高める必要がある。 

• DPPCには現在 10名程度のコア・メンバーとなる教員・研究員がいるが、一般的にいわれる防災

分野の専門性をもつ者は 2、3名であり残りは水質、廃棄物の専門と分野が異なる。 

 

＜本体事業終了後の引き継ぎ体制＞ 

• アジアシードが実施する日本での企業実習に関しては、8月の契約終了以降の実施体制が決まっ

ていない。院長は日本に留学しているマレーシアの学生をアルバイトで雇用するといったアイデ

アをもっているが機能しないと思われる。一方で日本に行ってまでインターンを行うことに関し

て MJIITは重視していない。日本へのインターン送り出しは 1人 150万円かかる。年間 30名を

送って就職まで行きつくのは多くて 2名。 

• 国内のインターンに関しては担当者（Dr. ヌルル）が任命されているが、就職支援に関しては担

当者がいない。産学連携については Dr. ハッタが任命されたが、機能していない。大学の特質な

のかもしれないが、上意下達で人が動かない。 

 

＜iKohzaの数＞ 

• 学生の数が少なく、それに伴い教員数も当初見込みより少ないため、今後さらに iKohza が新た

に立ち上がる見込みはない。現在でも iKohza ごとの教員の専門性が必ずしも一致していないた

め、再配置を実施している。 

• 一方で東京都市大学が農業のロボティクス分野に関して国際 iKohza を 2 講座開設するなどの連
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携は進んでいる。 

 

＜山口大学とのダブル・ディグリー・プログラム（DD）＞ 

• ミックスモデルは教育内容が不人気であり、またマレーシアでは一般的でないため（Researchで

も Taughtでもない）、学生が集まらなかった。また山口大学からの学生もなく、ミックスモード

のカリキュラムを改善するために一時停止に至った。 

 

＜次期フェーズのデザイン＞ 

• 次期フェーズの PDMは研究、修士・博士課程に重点が置かれている。実際、iKohzaは学士では

4 年生後半からかかわりが出てくるのみである。また、マレーシアでは研究職としての修士・博

士の就業機会は少なく、上位目標を産業界に資する人材の輩出とするなら、学士の就業支援に重

点を置くべきではないか。 

• 研究への支援のための「競争的共同研究支援」は、それができる iKohza は既に他の研究費を得

ている。できていない iKohza に対する支援を目的としてもヘッドのシニアのマレーシア人の研

究レベルが低く、その研究チームの育成に対して、日本の大学が関心を示すか疑問が残る。 

 

日 時 2018年 2月 5日 11:00-12:10 

面談対象 円借款コンサルタント 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 所澤様、末廣様（アジアシード）、森元様（オリエンタルコンサルタンツ） 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（グリッドに沿った指標の確認、コンサル担当業務についての質問） 

＜機材調達の現状＞ 

• 機材調達に関して、コンサルタントは ICBの調達のみを担当しているが、マレーシア側の機材設

置予定のラボのリノベーションの遅れに伴う 50-60機材の設置が遅れている。それ以外は予定ど

おりとなっている。 

• 現在全 495機材中、約半分の 277機材について契約が終了している。 

• 機材のスペック、消耗品の購入、維持管理に関しては、コンサル契約には含まれておらず、MJIIT

側の負担事項として実施されているため、把握していない。機材の調達、据え付け以降のことに

は関与していない。 

• 日本人教員がいないと、機材が十分に使えない状況がある。 

 

＜日本企業へのインターン受入れ＞ 

• 日本企業のマレーシアへの評価は高い。マレー系は宗教に関して食事、礼拝、飲みニケーション

はできないなどの制約から受入れが中華系よりも難しいことがあるが、これらのことを企業に事

前に説明してインターンを受け入れてもらう。 

• 日本でのインターン先の発掘には日本人教員のコネクションに頼ることが多かったため、日本人

教員の派遣が減少していることは懸念事項である。 
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• 人材不足の地方の中小企業、海外進出を考える中堅の上場企業などからの受入れの要望が増加し

ていることから、将来的にも継続の見込みはある。UTM のネームバリューは受入れを促進。企

業によるMJIITの日本型教育の成果は判定不能（他の大学から学生を多く受け入れるわけでない

ので比較できない）。 

• これらの業務を日本との交渉の担当者を巻き込んで Joint Implementationという形で引き継ぎをし

ながら業務を実施している。 

 

＜共同指導＞ 

• 評価結果から、共同指導は想定よりも受入先の教員の評価が高かった。共同指導は学校間の教員

同士の関係づくりに寄与している。 

 

日 時 2018年 2月 6日 11:00-12:00 

面談対象 カウンターパート 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 シャルム副院長（R&D） 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票に沿った聞き取り） 

＜業務内容＞ 

• 2011 年から MJIIT に所属している。副院長の任期はあと 1 年。副局長（研究・開発：R&D）と

して、その下には R&D 担当以外にラボ担当、施設担当が配属されており、機材調達管理業務も

担当している。 

 

＜iKohza実施状況＞ 

• iKohzaの担当として KPI〔高等教育省（MOHE）のMalaysia Research Assessment（MyRa）を簡素

化した指標を用いている〕に基づくモニタリングを年に 2 回実施し、各 iKohza のパフォーマン

スを測定し、レーティングを出している。トップ 2は双方マレーシア人がヘッドであり、日本人

の所属の有無は KPIには影響しない。 

• 日本人教員の給与はマレーシア人の 2～3 倍となることから目に見える成果が必要。ヘッドのマ

レーシア人は日本留学経験者であり、iKohzaにおける日本型教育の定着に貢献している。 

• 一方で日本企業との共同研究、インターン受入れなどの産学連携に関しては、日本人教員のコネ

クションが欠かせない。 

• 60％程度の iKohzaで日本型教育が定着しているといえる。活動が定着している iKohzaには、若

手を積極的に共同研究者に加えていくなど、協働体制がある。定着してない講座は優秀な教授が

いても、このような関係が構築できていない。また新しい iKohza は文化が定着するまでに時間

を要する。 

• 最近は日本人教員の採用も適切に実施できており、採用面談により英語力、ビジョンを確認する

ことにより、適切な選定が行われている。 
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＜専門家業務の引き継ぎ体制＞ 

• 最近、International Liaison Coordinator（Dr. Pramila）の任命を行った。今後、JUCとの連携業務、

日本での GMPについて日本人専門家と業務を実施し、引き継ぎを進めたい。 

• 産学連携に関しては、Industry Attachment Unitがマレーシアでのインターンシップの開拓等を実

施している。しかしこれらの業務は、今まで専門家が担っていたため、引き継ぎは今後の課題。 

• Business Strategy Unitが学生の募集などを開始している。 

 

＜企業との共同研究＞ 

• 日本企業との共同研究はほとんどが日本人教員の個人的なつながりによるものであり、2017年は

日本企業、現地企業双方と 10 件程度実施された。大学との共同研究は企業にとって、免税措置

（Double Tax Reduction）にもつながるため、インセンティブがある。 

 

＜機材調達＞ 

• ラボの問題点は調達した機材の使用、維持管理のための技術職員が不足していること。現在、72

のラボがあり、技術職員が 9名であるが、本来はラボ 2カ所に 1名の職員（最低 36名）が必要。

予算の不足によりこの問題は解決できていない。 

• 機材調達に関しては、2017 年 12 月現在、LCB、ICB、コンサルタント料を含む調達総額は全体

の 70％を超えた。LCBは 2018年 12月、ICBは 2018年 8月までに調達が完了する見込み。LCB

に関しては一つのラボ（Biodiesel）のリノベーションが終わっておらず、機材据え付けができな

い状況にあるが、12月までの完了が想定される。 

 

＜成果指標について＞ 

• 論文は Q1、Q2（インパクトファクター付き）とそれ以外を含む Indexedの数を取っている。Q1、

Q2だけを取ると 2017年は 18件。 

• 特許（Patent）の数は Filed（申請？）が 7件、Grant（取得）が 2件となっている。 

 

＜次期フェーズへの提言＞ 

• 学生を日本プログラムに参加させ、日本型教育を体験させることがこの学校の最大の特徴である

ため、引き続き日本人教員の派遣が重要。その点に関して JICA の支援を得たい。また、DPPC

は日本の防災の経験を伝えるうえで比較優位の高い分野であるため、継続的な支援を望んでい

る。 

 

日 時 2018年 2月 6日 14:30-15:30 

面談対象 カウンターパート（DPPC） 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 後藤センター長、アリ副センター長、カマルル教授 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（提出された質問票の回答の確認、補足の質問） 
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＜センター概況＞ 

• 現在 7名のフルタイムメンバー（うち 1名、カマルル上級講師は UTMラザックスクール所属）

のほかに準メンバーが 5、6名いる。 

• パゴ地区にWater reactor, waste managementに係る研究施設を設置することが計画されていたが、

予算の関係で計画は中断された。 

• ICBにより機材調達が予定されているが、現時点では研究機材が何もなく、座学中心である。2018

年 8月までには調達予定。機材の遅れは学生確保にも影響している。 

 

＜iKohzaの実施状況＞ 

• 現在は DPPCも iKohzaの一つとしてカウントされている。分野の異なる学生が iKohzaの活動を

通じて情報を共有することが可能となり、研究の効果的な方法といえる。先月 DPPCの博士が教

える大学において、研究活動の向上に係るプレゼンで iKohza を紹介したが、反響が高かった。

オランダの学生などから多くの質問が出てきた。 

• 一方で iKohza における日本型教育は informal な活動で、システマティックに実施されているわ

けではない。 

 

＜MDRM（防災修士コース）、短期 CPTコース＞ 

• MDRMは現在まで 2バッチ実施した。学生数はそれぞれ 5名、6名であり全員マレーシア人（1

名イエメンの学生がいたが家庭の都合で退学）。将来は 1バッチ 25名を上限として計画。 

• MDRM の留学生を増やしたい。前年は募集時期が遅れたため、Visa の用意などが間に合わない

学生が留学を取りやめるケースが生じた。9月開始なので今年は 4月には募集を開始したい。 

• MDRMでは 2週間の日本での Attachment研修を実施したが充実していた。改善点を挙げるとし

たら、訪問施設の業務内容に一部重複がみられたことから参加者のバックグラウンドに合わせて

幅の広い分野の訪問先があればよかった。訪問先ではあまり時間がなく、説明を受けても質問な

どする時間がなかった。参加者には政府関係者も含まれるため政策マネジメントに係る内容があ

ってもよい。 

• MDRMのモジュール（各 2週間）の“切り売り”である短期の Certified Professional Training（CPT）

コースは 2 週間＋3 日のオプションから成り、現在まで 48 名が参加した。CPT は昨年から開始

されたため、今後募集人数を伸ばしていきたい。 

• 双方のプログラムともまだ採算がとれていない。MDRMは収支バランスに 15名程度の学生が必

要となる。DPPCは財務的な優遇をMJIITから受けており、学生向けの奨学金のため 200万リン

ギット（RM）/5年の補助を受け取ることができた。しかし、依然、MDRMの短期の日本人教員

（年 13名）を招へいするのに多くの予算がかかっている。 

 

＜活動の促進要因＞ 

• DPCCの事業は急速に拡大している。その要因としては、JUCメンバー校との連携がとれている

ことが挙げられる。同分野に関しては、日本の大学のマレーシアでの研究への関心が高い。マレー

シアにおける水害、それに伴う土砂崩れといった日本の大学にとって関心が高い研究のフィール
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ドがある。 

 

＜次期フェーズへの提言＞ 

• DPPCの若い職員の能力強化プログラムの設置、日本での 2週間の短期研修の継続及び若手研究

者の派遣、国際会議への参加支援を期待している。 

 

日 時 2018年 2月 7日 11:30-12:30 

面談対象 カウンターパート（EGT） 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 EGT学科長 Dr. Shaza 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票の補足の質問） 

• EGTから CPEが分離したことに伴い、2017年の 2月から EGT学科長となった。 

 

＜筑波大学との JD＞ 

• 筑波大学とのジョイント・ディグリー・プログラム（JD）は 2年のコースで、1、4学期をMJIIT、

2、3学期を筑波大で実施する 2年のコースとなる。MJIIT、筑波大学それぞれ 1名の学生しかい

ない。 

• マーケティングユニットがまだ適切に機能していない。最近新たに Marketing Manager、Web 

Designerがアポイントされたため、今後の活動が期待できる。 

• 政府職員には奨学金が出るため、特にMinistry of Science, Technology and Innovation（MOSTI）の

職員に対してマーケティングを行うことを計画している。また、Website の更新、募集時期の調

整などにより学生数を増やしていきたい。 

 

＜日本型教育＞ 

• EGTに関連する iKohzaは 2講座（MEMOBIO、ALGAL）あり、毎週、輪講を行うなど日本人教

員の下、機能している。一方で日本型教育の教員への普及には、マレーシア人の教員を日本に送

り、日本の現場を見せる必要がある。今年の 3月に行われる Sakura Programで初めて日本に行く

予定。同プログラムは学生が中心だが、1名のみ教員が参加することができる。 

 

＜ラボ機材の活用状況＞ 

• 一般的にラボの機材管理に関しては技術者の不足といった問題があるが、EGTのラボに関しては

技術者が配置されており問題ない。一方で消耗品、試薬の購入のための予算は不足している。 

 

＜産業連携＞ 

• 産学連携に関しては、個別の iKohzaと企業との連携が促進される必要がある。 
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日 時 2018年 2月 8日 9:30-10:30 

面談対象 カウンターパート 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 エザット副院長（Academic） 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票に沿った質問） 

• CPEが専門で現在、代理（Acting）として副院長に就いている。 

 

＜日本型教育＞ 

• MJIIT は UTM と同じ内容の学科を提供しているが、iKohza、人間力、先輩－後輩といった日本

型教育に特徴がある。学生にとっては GMP により日本に行けることが大きなメリットであり、

この特徴を継続する必要がある。GMPのための予算は学費などから確保可能である。 

 

＜日本語教育＞ 

• 日本語に関しては、UTM Language academy で実施されているが、MJIITにおいても非公式な形

でプロジェクトの支援、JOCVにより日本語教育が実施されている。Language academyとの重複

を避ける意味でも言語よりも日本文化にフォーカスを置いている。また、JOCVによる Help Desk

といった日本留学サービスも提供している。 

 

＜インターンシップ＞ 

• 日本でのインターンシップに参加できる学生は全体の 20％であるが、残りの学生もマレーシアの

日系企業でのインターンを推奨している。日本でのインターンシップに関しては日本のコンサル

タントとの契約終了後の継続に関して不安がある。非常勤のコンサルタントの雇用による継続が

検討されている。 

• マレーシアでの日本企業へのインターンの開拓も現在は日本人教員、専門家の支援を受け実施し

ている。7月から 9月の期間にすべての大学がインターンを出すため供給過剰となる。 

 

＜共同研究＞ 

• 日本の大学との共同研究は学生の質向上のみでなく、教員同士の連携体制の構築に役立つことか

ら今後も重視する。 

 

＜大学ランキングへのインパクト＞ 

• HOHEのMyRAを基準にして、MJIITは UTM全 17の学部のなかで、4番目にランクされており、

設立して 5年という期間に高い成果を上げている。特に海外との関係において、共同研究数、外

国人教員数、留学生数などの指標を押し上げたことが UTMの大学ランキング向上に貢献してい

る。 
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＜学生数＞ 

• UTMの Strategic Business Unit（SBU）の活動により、学生数は増加傾向にある。またMJIIT独自

でも Senior Marketing Managerをアサインしている。学部の 3コースでそれぞれ 100名/年の入学

を見込んでおり、全体で年 1,000人の Intakeを目標としている。 

• 国内では International College of Advanced Technology Sarawak（i-CAT）という組織とMemorandum 

of Understanding（MOU）を結び連携し、主に政府機関からの学生を集めることを計画している。 

• 海外からの学生は、バングラデシュ、インドネシア、ウズベキスタンの大学との提携をめざして

おり、インドネシアについては、近くにMOUを結ぶ予定。これらの大学との連携には日本の大

学との連携の知見が生きている。 

• 日本からの学生の数が少なくなっているのは課題。活発な JUC メンバーが限定される。JUC メ

ンバー校との対話の場を増やして、双方のメリットをよく話し合うことにより、協力関係が促進

される。 

 

＜新たなコースの設置＞ 

• Bachelor of Science for Cyber Securityを 2019年 9月より新たに立ち上げる予定。これは民間のセ

キュリティー企業である RSA（米国）と連携して実施するコースであり、3年のMJIITでの講義

に加え、1年の RSAでの企業実習がセットになっている。同コース設置のためMJIIT内に Cyber 

Security Centerを設置する予定であり、既に予算配賦を受けている。 

 

＜コースの品質管理＞ 

• 学部のプログラムの品質管理は Engineering Accreditation Center（EAC）が実施している。5年ご

との監査が入る。一方で大学院のプログラムは UTM内の Center for Quality and Risk Management 

（QRIM）が内部監査を行い、その監査結果を外部機関である Malaysian Qualifications Agency 

（MQA）が 5年ごとに確認する。 

 

日 時 2018年 2月 8日 12:30-13:30 

面談対象 カウンターパート（技術経営学：MOT） 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 MOT学科長 Dr. Tareq 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票に沿った質問） 

＜iKohza＞ 

• 導入当初は、教員のなかにはその概念が分からずに反対する者もいたが、時間を追うごとに定着

してきた。ゼミのなかの情報共有、データ蓄積において効果がある。MOT は院生の研究テーマ

は異なるが、異なるアイデアを知ることで視野が広がる。輪講は必要に応じて不定期に実施して

いる。 

• 現在 MOTに所属する日本人教員も今年 8月までが任期であり、日本人が減っている。自分のよ

うな日本の大学出身者を雇用して、代替する動きがあるが、採用されるスタッフは総じて若く、
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技術力的にもシニアのスタッフに日本型教育を伝える資質はない。また、日本人教員と異なり、

教育を受ける立場での経験だけでは、iKohza の運営方法は分からない。次期案件での iKohza 維

持には日本人教員のプレゼンスが必要。 

 

＜共同研究＞ 

• 日本の草の根？の予算により知的財産データベースを購入し、特許開発に係る研究に活用してい

る。山口大学も同じ研究課題をもっており連携している。 

• 日本（山口大学）、インドネシア（バンテン大学）、ベトナム（ダナン大学）、タイ（チェンマイ

大学）、MJIITの 5大学により Asian MOT Consortiumを設置した。それぞれの大学の強みを生か

して、電話会議システムにより講義を行う。同講義の大学間での Credit Transferについては今後

検討される。 

 

＜学生数＞ 

• MOTの修士は Taughtコースと Researchコースがあり、Taughtには 17名、Researchには 2名の

博士を含む 85名が在籍している。博士の 2名はイラン、パキスタン人。 

• 学生数が少ない理由は、奨学金が受けられないこと、マーケティングの不足など。また、MOT

のスタッフは 6名のみであり、1スタッフが 19-20名の学生を指導しており、負荷が高すぎるた

め、学生の入学を抑えている。 

 

＜AUN/Seed-NETプロジェクトとの連携＞ 

• インドネシア、ラオス、タイ、ベトナム、ミャンマー、カンボジア、マレーシアから、19名の研

修員に対して、AUN/Seed-NET プロジェクトの MOT 講義を過去 5 回担当した。また Seed-NET

の研究費を申請したいが、共同研究の論文の実績が求められており応募できていない。 

 

 

＜今後の課題＞ 

• 課題は UTMからの自立による自治の確保。特に財政的に自立が必要。UTMを通すことで決定プ

ロセスが遅れてしまう。主従関係でなく、MJIITの Governing bodyのメンバーとして UTMが位

置づけられることが望ましい。 

 

日 時 2018年 2月 8日 13:00-13:40 

面談対象 Daikin Research & Development Malaysia 

場 所 同上 

マレーシア側参加者 

Dr. Chin Wai Meng: Senor Manager, Development Support Division 

Mr. Nakakita Masatomo: Director & General Manager 

Ms. Chong Pui Theng: Manager, Talent Acquisition & General Affairs 

Ms. Winnie Low Mong She: Executive, Human Resource Talent Acquisition 

調査団 高野専門家、伊藤（評価分析） 
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面談内容（インターンシップ、採用、共同研究についての質問） 

＜MJIITとのかかわり＞ 

• MOTの石崎講師、牧島副院長が過去 2回訪問した。学生の工場見学の受入れ、2017年にインター

ン、人材育成、共同研究についてのMOUを締結した。MJIIT就職フェアにも参加している。 

 

＜インターンシップ＞ 

• MJIITの学生の受入れを毎年実施している。2018年には 7名の受入れを計画している。主な受入

分野は電気、機械であり、化学の学生は少ない。毎年全体で 30から 40名のインターンを受け入

れ、そのうち、昨年は 34％が採用された。 

• 3 年次にインターンを行うことは企業で必要な能力を知り、大学に戻りスキルアップするという

意味で適切な時期だと考える。 

• インターンシップの申し込みは毎年かなり多い。そのなかから正採用も意識して人選を行い、さ

らに候補者に対して電話でのインタビューを行う。 

 

＜MJIITの学生の優位性＞ 

• 受入れが多いわけではないのでインターンでの他大学の学生との比較は難しいが、MJIITのイン

ターン生には日本での渡航経験者が含まれており、日本の企業文化への適応が容易である。 

• さまざまな階層の日本人職員が現在 20 名常駐しており、マレーシア人と英語でコミュニケーシ

ョンをしている。一方で文書類に日本語も含まれるため、日本語の運用能力があると望ましい。 

 

＜社員採用＞ 

• グループ会社も含め、ダイキンで毎年 100名の採用を行っている。重視する能力はコミュニケー

ション、インターパーソナルスキル、リーダーシップなど。特に R&D では小グループを組織す

るためリーダーシップが重要となる。 

• 今までにMJIITの学生を 2名採用した。所属はダイキンの他のグループ会社であるためパフォー

マンスは把握できていない。 

• 修士、博士の採用はほぼない。10年間で 1名の博士を採用した。現在社内に博士をもつ社員は 2

名。今後、修士は採用が増える可能性がある。 

• 採用よりも、在留（Retention）が課題。そのため、新入社員へのキャリアパス、研修の充実が重

要となる。 

• 日本のダイキン本社でグローバル採用を実施している。採用された学生は日本での研修を 3年受

け、その後、海外のダイキンに配置される。昨年マレーシア人（UM：Computer Science）の学生

1名が本社採用された。 

 

＜ビジネス環境＞ 

• ダイキンでは ASEANはタイとマレーシアを拠点としている。政治的安定、災害、優秀な人材の

点でマレーシアが優位である。一方、生産拠点としては既に人件費が高く、ベトナム、カンボジ

アに移行している。そのためマレーシアではより付加価値のある R&D の拠点などに移行する必
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要がある。 

 

日 時 2018年 2月 8日 14:30-15:00 

面談対象 Perodua 

場 所 同上 

マレーシア側参加者 Ms. Nor Dyana Che Mi: Assistant Manager, HR 

調査団 高野専門家、伊藤（評価分析） 

面談内容（インターンシップ、採用、共同研究についての質問） 

＜MJIITとのかかわり＞ 

• 毎年 3月の Advisory Panelに出席している。また、2016年に車両を寄贈した。 

 

＜インターンシップ＞ 

• MJIITからインターンを毎年 2、3名採用している。MJIITの学生の就職はまだない。受入れはほ

とんどが機械学科の学生。電気も自動制御などで一部インターンを募集しているが少ない。 

• インターン期間は配属先によりプロジェクトに参加する。配属部署により内容が異なる。イン

ターンの受入人数もその年により変動する。新たな車両の立ち上げ時などは、機密情報などもあ

るため制限する。 

• インターンの所属先の上司の推薦による採用も多い。 

 

＜MJIITの学生の優位性＞ 

• 日本のダイハツとの合弁であるため、日本式の生産方式を多く取り入れている。また、企業文化

も日本に近く、日本型教育を受けたMJIITの学生には適応しやすいと思われる。 

• 社員は研修、業務で日本に出張もあり、日本語ができる学生が望ましいが、日本に行く前にはベー

シックな語学研修を社内で提供している。 

 

＜社員採用＞ 

• 現在は組織改編中であり、採用は控えている。社員は 8,000名であったが、現在は生産拠点を分

けたこともあり、4,000名に減少した。通常毎年、30名程度の学士を採用している。 

• 修士、博士の採用はほぼない。企業としては長く所属してくれることを考えており、企業に就職

後、機会を見つけて大学などの研究職に戻る傾向のある博士の採用のメリットは少ない。 

• 企業文化への適応性を重視し、中途採用より、新卒の採用による社内訓練での育成を優先してい

る。採用で重視するのは学生の態度。 

• 採用試験の面接は英語で行うが、多くの学生が質問に適切に答えることができていない。また、

Peroduaついて調べてこない学生も多く意欲が感じられない。 

 

日 時 2018年 2月 9日 9:30-10:20 

面談対象 カウンターパート（CPE） 

場 所 MJIIT 
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マレーシア側参加者 学科長 Dr. Roshafima  

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票の補足質問） 

• 2018年の 1月から学科長となった。2016年からMJIITで教鞭を執っている。それ以前は UTMの

他の学部に所属していた。 

• CPEには現在 271名の学生が所属し、日本人 3名を含む 17名のスタッフがいる。入学者数は当

初の 28名から現在は 102名と急増している。その要因は MJIITのマーケティング委員会による

広報活動と日本への GMP、インターンシップの機会があること。 

• iKohzaの実施に際し困難はない。輪講、先輩－後輩といった仕組みは学生の研究の円滑化に貢献

していると感じている。 

• 日本でのインターン経験者を含む 2名が、日立化成に就職したが、態度、チームワークの点で評

価されているといったフィードバックを受けた。日立化成はインターンの受入れも積極的に実施

することを表明している。このような日本企業との調整は JICA 専門家チームの支援によるもの

である。 

• 当初、機械、電気に比較して化学のインターンの受入先が難しかったが、専門家の支援により徐々

に増えてきており、問題はない。 

• 日本の大学との共同研究はまだ実施していないが、日本人教員の勧めで日本の化学学会（SCIT）

に所属した。一方で企業との共同研究は日立化成と一緒に実施している。 

• ラボ機材に関しては、まだ据え付けが完了していない一部を除いて、機材はすべて適切に使われ、

学生の研究に大きく貢献している。一方、技術者がいないことが課題である。リサーチアシスタ

ントがその業務を代行している。消耗品・試薬の購入は問題ない。 

• 次期フェーズでは、スタッフの専門分野における能力強化、日本での研修を含め日本人教員から

の技術移転が必要。JUC以外の大学とも連携強化したい。 

 

日 時 2018年 2月 9日 11:00-11:40 

面談対象 カウンターパート（ESE） 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 ESE学科長 AP Dr. Hairi 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票に沿った質問） 

• ESEでは DD設置について九州大学との協議を進めており、現在はカリキュラムの内容について

詰めている。DDの開設について特に困難な点はない。 

• マーケティングの強化により学生数が増えており、特に日本人教員がいること、GMP があるこ

とがその要因となる。 

• 昨年度は 50％の学部生が奨学金を受けていたが、今年は 32-35％にとどまる。これは、奨学金が

なくてもMJIITを希望する学生が増えてきたことを意味している。 

• 日本でのインターンシップの経験はマレーシアの日系企業への就職に優位に働く、また日本でイ

ンターンシップを受けた学生の 3-4％が日本での就職先を見つけている。 
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• iKohzaには 4年生からの参加が義務づけられ、毎週金曜の午後に輪講を行っている。情報共有や

問題点を協力して解決することに貢献している。 

• 日本人教員の専門性に関しては敬意を払っている。一方でコミュニケーションについて、教員は

慣れているが、学生にとっては困難な場合がある。 

• 日本人教員が減るなかで、日本留学経験者を採用している。若い教員が中心であるため、日本人

教員の支援の下、日本型教育の実践に貢献している。一方で日本型教育の理解のためにもマレー

シア教員の日本での受入れを行ってほしい。 

• JUCメンバーとの連携に関して、活発なメンバー大学が少ない。芝浦工大に関しては GMPの受

入れ、学生の Exchangeなどを積極的に実施しており、昨年も 3名の日本人を 1学期受け入れた。

最初は英語でのコミュニケーションに問題があったが、英語を上達させて帰国していく。 

• 長期留学の日本人の学生はほとんどいない。機材も整備されたことから、日本人学生の呼び込み

を支援してほしい。 

• AUN/SEED-Netの研究費へ応募したが、結果待ちの状況、同様な研究助成スキームがあれば活用

したい。日系企業との共同研究は日本人教員以外には実施していない。また現地企業では自動車

メーカーである Proton、スタートアップ企業との共同研究の実績があるが、R&D を行っている

企業が少なく共同研究は難しい。 

 

日 時 2018年 2月 9日 12:30-13:20 

面談対象 日本人専門家 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 プロジェクト総括 牧島教授 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票の補足質問） 

• 日本型教育についてのコンセプトを固めた。そのなかでの「ものづくり」に関して日本のものづ

くり大学をカウンターパートと 2回訪問している。実際に手足を動かすことを重視した教育内容

を ESEに導入した。 

• 先日も MOHE に必要性を指摘されたが、日本人学生を呼ぶには学校のレベルを上げることが最

優先である。1年間をつぶして、マレーシアに留学するインセンティブは低い。 

• オーストラリア、英国の学士は多く来ているようであるが、彼らに対する奨学金が充実している

とのこと。 

• 日本の大学と Joint Degree、Joint ResearchをするにはMJIITはレベルが低すぎる。日本の大学、

企業はシンガポール（シンガポール国立大はハイレベル）を向いている。 

• 日本でも国策として大学の国際化を推進しているが、実際に活発に動いているのは一部の大学に

とどまる。その点では、国際ランキングをより意識しているマレーシアの大学の方が、国際化、

女性教員の配置を含めて進んでいる。 

• マレーシアに進出している日系企業は 1,400社あるが、R&D部門をもつ企業は東レ、三井化学、

ヤンマーなどの一部に限定されている。その意味でも、修士、博士の就職、企業との共同研究は

困難。例えばヤンマーは東南アジアに適したディーゼルエンジンの開発を行っており、この地域
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の地理的特性、気象条件下での研究開発が必要。多くの企業は本社もしくはシンガポールに R&D

を置いている。 

• ASEANの大学との関係構築も専門家の TORの一部であるが、簡単に関係を築けるものでなく、

頻繁に関係者が行き来して関係構築を行う必要がある。 

• 日本での経験からも、インターンシップ、共同研究といった産学連携は地道に継続する必要があ

る。最近MJIITの卒業生が日系企業等にも就職し始め、卒業生を通じた関係が構築されつつある。

MJIIT同窓会などは組織されていないが、今後卒業生が企業と大学の関係構築を担うことが期待

される。 

• 次期プロジェクトで計画されている研究費の支給に関して、1件 500万円（日本では助手が受け

る研究費に相当するが）で成果を出すのは酷でないか。研究コストに関してマレーシアは日本と

あまり変わらない。日本の教授と連携する必要があるが、よほどテーマが合わない限りマレーシ

アには来ないと想定される。 

• 今後、日本人教員の人数が減らされることは懸念である。MOT、ESEは遠隔での指導も可能なの

で短期派遣でも機能するが、EGT、MPEといった学科では教授が長期で張り付いて指導すること

で日本型の指導が可能となる。 

• MJIITの教員を短期間日本の大学に派遣して能力強化（日本型教育を体感）を行うことが望まし

いが、JICAのスキームでは受入大学に支払いができないので無理とのこと。ODAの制限のなか

でプロジェクトを実施するしかない。 

• 19 の iKohzaのうち、研究活動が活発な講座の特徴は、最新のテーマを扱っていることにある。

一方で地道に基礎研究を行っている講座も研究トレンドには波があるため、同じく重要である

が、MJIITは KPIにより評価して予算配分まで変えている。基礎研究の重要性を理解するまでに

至っていない。 

 

日 時 2018年 2月 9日 14:30-15:20 

面談対象 カウンターパート（MPE） 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 MPE学科長 Dr. Pauziah 

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票に沿った質問） 

• MPEは山口大学とのMaster Mixed Mode（2年間）があるが学生は 2名にとどまる（1名が山口大

学に留学中）。学生が少ない理由として、マーケティングが不十分であり、また、Precision 

Engineering というコースがマレーシアでは一般的でなく分かりにくい。MPE には Precision 

Engineeringを指導できる教授が日本人を含めておらず、コース名に現状が伴っていない。さらに

同コースは奨学金を受けることができず、受講のインセンティブが低い。今年カリキュラムの見

直しをかける予定。 

• MPE の学士の数は増加傾向にあり現在 260 名が所属する。一方で留学生は 5 名にとどまるため

マーケティングを強化する。学生数増加の要因は GMP、日本でのインターンシップについて学

生の関心が高い。 
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• インターンシップ受入企業に対し、アンケート調査を実施しているが、総じて評価は高い。MPE

卒業生 2名が日本で就職した。企業との関係が強化されたことでアラブ諸国の大学から、学生の

マレーシア企業でのインターンの受入れを依頼されるなどの相乗効果がある。 

• MPEのコースにはものづくりの概念（3クレジット分）を取り入れた。日本のものづくりは製品

の質を担保するために必要な概念であると感じている。また、ラボには 5Sを取り入れている。 

• 現在、日本人教員が 4名いるが今年で任期が終わり、1名のみが継続する予定。特にマイクロス

コープのラボに関して、機材の活用について日本人がいなくなったあとの懸念が残る。 

• 企業との共同研究は MPE の弱点といえる。日本人教員が実施している以外ほとんどケースがな

い。政府の研究費も削られ、企業との連携を強める必要があるが、教員には KPIの目標を達成す

ることが求められており、企業との関係構築に費やす時間がない。MPE においても KPI 目標を

満たしていない教員 2名に対して、警告が出されている。 

• 次期フェーズへの提言として、Mechanical Precision Engineeringについての（若くてアクティブな）

日本人教授を派遣してほしい。また、同内容に係るカリキュラム、教授方法についてのマレーシ

ア教員 2名の日本の大学への短期派遣を希望。 

 

日 時 2018年 2月 9日 15:30-16:10 

面談対象 カウンターパート 

場 所 MJIIT 

マレーシア側参加者 元院長 Prof. Rubiyah  

調査団 伊藤（評価分析） 

面談内容（質問票に沿った質問） 

• iKohzaにおける日本型教育の定着のため、MJIITでは日本の講座制の形を変えて導入した。例え

ば輪講に関してもWeekly Meetingとして定期的な実施により定着を図った。これによりマレーシ

アの大学に欠けている情報共有、相互協力の文化を導入することができた。 

• iKohza は学生のみならず、教員の研究能力の向上にインパクトがあった。UTM でも定期的な研

究成果の発表の場は設定されているが、物理的に教員、学生が一緒にいる場があることが重要。 

• 人間力に関しては、工学とコミュニティを結びつける概念が導入された。マレーシアでも工学教

育の倫理といった科目で扱われているが、より踏み込んだ内容となっている。この成果は学生の

態度に現れることが期待される。 

• ものづくりに関しては、日本の製造業を支える根底と考えている。日本人はものづくりに関して

突き詰める高いプロ意識をもっている。マレーシア人に欠けている感覚であり、製造業には欠か

せない。MJIITの幾つかのプログラムに導入したが、日本のものづくり大学のように長期間の訓

練を繰り返す必要性があり、ものづくり委員会を設置して取り組んでいきたい。 

• 現在、専門家が実施している業務を引き継ぐ必要性については共通認識をもっており、そのため

に人材の任命を行った。この課題については新学長にも伝えており、今後どのような対策を講じ

るかは新学長に任せる。 

• DPPCは MJIITの組織であるが、日本の知見を活用したミニ MJIITといえる。MJIITのなかのグ

ッドプラクティスであり、その成功事例を他学科に共有している。 
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• JUC との連携に関しては、全体の調整も必要であるが、 iKohza 単位でもメンバー校との

International iKohza、Joint iKohzaを増やし、連携を強化する。日本の大学との関係維持には、お

互いの理解、尊敬を通じた個人のつながりが大切。 

• 学生数の増加において GMP を制度化させたインパクトが大きい。他の奨学金、個別大学の支援

等による学生の日本への渡航機会はあるが、すべてアドホックなもので持続性はない。この制度

はMJIITの予算で実施しており、同校の優位性を担保するものである。MOHEからの 2020年ま

での予算は確保されている。 

• 特に日本企業との連携において日本人教員の派遣は欠かせないが、予算の制約で人数を絞る必要

がある。一方、iKohzaの活動に関しては、日本人教員のなかでも実践度が異なる。また、日本留

学経験者の採用を推進しているが、日本の教育制度や文化的背景などに関心がない卒業生を採用

しても、iKohzaの実践には結びつかないと感じている。 

• 次期案件については多くの構想をもっているが、学長が決めることであり、この場で伝えること

はフェアでないため新学長に聞いてほしい。 
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